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第１章 計画策定にあたって 

 
１ 本県の状況 

本県の出生数は、2007 年から 17 年連続で減少を続け、2023 年に 14,898 人となり、統計開始以来、

最低の数字となりました。合計特殊出生率は、2005 年に 1.32 まで低下し、その後は、穏やかな上昇傾

向にありましたが、ここ数年で急激に減少しており、少子化に歯止めがかからない状況となっています。 

国においては、2030 年代に入るまでが少子化傾向を反転させるラストチャンスとして、2023 年 12月

にこども未来戦略を決定し、「子育てに係る経済的支援の強化」や「若者の所得向上」、「こども・子育て

にやさしい社会づくりのための意識改革」を柱とする加速化プランにより「次元の異なる少子化対策」

を推進するとともに、全てのこども・若者が身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる

社会である「こどもまんなか社会」を目指し、同じく 12 月に、こども基本法に基づく「こども大綱」を

決定したところです。 

本県においても、2022 年３月に『第２次茨城県総合計画～「新しい茨城」への挑戦』を策定し、時代

の変化に的確に対応し、未来に希望を持つことができる社会の実現へ向けた様々な施策を行ってきまし

た。 

この総合計画をベースに、こども大綱を勘案して、「こどもまんなか社会」の実現に向け、こどもに関

する施策や取組を一体的に展開するための指針となる「茨城県こども計画」を策定します。 
 
２ 計画の位置づけ 

 本計画は、こども基本法第 10 条第１項の規定に基づく「都道府県こども計画」として位置づけると

ともに、こども政策に関する以下７つの計画を包含し、一体的に策定します。また、その他関連する１

つの計画についても、本計画の中に位置付けることとします。 

 
〇本計画に包含し、一体的に策定する７つの計画 

（１）茨城県次世代育成支援行動計画（次世代育成支援対策推進法第９条第１項） 
  少子化対策をめぐる諸課題に対応しながら、次代の社会を担うこどもが健やかに生まれ、かつ、 
育成される社会の形成に資する施策や取組を総合的に推進するための計画です。 

 
（２）茨城県子ども・子育て支援事業支援計画（子ども・子育て支援法第 62 条第１項） 

  市町村が行う子ども・子育て支援給付等が適正かつ円滑に行われるよう、広域調整を勘案し、幼 

児教育・保育の「量の見込み」と「確保方策」を定めるための計画です。 

 

（３）茨城県子どもを虐待から守る基本計画（茨城県子どもを虐待から守る条例第 10 条第１項） 

  こどもの虐待防止に関する施策についての基本的な方針や目標のほか、虐待防止に関する施策を 
総合的かつ計画的に推進するための計画です。 

 
（４）茨城県こどもの貧困の解消に向けた対策についての計画（こどもの貧困の解消に向けた対策の

推進に関する法律第 10条第１項） 

  こどもの貧困の解消に向けた対策の推進という視点から各施策を捉え、こどもの貧困問題に対し 

て、より効果的・総合的に対応していくための計画です。 
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（５）茨城県ひとり親家庭等自立促進計画（母子及び父子並びに寡婦福祉法第 12 条） 

  母子家庭、父子家庭及び寡婦の生活の安定と向上を図るための自立促進計画です。 

 

（６）茨城県社会的養育推進計画（こども家庭庁支援局長通知） 

  社会的養育の体制整備の基本的考え方及び全体像、こどもの権利擁護、パーマネンシー保障※1に 
向けた取組等を推進するための計画です。 

 

（７）いばらき青少年・若者応援プラン（子ども・若者育成支援推進法第９条第１項、茨城県青少年

の健全育成等に関する条例第 10 条） 

  社会生活を円滑に営む上での困難を有するこども・若者への、健やかな育成や社会生活を円滑に 

営むことができるようにするための支援等を推進するための計画です。また、青少年の健全な育成

及び若者の活動の支援に関する計画も兼ねます。 

 

〇その他関連する計画 

母子保健を含む成育医療等に関する計画（成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し 

必要な成育医療等を切れ目なく提供するための施策の総合的な推進に関する法律 第 17 条） 

  第８次茨城県保健医療計画等の計画とともに、成育医療等の提供に関する施策について、国との 

連携を図りつつ、地域の特性に応じた施策を策定・実施するための計画です。 

 

３ 計画の期間 

 この計画の期間は、2025 年度から 2029 年度までの５年間とします。 

 
４ 計画の概要 

（１）基本目標 

「全てのこども・若者が身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる 

『こどもまんなか社会』の実現」 

 こども・若者の最善の利益を第一とし、年齢や発達段階に応じて関係する事柄に意見を表明する 

機会が確保され、その意見を尊重するとともに、社会全体が、こども・若者や子育てをめぐる問題 

は社会全体の問題だという意識を持ち、こども・若者や子育て当事者が社会において大事にされる 

よう、意識を変えていく必要があります。 

 

（２）計画策定にあたり重視する視点 

 計画の策定にあたっては、こども大綱において「こども施策に関する基本的な方針」としている 

以下６つの視点を重視します。 

 ① こども・若者の権利を保障し最善の利益を図る 

 ② こども・若者や子育て当事者の意見を聴き施策に反映する 

 ③ こども・若者のライフステージに応じた切れ目ない支援を図る 

 ④ 良好な成育環境の確保、貧困と格差の解消を図る 

                                                   
※1 社会的養護を受けるこどもに対して、「永続的な家族」、すなわち「継続的な養育を行い、生涯にわ

たって変わらない居場所と、情緒的な結びつきを保つ家族」を実現しようとする理念。 
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〇計画の策定 

〇計画に基づく事業 

等の企画立案 

〇福祉･医療･教育･    

  労働など部局連携   

による事業実施    

 

〇次期計画への反映 

〇計画の進捗状況を 

 踏まえた事業等の 

 見直し、改善 

〇少子化対策審議会に 

よる進捗評価    

    〇数値目標等による進捗 

      状況の把握 

 ⑤ 若い世代の生活基盤の安定と結婚・子育ての希望がかなう社会づくりを進める 

 ⑥ 施策の総合性の確保及び国や市町村、民間団体等との連携を重視する 

 

（３）計画の推進体制と進行管理 

 この計画を実効性のあるものとして推進していくため、福祉・医療・教育・労働など部局連携で

推進するとともに、それぞれの施策や取組についてわかりやすい数値目標等を設定し、ＰＤＣＡサ

イクルにより、定期的に点検・評価を行います。 
 また、計画の進捗状況を茨城県少子化対策審議会に報告し、意見を求め、必要に応じて見直しを

行うことにより、適切な計画の進行管理を実施し、円滑な計画の推進に努めます。 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
（４）茨城県こども計画策定に当たって 

 「こども」とは、心身の発達過程にある者としており、一定年齢の上限は設けていません。固有

名詞以外は「こども」と表記しています。 
 第３章の施策位置づけは以下の通りです。 
 

 

Plan Do 

Check Act 
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第２章 こども・若者を取り巻く状況 

 
１ 出生数、合計特殊出生率の推移 

（１）出生数の推移 

  本県における出生数は、戦後の第一次ベビーブームを過ぎた 1950 年頃から減少を始め、1960 年代 

前半に約 35,000 人程度まで減少した後、第２次ベビーブームの影響で 1973 年には約 42,000 人まで 

回復しましたが、1975 年頃から再び減少傾向となり、第２次ベビーブーム世代がこどもを持つ年齢に 

達しても増加に転じることはなく、2023年の出生数は14,898人となり、統計開始以来はじめて 15,000 

人を割込みました。 

 

（２）合計特殊出生率の推移 

  本県の合計特殊出生率※2についても、出生数と同様に推移し、1960 年代には概ね 2.00 を超えてい 

 ましたが、1975 年頃から減少傾向となり、2023 年には 1.22 と過去最低を更新しています。人口を維 

持するのに必要な水準（人口置換水準）である 2.07 からは大きく乖離している状況です。 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  出典：厚生労働省「人口動態統計」 
  

                                                   
※2 15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの 
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２ 成育環境 

（１）兄弟姉妹の数 

 県内の学校に通う小学生から高校生までのこどもに「自分を含めた兄弟姉妹の数」を尋ねたところ、 

１人と答えた人は約 10％、２人と答えた人は約 50％、３人と答えた人は約 30％でした。 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：「茨城県こども計画の策定のための基礎調査（2023 年度）」 

 

（２）保護者の就労状況 

  県内の未就学児から高校生の保護者に就労状況を尋ねたところ、共働き世帯は 66％で、うち、両親 

ともに正規雇用の世帯は、29％でした。 

 

 

 

 

 

  出典：「茨城県こども計画の策定のための基礎調査（2023 年度）」 

・正＋正：両方とも、正規雇用 
・正＋他：一方が正規雇用で、他方が非正規雇用 or 自営業、フリーランス or その他 
・正  ：一方が正規雇用、他方は働いていない、あるいは、いない 
・他＋他：両方とも、非正規雇用 or 自営業、フリーランス or その他 
・他  ：一方が非正規雇用 or 自営業、フリーランス or その他、他方は働いていない。あるいは、いない 
・無  ：保護者は全て、働いていない 
・答えたくない：一方、あるいは両方が「答えたくない」と回答している 

 

（３）将来希望する最終学歴 

  県内の学校に通う小学生から高校生までのこどもに将来希望する最終学歴を尋ねたところ、年齢が 

高くなるに伴い、大学・大学院への進学を希望する者の割合が増えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：「茨城県こども計画の策定のための基礎調査（2023 年度）」 

 

（茨城県）将来希望する最終学歴 

(49.1%) (46.1%)
(19.2%) 

(25.1%) 
(18.9%)

(27.4%)

(60.3%) (14.3%)

（茨城県）保護者の就労状況 

（茨城県）兄弟姉妹の数 

(3.4%)

(3.2%)
(1.8%)
(1.2%)

(1.2%)

(0.5%)
(1.6%)
(1.3%)

(6.4%)

(8.3%)

(8.8%)
(1.8%)
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（４）こどもの貧困率 

  貧困状態を示す指標の一つとして、相対的貧困率があります。これは、貧困線※3を下回る所得※4と 

なる者の割合のことで、こどもの貧困率とは、17歳以下のこども全体に占める「所得が貧困線に満た 

ないこども」の割合を言います。 

  1985 年以降、日本のこどもの貧困率は上昇傾向にありましたが、2012 年に 16.3％となって以降は 

改善傾向にあり、2021 年には 11.5％となっています。 

  また、こどもがいる現役世帯のうち大人が一人の世帯の貧困率は 44.5％と、ひとり親世帯における 

貧困率は高い水準にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「国民生活基礎調査の概況（2022 年）」 

 

（５）こどもの進学率 

 こどもの進学率に関する各調査結果を見ると、中学校卒業後の進学に関しては、「生活保護世帯」、 

「ひとり親世帯」及び「全体」のいずれにおいても９割以上が進学を選択しているものの、高等学校 

等卒業後の進学率と比較すると、生活保護世帯において進学を選択する割合がより低くなっているこ 

とが分かります。また、本県の生活保護世帯においては、さらにその傾向が顕著に表れています。 

 一方で、生活保護世帯における高等学校等の中途退学率は、全国よりも本県の方が低い傾向となっ 

ています。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
※3 等価可処分所得（世帯の可処分所得（収入から税金・社会保険料等を除いたいわゆる手取り収入）を世帯人員の平方

根で割って調整した所得）の中央値の半分の額を示したもの。2021 年時点の貧困線は 127 万円。 
※4 特に注記がない場合、本章における「所得」は「等価可処分所得」を指す。 
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0.9%

23.9%

20.1%

53.9%

1.2%

0.1%

15.2%

18.2%

63.8%

2.6%

0.2%

5.5%

7.7%

79.6%

7.0%

中学まで

高校まで

短大・高専・専門学校まで

大学まで

大学院まで

（茨城県）こどもへの進路希望

所得254万円以上

所得127万円以上254万円未満

所得127万円未満

37.4%

12.4%

20.5%

17.7%

7.9%

3.4%

0.8%

32.3%

11.1%

20.3%

20.4%

9.8%

5.1%

1.0%

24.2%

8.4%

18.3%

21.8%

12.0%

9.9%

5.4%

支出はない

５千円未満

５千円～１万円未満

１万円～２万円未満

２万円～３万円未満

３万円～５万円未満

５万円以上

（茨城県）学校以外の教育にかける１カ月あたり平均

支出

（全国・茨城県）こどもの進学率・高等学校等中途退学率 

 

中学校 

卒業後の進学率 

高等学校等 

卒業後の進学率 

高等学校等 

中途退学率 

茨城県 全国 茨城県 全国 茨城県 全国 

生活保護世帯(※１) 93.6％ 93.8％ 29.5％ 42.4％ 1.6％ 3.3％ 

ひとり親世帯(※２) － 94.7％ － 65.3％ － － 

全体(※３、４) 99.1％ 99.1％ 73.8％ 76.3％ 1.8％ 1.4％ 

※１ 厚生労働省社会・援護局保護課調べ（2022 年４月１日現在） 

※２ 厚生労働省「国ひとり親世帯等調査（2021 年度）」を参照（2021 年 11 月１日現在） 

※３ 進学率については、茨城県「茨城の学校統計（学校基本調査）（2023 年度）」を参照（2022 年３月現在） 

※４ 中退率については、文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（2022 年度）」

を参照（2022 年４月１日現在） 

 

（６）こどもへの進路希望 

  県内の未就学児から高校生までの保護者にこどもへの進路希望について尋ねたところ、所得が高い 

世帯ほど大学や大学院への進学を希望する方が多くなることが分かりました。また、学校以外の教育 

にかける支出の状況についても同様に、所得の状況と支出額にはある程度の相関関係が認められます。 

※ 世帯収入と世帯人数の設問により、当該世帯の所得を算定し、世帯を以下の３つに区分しています。 

○ 所得が「国民生活基礎調査（2022 年）」による貧困線（127 万円）未満となる世帯 

 ○ 所得が 127 万円以上で 254 万円未満となる世帯 

 ○ 所得が 254 万円以上となる世帯 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

  出典：茨城県「こども計画の策定のための基礎調査（2023 年度）」 

 

（７）子育てに係る経済的負担 

 県内の未就学児から高校生までの保護者に、「子育ての際に金銭面で負担に感じること」について 

尋ねたところ、所得の高い区分では「大学就学に必要な費用」や「塾などの習い事代」が占める割合 

が高く、前述の「こどもへの進路希望」や「学校以外の教育にかける１カ月の平均支出」で得られた 
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2.6%

9.8%

11.7%

14.8%

18.9%

20.9%

16.3%

4.9%

3.4%

9.6%

9.5%

10.1%

21.4%

19.7%

23.0%

3.4%

7.6%

10.1%

6.7%

5.1%

23.2%

17.6%

27.2%

2.5%

負担はない

保育園・放課後児童クラブ当
利用料

おむつ代・ミルク代

学校の教材費

塾などの習い事代

高等学校就学に必要な費用

大学就学に必要な費用

医療費

（茨城県）子育ての際に負担に感じること

(金銭面)

所得254万円以上

所得127万円以上254万円未満

所得127万円未満

56.1%33.3%

10.6%

（茨城県）こどもの虫歯の状況

「虫歯はあるが、病院には行けてい

ない」回答割合

結果と相関関係が見られました。 

 一方で、所得の低い区分では、「おむつ代・ミルク代」や「学校の教材費」、「医療費」などの経費に 

対し、他の区分と比較してより高い割合で負担を感じていることが分かります。こどもの虫歯の状況 

についての質問でも「虫歯はあるが、病院には行けていない」と回答した割合が所得の低い区分にお 

いて最も高くなっており、所得が低いほど、子育てにかかる経済的負担に困難を感じている傾向が見 

られます。 

        

     

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

  出典：茨城県「こども計画の策定のための基礎調査（2023 年度）」 

 

（８）こどもの居場所 

  県内の学校に通う小学生から高校生までのこどもに、「家以外で親が帰宅するまで安心しているこ 

とができる場所」について尋ねたところ、所得の低い区分において「行ってみたい」、「いま行ってい 

る」を選択する割合が多い傾向が見られました。このことから、家庭以外で安心できる居場所が、所 

得の低い区分のこどもたちから必要とされていることが分かります。 

 一方で、「行ってみたい」、「いま行っている」を選択する割合は、所得の高い区分においても大きく 

なる傾向が見られることから、こどもの居場所づくりに際しては、家庭の経済状況に限らず、多様な 

こどもを対象とした支援が必要だと考えられます。 

 

 

 

 



- 9 - 

16.1%

21.8%

23.0%

39.1%

18.4%

15.5%

16.8%

49.2%

13.3%

17.5%

18.1%

51.1%

わからない

いま行っている

行ってみたい

行きたくない（必要がない）

（茨城県）家以外で親が帰宅するまで安心していることができる場所

所得254万円以上 所得127万円以上254万円未満 所得127万円未満

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：茨城県「こども計画の策定のための基礎調査（2023 年度）」 

 

（９）ひとり親世帯の状況 

 厚生労働省の全国ひとり親世帯等調査では、2020 年における母子世帯の母自身の平均年間収入は 

272 万円、父子世帯の父自身の平均年間収入は 518 万円となっています。また、それぞれの就業状況 

をみると、「正規の職員・従業員」がともに最多となっているものの、父子世帯では 69.9％と約７割 

を占めますが、母子世帯では 48.8％と半数を下回っており、こうした就業状況が母子世帯の平均年収 

の低い要因になっていると考えられます。 

一方、ひとり親世帯の親の帰宅時間をみると、午後６時以前に帰宅している親は母子世帯で 36.6％ 

であるのに対し、父子世帯では 23.2％となっており、父子世帯の父の方が帰宅時間が遅い傾向にあり、 

こどもと接する時間が少なくなるなどの影響が懸念されます。 

（全国）ひとり親世帯の親自身の平均年間収入（2020 年） 

 母子世帯 父子世帯 

平均収入 272 万円 518 万円 

就労収入 236 万円 496 万円 

出典：厚生労働省「全国ひとり親世帯等調査（2021 年度）」 

 

（全国）ひとり親世帯の親の就業状況        （単位：％） 

 
就業し

ている 

従業上の地位 

不就業 不詳 
正規の

職員・

従業員 

派遣 

社員 

パート 

・アル

バイト

等 

会社 

などの

役員 

自営業 
家族 

従業者 
その他 

母子世帯 
86.3 - - - - - - - 9.2 4.5 

100 48.8 3.6 38.8 1.0 5.0 0.5 2.4 - - 

父子世帯 
88.1 - - - - - - - 4.8 7.1 

100 69.9 1.5 4.9 7.3 14.8 0.6 1.1 - - 

出典：厚生労働省「全国ひとり親世帯等調査（2021 年度）」             
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（茨城県）急な支出（５万円程度）に対応できる貯金の有無 

 

60.6%

39.4%

母子世帯

65.8%

34.2%

父子世帯

ある ない
87.5%

13%

夫婦世帯

 

（全国）現在就業している親の地位別帰宅時間の構成割合    （単位：％） 

 午後６時 

以前 

午後６ 

～８時 

午後８ 

～10時 

午後 10 

～12 時 

深夜 

早朝 

一定 

でない 
不詳 

 母子世帯 36.6 43.8 5.9 1.5 1.9 8.7 1.6 

うち正規の職員・

従業員 
23.7 56.2 7.0 0.9 0.2 10.6 1.4 

うちパート・アル

バイト等 
53.2 29.5 4.4 1.7 2.6 6.9 1.7 

 父子世帯 23.2 45.3 13.8 3.1 2.5 11.4 0.6 

うち正規の職員・

従業員 
21.7 47.0 14.4 2.4 2.5 11.7 0.4 

うちパート・アル

バイト等 
31.0 22.1 14.3 6.3 9.4 16.9 0.0 

出典：厚生労働省「全国ひとり親世帯等調査（2021 年度）」             

 

（10）急な支出への対応 

 県内の未就学児から高校生までの保護者に、５万円程度の急な支出に対応できるだけの貯金がある

か尋ねたところ、「ある」と回答した割合は、夫婦世帯では 87.5％であったのに対して、ひとり親世

帯では母子世帯が 60.6％、父子世帯が 65.8％であり、ひとり親世帯の方が急な支出に対応できるだ

けの貯金がない割合が高くなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：茨城県「こども計画の策定のための基礎調査（2023 年度）」 
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３ 安心・安全 

（１）虐待 

全国の児童相談所における児童虐待の相談対応件数は年々増加し、2022年度については、214,843件

と過去最多となりました。 

本県におきましても、2023年度は4,134件となり、対前年比で2.5％増と過去最多となっており、そ 

の増加要因としては、県警との全件情報共有の実施や、配偶者からの暴力（以下「ＤＶ」という。）事 

案における心理的虐待の通告の増加等が考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：こども家庭庁「令和４年度児童虐待相談対応件数」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：厚生労働省「福祉行政報告例」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（全国）児童虐待相談対応件数の推移 （件） 

（件） 

5,995 
6,754 6,754 

8,372 
7,825 7,775 

2,687 
3,181 3,478 3,743 4,033 4,134 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2018 2019 2020 2021 2022 2023

（茨城県）児童相談所における相談件数

全相談 虐待相談

（件） 
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（２）不登校・いじめ 

  2022 年度の小・中学校における不登校の児童生徒数や、いじめの重大事態の発生件数は、過去最多 

になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：こども家庭庁「令和６年版こども白書」 

 

（３）自殺 

  2022 年の人口動態統計では、10 歳から 19 歳までの全国の自殺者数は約 800 名おり、15歳から 19 

歳までの死因の約半数を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：こども家庭庁「令和６年版こども白書」 

 

 

 

 

 

 

（全国）不登校の状況 

（全国）いじめの重大事態の発生件数 

（全国）30 歳未満の死因（構成比） 
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出典：厚生労働省「令和４年（2022）人口動態統計」 

 

（４）ヤングケアラー 

国の調査（2020、2021 年度）において、「自分はヤングケアラーに当てはまる」と思う人の割合は、

中学２年生で 1.8％、全日制高校２年生で 2.3％、定時制高校２年生相当で 4.6％、通信制高校生で

7.2％となっています。 
また、本県の調査（2022 年度）においては、中学生で 3.8％、全日制高校生で 3.8％、定時制高校

生で 4.4％、通信制高校生で 8.8％となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：こども家庭庁「令和６年版こども白書」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「茨城県ケアラー支援推進計画（令和５年３月）」 

  

（全国）「自分はヤングケアラーに当てはまる」と思う人の割合 

（全国・茨城県）死亡者数のうち自殺者の割合 

（茨城県）「自分はヤングケアラーに当てはまる」と思う人の割合（2022 年度） 

茨城県 全国 茨城県 全国 茨城県 全国

37,256 1,569,050 502 21,252 1.3% 1.4%

0～9歳 62 2,162 0 1 0.0% 0.0%

10～19歳 38 1,687 19 782 50.0% 46.4%

死亡者数全体（A) うち自殺者数（B) 自殺の割合（B/A）

死亡者数

うち
19歳

以下
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（茨城県）「意見を聞いてもらえている」、「大事にしてくれている」と思うこどもの数 

４ 自己認識・社会認識 

（１）自己認識 

  今の自分が好きかどうかの問に、「あてはまる」、「どちらかといえば、あてはまる」と思うこども・ 

若者の割合は約 60％となっており、15歳から 19歳の割合が最も高くなりました。 

 一方、年齢が高くなるにつれ、「今の自分が好きだ」と思う割合が下がる傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：こども家庭庁「令和６年版こども白書」 

 

（２）社会認識 

本県の小中学生に尋ねたところ、「こどもの意見を聞いてもらえている」「こどもを大事にしてくれ

ている」と感じているこどもが多くいる一方、わからないと答えたこどもも一定数いました。また、

「茨城県は妊娠、出産、子育てに優しい」と思うかの設問にはわからないと答えたこどもが多くいま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：茨城県「こども計画策定のための基礎調査（2023 年度）」 

 

 

 

 

  

（全国）「今の自分が好きだ」と思うこども・若者の割合 

こどもの意見を聞いてもらえている こどもを大事にしてくれている 
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５ 雇用・労働 

 
  週 60 時間以上の長時間労働をしている男性は、2005 年以降、減少傾向にありますが、子育て世代

にあたる 30 代、40代は、それぞれ 9.4％、10.8％と他の年齢層と比べて高い水準になっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：こども家庭庁「令和６年版こども白書」 
 
 
  

（全国）就業時間が週 60 時間以上の男性就業者の割合（年代別） 
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６ 結婚・出産  

（１）結婚をめぐる意識等 

 ①若者が独身でいる理由 

  未婚者（25～34 歳）に独身でいる理由を尋ねると、2021 年は男女ともに「適当な相手にめぐり会 

わない」が最も多く、次に多いのが、男性では「自由さや気楽さを失いたくない」や「まだ必要性を 

感じない」、「結婚資金が足りない」であり、女性では「自由さや気楽さを失いたくない」や「まだ必 

要性を感じない」、「趣味や娯楽を楽しみたい」になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「いずれ結婚するつもり」と答えた未婚者（18～34 歳）の割合は、2021 年調査で男性 81.4%、女性 

84.3%と若干低下したものの、依然として８割を超す若者未婚者が結婚することを希 

望しています。 

 また、予定こども数が理想こども数を下回る夫婦における理想こども数を持たない理由としては、 

  出典：こども家庭庁「令和６年版こども白書」 
 

 ②未婚者の結婚希望 

未婚者（18～34 歳）のうち「いずれ結婚するつもり」と答えた者の割合の推移を見ると、男女とも 

に若干低下しているものの、2021 年の男性は 81.1％、女性は 84.3％となっており、依然として８割 

を超す未婚男女がいずれ結婚することを希望しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：こども家庭庁「令和６年版こども白書」 
 

 

 

 

（全国）未婚者（18～34 歳）のうち「いずれ結婚するつもり」と答えた者の割合 

（全国）若者が独身でいる理由 
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 ③こどもの将来の結婚希望 

  本県の小学生から若者に「将来結婚したいか」と尋ねたところ、年齢が高くなるに従い「結婚した 

いと思う」の回答者割合が増えております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：茨城県「こども計画策定のための基礎調査（2023 年度）」 

 

（２）未婚化・晩婚化の進行と夫婦の出生力の低下 

 ①50 歳時未婚割合 

  本県の 50歳時未婚割合は、1980 年では、男性が 2.42％、女性が 2.51％でしたが、1990 年代から 

上昇傾向となり、2020 年には男性 28.85％、女性 14.65％と大幅に上昇しています。男性の方が女性 

より未婚割合が高く、全国を上回っています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
  出典：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」 

 
 ②平均初婚年齢と出生順位別母の平均年齢 

平均初婚年齢の推移を見ると、夫婦共に上昇しており、2023 年の本県では夫は 31.3 歳、妻は 29.6 

歳となっています。2000 年と比較すると、夫は 2.7 歳、妻は 3.0 歳上昇しており、全国と同様の動き 

となっています。 

本県の第１子出生時の母の平均年齢は、2023 年が 30.8 歳となっており、これは 2000 年と比較して 

3.3 歳上昇しています。 
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  出典：こども家庭庁「令和６年版こども白書」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  出典：厚生労働省「人口動態統計」      ※出産年齢の 1990 年以前のデータはない。 
 
 ③夫婦の完結出生児数 

 国の調査によると、夫婦（結婚持続期間 15～19 年）の最終的な出生数（完結出生こども数）は、 

2005 年以降、低下傾向にあり、2021 年は最低値（1.90 人）を更新しています。 
 
 
 
 
 
 

 
 
  出典：こども家庭庁「令和６年版こども白書」 
 
 

（全国）平均初婚年齢と出生順位別母の平均年齢の推移 

（茨城県）平均初婚年齢と出生順位別母の平均年齢の推移 

（全国）夫婦の完結出生児数の推移 
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 ④夫婦の理想のこどもの数と予定こども数 

  全国の夫婦の理想こども数と予定こども数の差は、0.24 人（2021 年）となっています。 

  本県で 2024 年に実施したアンケート調査における、県民の理想とするこどもの数と実際のこども

の数の差は 0.41 人であり、2021 年からほぼ横ばいに推移しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
    出典：こども家庭庁「令和６年版こども白書」 
 

（茨城県）理想とするこどもの数と実際のこどもの数（予定含む）の差 

 2018 
（H30） 

2019 
（R 元） 

2020 
（R2） 

2021 
（R3） 

2022 
（R4） 

2023 
（R5） 

2024 
（R6） 

回答数 4,748 件 4,002 件 4,809 件 4,157 件 3,943 件 4,051 件 3,941 件 
理想とするこどもの数 2.51 人 2.47 人 2.48 人 2.47 人 2.48 人 2.44 人 2.46 人 
実際のこどもの数(予定含む) 2.05 人 2.01 人 2.06 人 2.09 人 2.08 人 2.05 人 2.05 人 
上記の差 0.46 人 0.46 人 0.42 人 0.38 人 0.40 人 0.39 人 0.41 人 

  出典：茨城県「次世代育成支援対策推進法に基づく地域行動計画に係るアンケート」 
 

 ⑤理想こども数を持たない理由 

予定こども数が理想こども数を下回る夫婦における、理想のこども数を持たない理由は、「子育て

や教育にお金がかかりすぎるから」が最も多くなっています。特に第２子を持ちたいと思う方と第３

子以降を持ちたいと思う方を比較した場合、「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」と「自分の仕

事（勤めや家業）に差し支えるから」の理由の差が大きくなっており、第３子以降を持ちたいという

希望の実現には、これらの是正が必要と考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：こども家庭庁「令和６年版こども白書」 

（全国）理想こども数を持たない理由 

（全国）夫婦の平均理想こども数と平均予定こども数の推移 
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 ⑥理想的なこども数より実際のこども数が少ない理由 

  2023 年のネットリサーチ調査において「理想的なこどもの数より実際のこどもの数が少ない理由」 

について尋ねたところ、「子育てのための経済的負担が大きいから」が最も多く、回答者の 48.1％の 

方が選択しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  出典：茨城県「ネットリサーチ調査（2023 年）」 
 
 ⑦金銭面での子育ての負担 

  本県の未就学児から高校生の保護者に「子育ての金銭面での負担と感じること」を尋ねたとこ 

ろ、「大学就学に必要な費用」と答えた方が最も多く、次いで「塾などの習い事代」「高等学校就学 

に必要な費用」となりました。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

※金銭面で負担があると回答した 83.1％の者に、負担と感じることを複数回答で聞いた 

出典：茨城県「こども計画策定のための基礎調査（2023 年度）」  

（茨城県）理想的なこどもの数より実際のこどもの数が少ない理由 

（茨城県）子育ての負担（金銭面） 

こどもの数 

（％） 

（件） 
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７ 子育て 

（１）男性の育児休業 

  男性の育児休業取得率は、近年顕著に増加しており、2023 年度は 30.1％となっています。 
  一方、育児休業取得期間は、女性に比べて男性の方が短い傾向にあります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  出典：厚生労働省「令和５年度雇用均等基本調査」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  出典：厚生労働省「令和５年度雇用均等基本調査」 
 

（全国）男性の育児休業取得率 

（全国）男女別、取得期間別育児休業後復職者割合 
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（２）６歳未満のこどもを持つ男性の家事関連時間 

  ６歳未満のこどもがいる世帯の１日あたりの家事・育児時間を見ると、全国で夫が 95 分、妻が

412 分、本県でも夫が 85分、妻が 339 分であり、男女の差に大きな開きがあり、男性の家事関連時

間は諸外国と比較しても少なくなっています。 

 
（全国・茨城県）６歳未満のこどもを持つ世帯の家事・育児時間（１日あたり） 

 夫 妻 
夫と妻の差 

 家事 育児 合計 家事 育児 合計 
全国 30 分 65 分 95 分 178 分 234 分 412 分 317 分 
茨城県 26 分 59 分 85 分 137 分 202 分 339 分 254 分 

  出典：総務省「令和３年社会生活基本調査」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  出典：こども家庭庁「令和６年版こども白書」 
 
（３）育児面での子育ての負担 

  本県の未就学児から高校生の保護者に「子育ての育児面での負担と感じること」を尋ねたところ「仕 
事と子育ての両立」との回答が最も多く、次いで「家事負担」「自分の時間がない」となりました。 

 
 
 
 
 
 
 

※育児面で負担があると回答した 76.1％の者に、負担と感じることを複数回答で聞いた 

出典：茨城県「こども計画策定のための基礎調査（2023 年度）」 

 
 
  

（茨城県）子育ての負担（育児面） 

（国際比較）６歳未満のこどもを持つ男性の家事関連時間 

こどもの数 

（件） 
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第３章  全てのこども・若者が身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる 

「こどもまんなか社会」の実現への課題と対応方針 

 

施策１ こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有等 

Ⅰ こどもの権利の尊重 

１ 現状と課題 

 ○ 国においては、2023 年４月に施行されたこども基本法に基づき、同年 12月には「こども大綱」 

を決定し、こどもの人権について、児童の権利に関する条約（以下「こどもの権利条約」という） 

の趣旨に沿った基本的な考え方を示しました。 

 

 ○ こども大綱が目指す「こどもまんなか社会」とは、全てのこども・若者が、日本国憲法、こども 

基本法及びこどもの権利条約の精神にのっとり、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個 

人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、 

ひとしくその権利の擁護が図られ、身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな状態ウェルビ 

ーイングで生活を送ることができる社会であり、その推進が必要です。 

 

 ○ こどもの権利条約の基本原則を社会全体で共有し、いじめ、体罰・不適切な指導、児童虐待、性 

暴力等、こどもの権利侵害を許さないという意識を社会に浸透させることが必要です。 

こどもの権利条約基本原則 

  ・ 全てのこどもが生命・生存・発達を保障されること 

・ こどもに関することは、常に、こどもの最善の利益が第一に考慮されること 

・ こどもは自らに関係のあることについて自由に意見が言え、大人はその意見をこどもの年齢や発達段階に応じて 

十分に考慮すること 

・ 全てのこどもが、個人としての尊厳が守られ、いかなる理由でも不当な差別的取扱いを受けることがないように 

すること 

 

○ こども基本法、こどもの権利条約の認知度については、小学生から中学生、高校生になるに従い、 

「知っている」、「聞いたことがある」の割合が上がってはいるものの、全体的に低いため、内容を 

共有して理解を深めるとともに、こどもが自己と他者の大切さを認め合うことや自らの権利につい 

て学べるよう、こどもの権利に関する理解促進や人権教育を推進する必要があります。 
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（全国）こども基本法及び児童の権利に関する条約の認知度 

 

 

 

○こども基本法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○児童の権利に関する条約 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：こども家庭庁「令和６年版こども白書」 
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２ 主な取組 

 （１）こどもまんなか理念の普及啓発 

   これからの未来を担っていくこどもや若者を権利の主体として認識し、社会の真ん中に据える 

「こどもまんなか」という理念の普及啓発に取り組み、こども・若者や子育てに優しい社会づくり 

を目指します。 

 

 （２）人権教育の推進 

   自己と他者の大切さを認め、行動につなげることができる児童生徒の育成のため、学校教育と社 

  会教育の両面から人権尊重の精神の涵養を目指した人権教育を推進します。 

 

 （３）こども・若者の相談体制の充実 

   「子どもホットライン（24時間子ども専用電話相談）」や「いじめ・体罰解消サポートセンター」

に加え、ＳＮＳで相談できる「いばらき子どもＳＮＳ相談」など、相談時間や内容に応じた様々な

相談体制が整備されるとともに、こども・若者に相談窓口が十分周知され、当事者の悩みや困りご

との解消と安心感につながるよう取り組みます。 

   併せて、悩みを抱えるこどもに対し、学習用１人１台端末を活用した校内オンライン相談窓口の

整備や、ＳＯＳの出し方に関する教育を推進するなど、相談しやすい環境づくりの取組を推進しま

す。（相談窓口は巻末掲載） 

 

（４）こどもの権利擁護の推進 

児童相談所が、一時保護や施設入所等の措置を行う場合等において、こどもの意見・意向を勘案

するための意見聴取を適切に行うなど、こどもが意見を表明する機会を設け、こどもの権利擁護の

ための取組を推進します。 
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施策２ ライフステージを通じた取組 

Ⅰ 多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり 

１ 現状と課題 

○ 遊びや体験活動は、こども・若者の健やかな成長の原点です。こどもが遊びに没頭し、身体の諸

感覚を使い、自らの遊びを充実、発展させていくことは、認知的スキルと社会情動的スキルの双方

を育むことに加え、多様な動きを身に付け、健康を維持することにつながり、ひいては、生涯にわ

たる幸せにつながります。 

 

 ○ 人の命を大切にする心や思いやりの心、お互いを尊重する態度、社会生活を送るうえでのコミュ

ニケーション能力、規範意識等の社会性を育む取組の推進が重要です。 

 

 ○ 地域や成育環境によって体験活動の機会に格差が生じないよう配慮しつつ、こども・若者の全て

のライフステージにおいて、年齢や発達の程度に応じた多様な体験・遊びができるよう、地域資源

も生かした機会や場を意図的・計画的に創出することが求められます。こども・若者が、一人ひと

り異なる長所を伸ばし、特技を磨き、才能を開花させ、世界や日本、地域社会の未来を切り拓いて

いくことが必要です。 

 

 ○ 健やかな体は、健康な生活を営むうえで基礎となるもので、意欲や気力など精神面の充実にも深

く関わっていることから、青少年の豊かな人間性を育み、健全な発達を促すためには、まず土台と

なる体作りとともに体力の保持・増進に対する取組が重要です。 

 

 ○ 一時的な幸せの感情ではなく、身体的・精神的・社会的に良好な状態を意味するウェルビーイン

グの概念が注目されています。 

   全てのこども・若者が、かけがえのない幼年・若者期を健やかに過ごすことができ、かつ人生 100

年時代、絶え間ない変化の時代を幸せ（ウェルビーイング）に、自立して生き抜く基礎を形成する

ことが求められます。 

 

○ こどもの自己肯定感・自尊感情は、年齢が上がるに従い低くなっていきます。また、国際的に比

較しても、日本のこども・若者の自己肯定感は低い傾向にあります。 

 

 ○ 新しい時代に的確かつ迅速に対応し、地域で活躍する人財の育成が求められています。特に、自

分の意見や主張をきちんと伝え、人々と協働する能力や国際感覚を身に付けることが重要です。 

 

 ○ 男女共同参画を推進する様々な取組が進められており、法制度の整備も進んできましたが、依然 

として社会全体が変わるまでに至っていない要因の一つとして、働き方・暮らし方の根底に、長年 

にわたり人々の中に形成された固定的な性別役割分担意識や性差に関する偏見・固定観念、無意識 

の思い込み（アンコンシャス・バイアス）があることが挙げられます。こどもをはじめ様々な世代 

で固定的な性別役割分担意識等を植え付けず、また、押し付けない取組、男女双方の意識を変えて 

いく取組が重要です。 
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○ 全てのこどもが、相互に人格と個性を尊重しながら、安全に安心して過ごせる多くの居場所を持 

つことができるよう、社会全体で支えていく必要があります。 

 

２ 主な取組 

 （１）生活習慣の形成・定着、多様な遊びや体験活動の推進 

①生活習慣の形成・定着 

   こどもが基本的な生活習慣を身に付けることができるよう、家庭、学校、幼児教育施設、地域、

企業、民間団体等の協力を得ながら、普及啓発を推進します。 

 

  ②豊かな心の育成 

  児童生徒の豊かな心を育成するため、発達の段階に即し、こどもたちが関わりの中で学ぶことの

できる多様な方法による教育を、小学校から高校まで体系的かつ継続的に実施します。 

 

  ③健やかな体の育成 

 健やかな体を育むため、運動やスポーツ活動に親しむことなどを推進するとともに、こどもたち 

の栄養や食事に関する正しい知識と望ましい食習慣の定着を図る食育を推進します。 

 

  ④地域住民の参画を得た学習活動・体験活動支援 

 放課後の児童生徒の活動を支援するため、学校の余裕教室等を活用した放課後子供教室などを実

施するとともに、地域住民の参画を得た学習活動や体験活動の支援に取り組みます。 

 

  ⑤郷土愛の醸成 

  こどもたちが茨城県民であることに誇りを持ち、郷土を愛する心を育成するため、本県の良さを 

再発見し、郷土の歴史を学び、伝統と文化を尊重できる取組を推進します。 

 

 （２）こども・若者が活躍できる機会づくり 

  ①グローバル人財の育成 

 グローバル人財に必要な思考力やリーダーシップなどを育成するため、学習意欲の高い中高生に

トップレベルの英語講座や世界で活躍する人財との交流プログラム等を提供します。 

 

  ②国際感覚の育成 

 異文化を理解し、広い視野をもった人財を育成するため、学校の授業等に県内在住の外国人講師 

等を派遣し、諸外国の文化等を紹介してもらうなどの国際教育を推進します。 

 

  ③キャリア教育、体験活動の推進 

 中高生の職業観やアントレプレナーシップ※5を醸成するため、体験的な学習の機会や成果を発 

表する場の提供等により、キャリア教育を推進します。 

 

 

                                                   
※5 起業家精神、高い創造意欲を持ち、リスクに対して挑戦できる力 
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  ④帰国・外国人児童生徒への支援 

   帰国・外国人児童生徒が学校生活等に適応できるよう、日本語指導など、学習内容の理解や各活

動が円滑に進められる支援体制や文化的配慮の充実に取り組みます。 

また、日本語の理解が困難な外国人保護者に対する支援や教職員の研修体制の充実に取り組みま

す。 

 

 （３）一人ひとりが尊重されるダイバーシティ社会づくり 

   あらゆる世代を対象に、男女共同参画社会を実現するため、理解促進や固定的な性別役割分担意 

識の解消に向けた意識啓発を図ります。 

   多様性を認め合うダイバーシティ社会に向けて、年齢や性別、国籍や障がいの有無、性的指向・

性自認などにかかわりなく、多様性を受け入れ、認め合うための共同参画の取組を推進します。 

   人権教育を学校教育、社会教育の両面から推進するとともに、地域における人権啓発活動の指導 

者を育成します。 

 

 （４）こどもの居場所づくり 

  ①放課後児童クラブ 

   就労家庭等のこどもにとって放課後の遊びと生活の場となる放課後児童クラブについて、市町村 

と連携しながら受け皿整備や、放課後児童支援員の確保と質の向上を図るとともに、こどもが多様 

な体験活動を行うことができるよう、放課後子供教室との連携を促進します。 

 

②こども食堂 

こども食堂に関する総合相談窓口を設置し、こども食堂の立ち上げや活動の継続を支援すること 

で、地域でこどもを支え、見守る仕組みの創設、こどもの食事と居場所の確保に努めます。 

 

  ③その他の居場所 

すでに多くのこども・若者の居場所となっている児童館、子ども会や学習支援の場など地域にあ 

る多様な居場所、公民館や図書館などの社会教育施設などについても、こども・若者にとってより 

よい居場所となるよう取り組みます。 

 また、オンラインツールを活用した相談事業や学習支援などによる孤独・孤立感解消の可能性に

ついても、検討してまいります。 

 

 

Ⅱ こども・若者への切れ目ない保健・医療の提供 

１ 現状と課題 

○ 全てのこどもが健やかに育つ社会の実現を目指し、成育基本法や、母子保健の国民運動である「健 

やか親子 21」等を基盤とし、成育過程にある者に対して必要な成育医療等を切れ目なく提供する 

ことが求められています。中でも、学童期・思春期は、生涯を通じた健康づくりのスタートとなる 

重要な時期であり、この時期に健康に関する正しい知識を身に付け、自身の心身の健康に関心を持 

つことは、生涯の健康づくりのための行動変容に向けた大事な一歩となります。そのため、性や自 

身の体に関することなど、健康教育の積極的な取組が求められています。 
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 ○ 近年の小児医療の進歩により、小児慢性特定疾病児童等も成人期を迎える患者が多くなってきて 

います。 

そのため、住み慣れた地域で療養する難病患者や小児慢性特定疾病児童及びその家族への支援を 

行うため、医療・介護・福祉等の各関係機関との連携を強化し、患者等への適切な支援を行うとと 

もに、在宅療養に携わる支援者の資質の向上を図っていく必要があります。 

 

 ○ 障害児に対して早期から適切な療育を行うことが、障害の軽減と発達の面で重要なことから、家 

  庭や地域での療育を支援するため、療育体制の整備に努める必要があります。 

 また、乳幼児期に障害が発見された場合などには、保護者の不安が大きいことから、保護者の精 

神的支援を含めた養育支援に努める必要があります。 

 

２ 主な取組 

（１）性と健康に関する正しい知識の普及・相談支援 

 ①正しい知識の普及啓発 

「健やか親子 21」の取組により、こどもの成長や発達に関して、子育て当事者である親や身近な 

養育者の方が正しい知識を持つことに加えて、学校や企業等も含めた社会全体で親やこどもの多様 

性を尊重し、見守り、子育てに協力していくことができるよう、県民の理解を深めるための普及啓 

発を促進します。 

また、男女を問わず、性や月経、妊娠に関する正しい知識を深めるため、出前講座等による普及 

啓発や、健康管理を促すプレコンセプションケア※6の推進に努めます。 

   さらに、適切な感染症対策や予防接種の効果・副反応等に関する正しい情報の普及啓発を推進し

ます。 

 

 ②相談支援等 

思春期、妊娠、出産等の相談に応じる専門相談を行うとともに、特定妊婦等を含む当事者が必要 

としている支援に確実につながるよう、適切な相談支援を行います。 

また、妊娠・出産、産後の健康管理に係る切れ目のない支援体制を構築します。 

さらに、フェムテック※7の利活用を含め妊娠・出産、不妊、産後ケア等のライフイベントや女性 

特有の健康課題に係る支援を行います。 

 

（２）慢性疾患・難病を抱えるこども・若者への支援 

   指定難病や小児慢性特定疾病の対象疾病の周知を行うとともに、対象疾病の患者に対して、医療 

費の助成を行い、経済的負担の軽減を図ります。 

   小児慢性特定疾病児童等に対して、成人後も必要な医療等を切れ目なく提供することができる移 

  行期医療を推進するため、小児期及び成人期を担当する医療従事者間の連携体制を整備します。 

また、当事者や保護者からの相談対応や、講演会、家族教室の開催、ピア相談の更なる活用を図 

ります。 

                                                   
※6 男女ともに性や妊娠に関する正しい知識を身に付け、健康管理を行うよう促すこと。 
※7 Female（女性）と Technology（テクノロジー）からなる造語であり、生理や更年期など女性特有の悩みについて、

先進的な技術を用いた製品・サービスにより対応するもの。 
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（３）障害児支援・医療的ケア児等への支援 

  ①障害児への支援 

   乳幼児期に障害が発見されたこどもに関し、医療機関と行政機関（児童福祉・母子保健・教育）・

療育関係機関との連携を深め、早期から子育て支援を行い、０歳からの療育が可能となるよう努め

ます。 

また、早期発見から療育へスムーズにつなぐため、市町村をはじめとする関係機関における療育

に関する情報の共有に努めます。 

 

  ②医療的ケア児への支援 

   医療的ケア児が適切な支援を受けられるよう、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関 

の協議の場を設置し、連携促進に努めます。 

   また、医療型短期入所施設等の開設支援等により受け入れ環境を整備するとともに、在宅で介護 

を行う家族の負担軽減に取り組みます。 

 

 

Ⅲ こどもの貧困の解消に向けた対策 

１ 現状と課題 

○ 日本のこどもの貧困率は 2021 年時点で 11.5％となっており、改善傾向が見られるものの、ひと 

り親世帯における貧困率は 44.5％と依然として高い水準にあります。 

 

○ こどもの貧困問題は、様々な社会的要因が絡み合って発生するものであるため、こどもの貧困の 

 解消に向けた対策として各種施策に着目した上で、総合的に推進していく必要があります。 

 

○ また、こどもの貧困の解消に向けた対策を推進するには、こどもだけでなく、こどもを養育する 

 保護者に対しても十分な支援を行うことが重要です。特にひとり親世帯については、経済的な貧困 

だけでなく、仕事と子育てを一手に担わざるを得ない「時間の貧困」にも陥りやすいことから、幅 

広い支援が必要となります。 

 

２ 主な取組 

（１）教育の支援 

①生活困窮世帯等への学習支援 

生活困窮世帯のこどもが、経済状況等にかかわらず必要な教育を受けることができるよう、学習 

支援の充実を図ります。 

 

②学校における総合的な教育支援 

学習に関する支援に加え、スクールソーシャルワーカーの派遣等、学校における相談・連携体制 

などを整備します。 

 

③就学支援の充実 

こどもの就学に必要な学費や、その他の必要な費用について、各種給付金等により経済的に支援 
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  し、併せて、奨学金の貸付や、生活困窮世帯向けの給付を実施します。 

 

④多様な教育機会の確保 

こどもたちの状況を把握して必要な支援につなげ、教育機会を確保するために、学習相談及び進 

  路相談等による支援の充実を目指します。 

また、日本語指導教室への教員の配置や研修会の開催等を通して、日本語指導を必要とする帰国・ 

外国人児童生徒の日本語指導教育の指導体制の改善充実を図ります。 

 

（２）生活の安定に資するための支援 

①保護者への生活支援 

生活に困窮する家庭の保護者が自立し、孤立することなく安定した生活基盤を築けるよう、保護 

者への相談支援や保育サービスに関する支援等を実施するとともに、併せて妊産婦などに対する支 

援や住宅に関する各種支援を推進します。 

 

②生活支援体制の整備・充実 

生活に困窮する家庭を支援するために、相談対応や自立支援等の充実を図ることで、生活を支援 

する体制を整備します。 

また、こども食堂に関する総合相談窓口を設置し、こども食堂の立ち上げや活動の継続を支援す 

ることで、地域でこどもを支え、見守る仕組みを創設し、こどもの居場所の確保に努めます。 

 

（３）保護者等への就労支援 

①保護者の就労機会の確保 

各種相談支援事業の実施により就労を支援します。また、生活困窮者向けの給付金の支給、再就 

職希望者向けの就職面接会の開催などを実施することで、貧困に直面しやすく、社会的に不利な立 

場にある者への支援を充実させます。 

 

②保護者の就労のための学び直しに関する支援 

再就職を目指す方向けに、学び直し等、就労に必要な能力の向上に関する取組を充実させること 

で、就労を支援します。 

 また、ひとり親家庭を対象とした、就職に有利な資格を取得することを支援する高等職業訓練促 

進給付金の支給等の取組を充実させることで、ひとり親の自立を支援します。 

 

③保護者の就労後の職業生活に関する支援 

安定した職業に就いたこと等により、生活保護を必要としなくなった者に対して就労自立給付金 

を支給する等、就労後の負担を軽減します。また、単に職を得るにとどまらず、所得の増大に資す 

るとともに、仕事と両立して安心してこどもを育てられる適切な労働環境を確保できるよう、支援 

の充実を図ります。 

 

④こどもへの就労支援 

就職相談や、面接会等により就職機会を提供し、併せて関係機関と連携してこどもの就労支援を 
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実施することで、社会的な自立を支援します。 

 

（４）経済的支援 

①児童扶養手当の支給 

ひとり親家庭等の生活の安定と自立を促進し、こどもの健やかな成長を図るため、児童扶養手 

当を支給します。 

 

②生活福祉資金や母子及び父子並びに寡婦福祉資金の貸付け 

 低所得世帯やひとり親家庭等に対して、無利子・低利で高等学校・大学等に就学するための費用 

や生活に必要な費用などを貸付けることで、経済的な自立を支援します。 

 

③生活保護による教育扶助等 

生活保護による教育扶助として、教材代、通学のための交通費、学校給食費等義務教育に必要な 

費用を支給します。また、高等学校等に就学し、卒業することが生活保護世帯の自立助長に効果的 

であると認められる場合に、高等学校等就学費を認定し、支給します。 

 

④医療費の助成 

子育て世帯の経済的負担を軽減するため、小児やひとり親家庭の患者負担分を公費により一部助 

成します。また、小児慢性特定疾病により長期にわたり療養を必要とするこどもの医療費を助成し 

ます。 

 

⑤養育費相談員による支援 

養育費相談員を母子・父子福祉センターに配置し、ひとり親家庭等に対して養育費の取決めや不 

払いについての相談に応じます。 

 

Ⅳ 児童虐待防止対策と社会的養護の推進及びヤングケアラーへの支援 

１ 現状と課題 

○ 本県の児童相談所における相談対応件数は、2023年度は全相談件数が対前年比で約0.6％減の 

7,775件となり、そのうち虐待相談が4,134件と全体の約53％を占めています。 

特に虐待相談については、複雑化、困難化した事案が増加し、一時保護や法的対応等が必要とな 

る事案も増えていることから、それらの事案に迅速かつ適切な対応を図るため、引き続き、児童相 

談所の体制強化が必要です。 

 

○ 全国の児童相談所における児童虐待の相談対応件数は年々増加し、2022年度については、214,843 

件と過去最多となりました。 

児童虐待は、こどもの心身に深い傷を残し、成長した後においても影響が認められることから、 

どのような背景、思想信条があっても許されるものではありません。 

  一方で、虐待を行った保護者にも自らの被虐待経験や、貧困、疾病、障害等の様々な困難が背景 

として存在している場合が多く、これら子育てに困難や不安を抱える世帯がこれまで以上に顕在化 

している状況を踏まえ、子育て世帯に対する包括的な支援のための体制を強化し、児童虐待の予防 
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に取り組む必要があります。 

 

○ 「こども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第20次報告）」（こども家庭庁こども家庭 

審議会児童虐待防止対策部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会。令和６年９月）で 

は、2022年度中に発生又は表面化した児童虐待によるこどもの死亡事例のうち、死亡時点のこども 

の年齢は、心中以外の虐待死56人のうち０歳児が25人（44.6％）、さらに０か月児が15人（26.8％） 

と最も多い状況となっています。 

また、心中以外の虐待死で実母が妊娠期・周産期に抱えていた問題として、「予期しない妊娠／計 

画していない妊娠」が14件（25.0％）あるなど、孤立した環境の中で予期せぬ妊娠に悩む若年女性 

等に対する相談・日常生活の支援や関係機関との調整等の支援の強化に取り組む必要があります。 

 

○ 虐待等を受けたこどもの一時保護については、学習権保障や一時保護期間の長期化などの問題が 

指摘されています。 

また、一時保護はこどもにとって不安が大きく、ケアの困難度も高いことを踏まえ、こどもの特 

性や環境等に応じた個別ケアが可能となるよう一時保護所の環境整備を図る必要があります。 

 

○ 児童相談所が一時保護や施設入所措置等を行う場合においては、こどもの最善の利益を保障しつ 

つ、こどもの意見又は意向を十分に勘案した判断を行うために、児童福祉法に基づく児童相談所等 

による意見聴取を適切に実施するとともに、こどもの意見表明やこどもの権利擁護を実現する環境 

整備が必要です。 

 

○ 児童相談所は、家庭での養育が困難又は適当ではない場合は、こどもの最善の利益の観点から、 

こどもの意向や状況等を踏まえつつ、親族等による養育や里親委託等の代替養育先を検討していま 

す。今後も家庭養育優先原則※8とパーマネンシー保障の理念に基づき、こどもや家庭の状況に応 

じて、ケースマネジメントを推進することが必要です。 

 

○ 茨城県内には、乳児院が３か所、児童養護施設が18か所、里親登録が443組、ファミリーホーム 

が９か所あります（2024年３月31日現在）。 

本県の里親等委託率は、21.6％（2023年度）で増加傾向にあるものの、全国平均と比べて低い状 

況にあります。 

虐待など様々な事情により、家庭での養育が困難となったこどもについては、心身共に健やかに 

成長できるよう、家庭に近い養育環境である里親等委託を推進していく必要があります。 

 

 

 

 

 

                                                   
※8 こどもが家庭において心身共に健やかに養育されることを原則とし、家庭での養育が困難な場合、すなわち代替養

育が必要となった場合は、「家庭における養育環境と同様の養育環境」となるよう必要な措置を講じ、それも適当でない

場合は、「できる限り良好な家庭的環境」で養育されるよう必要な措置を講じる、という、こどもの養育環境を決定する

際の考え方。 
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○ 本県において、乳児院や児童養護施設に入所しているこどもの数は560人です（2024年３月31日 

現在）。今後、児童人口の減少や、家庭養育優先原則に基づく里親等委託数の増加により、施設入所 

のこどもの数は、減少していくことが見込まれます。 

一方で、近年の児童相談所における児童虐待の相談対応件数の増加等に伴い、一時保護の件数が 

増加し、特に、乳児院及び児童養護施設等の一時保護委託数は、５年前と比べて約1.4倍に増加して 

います。（2018年度：314人、2023年度： 427人） 

一時保護のこどもなど、ケアニーズ及びケアの困難度が高いこどもに対して、専門的ケアを提供 

する乳児院や児童養護施設は、今後さらに必要とされることが見込まれます。 

 

 ○ 児童養護施設等を退所したこども（措置解除者）や虐待経験がありながらもこれまで公的支援に 

つながらなかった者等（以下、「社会的養護経験者等」という。）は、進学・就労や自立した生活を 

営む上で、親族からのサポートが期待できない等の背景から、様々な困難に直面する場合があるた 

め、県において自立支援に取り組んでおり、今後もニーズに応じた支援が必要です。 

 

○ ヤングケアラー（家族の介護その他の日常生活上の世話を過度に行っていると認められるこど 

も・若者）は、年齢や成長の度合いに見合わない重い責任や負担を負うことから、教育や人格形成、

将来の進路への影響が懸念されます。 

また、こども本人や家族に自覚がない場合もあり潜在化しやすいことから、学校等において早期 

に把握し、市町村、福祉、介護、医療、教育等の関係機関が情報共有・連携して、こどもの意向に 

寄り添いながら必要な支援につなげる必要があります。  

 

２ 主な取組 

（１）児童虐待防止対策等の更なる強化 

①児童相談所の体制強化と専門性の向上 

児童虐待発生時の迅速・的確な対応を確保するとともに、家庭養育の推進及び市町村の相談支援 

体制の強化を図るため、児童相談所において、児童福祉司等の専門的知識を有する職員の増員など 

体制強化を図ります。 

また、職員に対する法定研修、階層別研修及び指導教育担当職員（スーパーバイザー）研修など 
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研修体系を充実させるほか、新たな認定資格である「こども家庭ソーシャルワーカー」等の専門資 

格の取得促進に取り組み、職員の専門性及び資質向上を図ります。 

 

②発生予防、早期発見及び早期対応 

児童相談所が閉所している夜間、休日等を含めて、「いばらき虐待ホットライン」により虐待相談 

等に24時間対応するとともに、児童相談所全国共通ダイヤル「１８９（いちはやく）」、メッセージ 

アプリを活用した「親子のための相談ＬＩＮＥ」の周知を図ることにより、早期発見、早期対応に 

努めます。 

児童虐待は、出産後の問題と捉えがちですが、妊娠期からの支援が重要であり、妊娠・出産・子 

育てと切れ目のない支援が必要とされていることから、市町村における母子保健部門と児童福祉部 

門の相談・支援機能を一元的に担うこども家庭センターにおいて、特に支援が必要な妊産婦に対し、 

訪問家事支援、こどもや親子の居場所支援を推進しています。このため、2029年度末までにこども 

家庭センターを全ての市町村に設置できるよう支援します。 

また、こども家庭センターを中心として、児童相談所をはじめ、医療機関、学校、保育所、警察 

等の関係機関と相互に連携して、要保護児童対策地域協議会などの地域のネットワークを活用して 

一体的、継続的に支援し、児童虐待の予防の取組を強化します。 

 

③予期せぬ妊娠に悩む女性等への支援強化 

家庭生活に困難を抱える特定妊婦や出産後の母子等に対する支援については、特定妊婦等生活支 

援事業のニーズ等の実態把握に努めるとともに、妊娠等相談窓口等の存在について、支援を必要と 

する予期せぬ妊娠に悩む若年女性等に届くよう周知に取り組みます。 

 

④一時保護施設の環境整備 

  県の一時保護所については、条例を制定し、一時保護施設に入所している児童が、明るくて、衛 

生的な環境において、適切な訓練を受けた職員の支援により、心身ともに健やかにして、安全な生 

活を送ることができるよう、一時保護所の環境整備を図ります。 

 

⑤こどもの権利擁護の推進 

児童相談所が、一時保護や施設入所等の措置を行う際に、こどもの意見・意向を勘案するために 

行う意見聴取等措置の仕組みや、表明されたこどもの意見等について、必要に応じて専門家等から 

なる第三者機関が調査審議等を行うことができる環境を整備します。 

このほか、児童相談所や施設等関係者から独立した意見表明等支援員を一時保護所や施設、里親 

の下で養育されているこどもの下に派遣し、意見表明を支援し、こどもの権利擁護の一層の推進に 

取り組みます。 

 

（２）社会的養護を必要とするこども・若者に対する支援 

①児童相談所におけるケースマネジメント体制の構築 

こどもの家庭での養育が困難又は適当でない場合、パーマネンシー保障を目指し、養育環境の改 

善、親子関係再構築や家庭復帰の支援、親族等による養育（親族等による里親養育・普通養子縁組 

を含む。）への移行支援、特別養子縁組の判断・支援を優先的に検討するとともに、長期措置を防ぐ 
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ためのケースマネジメントを行うために、児童相談所における体制整備を検討します。 

 

②里親等委託の推進 

家庭的養育優先原則に基づき、こどもが「家庭における養育環境と同様の養育環境」において継 

続的に養育されるよう、児童相談所をはじめ、民間フォスタリング機関※9や、里親支援機関、茨城 

県里親連合会などの関係機関の支援等を通じた社会的養護の受け皿としての里親やファミリーホ 

ームの確保・充実に努めます。 

また、現在の里親養育包括支援（フォスタリング）事業について、関係機関と効果的な事業実施 

の方法等を検証しながら、里親養育を継続的に支援する体制整備を図ります。 

 

③施設の小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換 

家庭養育優先原則を進める中においても、専門的ケアを要するなどの理由で施設での養育を必要 

とするこどもや、家庭や里親等での養育が適当でないこどもの場合は、「できる限り良好な家庭的 

環境」において養育されるよう、児童養護施設等の小規模化・地域分散化等の環境改善を促進しま 

す。 

また、乳児院や児童養護施設がこれまで培ってきたこどもの養育の専門性を生かし、地域社会に 

おける貴重な資源として、在宅支援や里親支援などの多機能化・機能転換を進め、より一層専門的 

な役割を担う取組を支援します。 

 

④自立支援の強化 

社会的養護経験者等の社会的自立に向け、相談体制及び相互の交流を行う場の充実を図るなどの 

支援に取り組みます。 

また、措置解除者等を対象とする児童自立生活援助事業については、一律の年齢要件が弾力化 

されたことから、児童等の置かれている状況や児童等の意向、関係機関との調整等も踏まえ、よ 

り児童等が安定して自立を目指すことができる環境の整備に取り組みます。 

 

（３）ヤングケアラーへの支援 

①学校等における早期発見と相談の促進 

学校等において、児童生徒の心情に十分配慮し、ヤングケアラーの定義及び支援内容の理解を促 

すとともに、ヤングケアラーである児童生徒の早期把握に努め、学習機会を確保しながら支援に向 

けた相談につなげます。 

 

②地域における相談支援体制の強化 

市町村、福祉、介護、医療、教育等の関係機関において、研修等により相談支援の充実を図ると 

ともに、関係機関相互の連携強化を図り、ヤングケアラーを必要な支援につなげます。 

 

 

                                                   
※9 都道府県知事から一連のフォスタリング業務（里親制度の普及啓発、里親のリクルート及びアセスメント、里親登

録前後及び委託後における里親に対する研修、子どもと里親家庭のマッチング、こどもの里親委託中における里親養育

支援、里親委託措置解除後における支援に至るまでの一連の里親支援業務）の包括的な委託を受けた民間機関。 
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Ⅴ こども・若者を犯罪などから守る取組 

１ 現状と課題 

 ○ スマートフォン、携帯ゲーム機等のインターネット接続機器が急速にこども・若者に普及・浸透

し、無線ＬＡＮ等の接続環境も急速に拡大するなど、こども・若者を取り巻くインターネット利用

環境は大きく変化しており、インターネットの不適切な利用から、こども・若者が被害者、加害者

としてトラブルになる事案が発生しています。 

 

 ○ 青少年の健全な育成を阻害する行為を規制することや、インターネットの利用におけるフィルタ

リング利用の普及啓発等、法令や条例の適正な運用・普及啓発等に努めることが重要です。特に、

乳幼児のスマートフォンの使用率が高くなっていること、小学生のフィルタリング率に伸び悩みが

見られることから、保護者を対象とした理解促進に一層取り組む必要があります。 

 

 ○ こども・若者が、自らの発達の程度に応じて、心身の健康、性に関する正しい知識を得て、ＳＯ

Ｓを出したりセリフケアをしたり、自らに合ったサポートを受けたりできるようにする教育や普及

啓発が必要です。 

 

 ○ こどもの生命を守り、犯罪被害や事故、災害からの安全を確保することは、全てのこどもが健や

かに育つための大前提です。 

   特に、こどもに対する性犯罪・性暴力は、被害当事者の心身に長期にわたり有害な影響を及ぼす

極めて悪質な行為であり、その防止と被害当事者の支援が重要です。 

 

 ○ 非行傾向のあるこどもには、立ち直ることを志しても、悩みを相談する適切な相手がいない、安

心してすごせる居場所がないなど、その機会に恵まれず、孤立する中で非行を重ねてしまう場合が

あり、心的ケアやサポートによる問題行動防止など、再犯防止のための支援体制が必要とされてい

ます。 

 

２ 主な取組 

 （１）犯罪などからこども・若者を守る環境整備 

  ①安心・安全なインターネット利用環境整備 

  こども・若者に増えているＳＮＳ起因のトラブル・犯罪の未然防止として、こども・若者及び保

護者の情報モラルを向上させるため、インターネットの安全な使い方を学ぶ講座の開催や家庭での

ルールづくり、フィルタリングなどの有害情報対策を推進します。 

   併せて、こどもが主体的にインターネットを利用できる能力を習得できるよう、デジタル・シテ

ィズンシップ教育※10の推進に取り組みます。 

 

  ②健康教育の推進と性に関する指導の充実 

                                                   
※10 デジタル・シティズンシップとは、デジタル技術の利用を通じて、社会に積極的に関与し、参加する能力のこと。そ

の能力を身につけ、こどもが大人の介入なく自律的にデジタル技術を利用できるようになることを目的とした、スキル・

知識のみならず価値観・態度も含めた教育。 
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 がんや薬物、HIV 感染症・エイズを含む性感染症、デートＤＶ等に関する正しい知識の習得のた

め、児童生徒を対象とした講演会や各種防止教室の開催などに取り組みます。 

 また、こどもを性犯罪・性暴力の加害者・被害者・傍観者にさせないための生命の安全教育を推

進します。 

 

  ③性犯罪などの犯罪対策と被害者支援 

 ストーカー・ＤＶ事案、性犯罪等への的確な対処及び犯罪被害者やその家族等への適切な支援を 

行うため、相談や被害申告をしやすい環境の整備など、支援体制づくりを推進します。 

また、こども関連業務従事者の性犯罪歴等確認の仕組み（日本版ＤＢＳ）の適正な運用に取り組 

みます。 

 

  ④交通安全教育 

  交通の秩序を確立し、安全で円滑な交通環境を実現するため、安全教育や広報・啓発活動に取り 

組むとともに、悪質・危険な違反に重点を置いた交通指導取締りを推進します。 

 

  ⑤安全な交通環境の整備 

 自動車や自転車及び歩行者の安全な交通を確保するため、関係機関の連携による安全点検、信号 

機等の整備、計画的な道路の舗装修繕・定期的な除草に取り組みます。 

 

  ⑥防犯・防災対策 

 犯罪の起きにくい社会をつくるため、県民の防犯意識の高揚と地域の防犯活動の活性化を推進す

るとともに、併せて、災害からの安全を確保するため、防災意識の向上に取り組みます。 

 

⑦製品事故防止 

 特定製品（乳幼児用ベッドや吸水性合成樹脂製玩具など）による事故を未然に防止するため、市

町村と連携しながら、消費生活用製品安全法に基づく販売店等への立入検査の実施を促進します。 

 

 （２）非行防止と自立支援 

   青少年の健全育成のため、地域の教育力向上等の取組と併せて、学校警察連絡協議会、警察と学 

校との連絡制度をはじめとした関係機関や団体との連携を図り、警察官等を講師とした非行防止教 

育等の推進、問題を抱える少年やその保護者に対する立ち直り支援に取り組みます。 
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施策３ ライフステージ別の取組（こどもの誕生前から幼児期まで） 

Ⅰ 妊娠前から幼児期までの切れ目ない保健・医療の確保 

１ 現状と課題 

○ 成育基本法や、母子保健の国民運動である「健やか親子 21」等を基盤とし、地域における妊娠期 

から子育て期にわたる切れ目のない支援等を推進することが求められています。 

 

○ 核家族化が進み、地域のつながりも希薄となる中で、孤立感や不安感を抱く妊婦・子育て家庭も 

少なくない現状があることから、子育て世代の孤立防止のため、母子保健と児童福祉の連携を図る 

必要があります。 

 

○ 結婚・出産年齢の上昇に伴い、不妊治療のニーズが増大していることから、医学的診療体制や安 

心して相談できる体制の充実を図るとともに、流産・死産を経験した方に対する支援や、出生前遺 

伝学的検査（ＮＩＰＴ）について、適切な情報発信が必要です。 

 

２ 主な取組 

（１）妊娠・出産・子育て期にわたる切れ目のない支援の実施 

  ①市町村及び関係機関との連携 

   保健所等を通じて、市町村の母子保健事業に関する広域的な支援や技術的事項の指導・助言等を 
行うとともに、成育過程にある者に適切な成育医療が提供されるよう、関係機関との連携を進めま 
す。 
また健康診査における保健指導等について、市町村からの求めに応じ指導・助言等を行うととも 

に、妊婦等に対する早期の妊娠届出の勧奨や妊婦健康診査の受診、禁煙指導やメンタルヘルスの保 
持増進、乳幼児健診等のオンライン化・デジタル化など、妊産婦の健康づくりに向けた市町村の取 
組を支援します。 
さらに、妊娠期から、身近な場所で相談に応じ、必要な支援につなぐ妊婦等包括相談支援事業と 

妊婦のための支援給付を効果的に組み合わせ、妊産婦や子育て家庭に対し総合的な支援を行う市町 

村の取組を支援します。 

 

 ②妊娠、出産等の相談窓口の充実 

   妊娠や出産にかかる様々な不安を解消し、安心してこどもを産み育てることができるよう、妊娠、 

出産、子育て等の相談に応じる専門相談を行います。 

また、働く妊婦等に対して就業を継続しつつ健康を管理するための「母性健康管理指導事項連絡 

カード」の普及啓発を図ります。 

さらに、多胎妊産婦等、育児等の負担が大きく孤立しやすい妊産婦を支援するため、産前や産後 

における日常の育児に関する相談等に応じるなど支援体制を構築します。 

 

  ③産後の支援 

男女を問わず、産後うつの予防や新生児への虐待予防を図る観点から、広域的な連携支援の下、 

市町村における産後ケア事業等の推進を図ります。 

また、「助産師なんでも出張相談事業」において、出産後間もない時期の産婦に対して訪問による 
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相談支援を行います。 

その際、様々な悩みや不安に適切に応じられるよう、研修会等を通じて、産婦を支援する保健 

師・助産師等の資質向上に努めます。 

  

  ④不妊症や不育症に関する支援 

不妊に悩む夫婦に対し、不妊に関する医学的・専門的な相談や不妊による心の悩み等について医 

師・助産師等の専門家が相談に対応します。また、不妊治療や、出生前遺伝学的検査（ＮＩＰＴ） 
等の正しい知識の普及啓発を図ります。 
さらに、仕事と不妊治療の両立について職場での理解を深め、従業員が働きやすい環境を整える 

企業の取組を促進します。 

   

  ⑤流産・死産を経験された方への支援 

流産・死産を経験した方に対する相談体制の充実を図り、相談者の気持ちに寄り添った支援を行 
います。 

 

（２）小児・周産期医療体制の充実 

  ①周産期医療体制の充実 

   地域において妊娠、出産から新生児に至る高度専門的な医療を効果的に提供する、総合的な周産 

期医療提供体制を整備することにより、安心してこどもを生み育てることのできる環境づくりを推  

進します。 

また、災害や新興感染症のまん延時に備え、周産期医療を継続的に提供できる体制の整備を図り 

ます。 

 

  ②小児医療体制の充実 

   小児科の医療資源の集約化・重点化を推進し、全県を 24時間 365 日体制でカバーする安心で効 

率的な小児救急医療提供体制の整備を進めるとともに、救急電話相談の充実や啓発パンフレットの 

活用等により保護者の不安解消を図ります。 

また、災害や新興感染症のまん延時に備え、小児医療を継続的に提供できる体制の整備を図りま 

す。 

 

（３）疾病・障害の早期発見・早期支援、支援を要する妊産婦への対応 

  ①疾病の早期発見・早期支援 

   乳幼児の発育・発達や健康の維持・増進、疾病の予防及び悩みを抱える保護者等を早期に発見 

し、相談支援につなげ、児童虐待の予防や早期発見にも資するよう、乳幼児健診や新生児マス・ス 

クリーニング等を推進し、疾病の早期発見・早期治療に努めます。 

また、産科医療機関における新生児聴覚スクリーニングの一層の普及促進を図り聴覚の精密検 
査・療育指導の充実を図るとともに、弱視早期発見のため市町村の３歳児健康診査における目の屈 
折検査の支援を行います。  
さらに、早期発見・早期治療の重要性が高い新生児マス・スクリーニング追加検査の費用につい 

ても、地方交付税措置されるよう国に働きかけます。 
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②こどもの発達障害早期発見・早期支援 

母子保健センター事業において、専門職による発達相談、市町村に対する巡回相談、発達障害児 
指導者研修会、５歳児健診・相談事業に係る情報交換会を行い、こどもの発達障害の早期発見・早 
期支援につなげます。 
また、幼児教育施設、学校及び市町村保健センター等における早期の気づき（一次スクリーニン 

グ）、児童相談所、発達障害者支援センター等における二次スクリーニングの充実を図るとともに、 

必要に応じた医療支援及び療育支援体制の充実を図ります。 

さらに、発達障害の疑いがあるこどもについては、こどもの発育発達や健康に関して、保護者や 

幼児教育施設の保育者等の相談及び支援に努めるなど、社会全体でこどもの健やかな成長を見守り、 

子育て世代の親を孤立させないよう支えていく地域づくりを目指します。 

 

  ③支援を要する妊産婦への対応 

   すべての妊婦を対象とする健康管理手帳を作成し、市町村を通じて配布することで、産後うつや 
乳幼児についての理解促進と正しい対応方法の周知を図ります。 
 また、支援を要する妊産婦への幅広い相談体制を構築するとともに、専門的な観点から助言等の

支援ができるよう、専門職への研修を充実させます。 
産後うつの予防や新生児への虐待を予防する観点から、妊産婦健康診査、乳児健康診査及び産後 

ケア事業等を推進し、育児等の負担が大きく孤立しやすい多胎妊産婦など支援を要する妊産婦等の 
把握と産前や産後における日常の育児に関する介助等に取り組む市町村を支援します。 
また、産前産後から子育て期を通じた切れ目のない継続的、かつ、包括的な支援を提供できる体 

制を構築するため、児童福祉と母子保健の一体的な相談支援等を行うこども家庭センターの設置に 

向けた市町村の取組を促進します。 

このほか、児童虐待の予防や早期発見に資するよう、若年妊婦や特定妊婦の把握及び支援、妊産 

婦健康診査の未受診者への受診の勧奨等を推進する市町村を支援するとともに、予期せぬ妊娠等に 

悩む若年妊婦等が必要な支援を受けられるよう、乳児院や母子生活支援施設、ＮＰＯなどの民間団 

体とも連携しながら、取組を進めます。 

 

 

Ⅱ 幼児期までのこどもの成長の保障と遊びの充実 

１ 現状と課題 

○ 核家族化の進展や女性の就業率の上昇等により、保育ニーズは依然として高い水準にあるものの、 

この５年間で約 5,000 人分の施設整備を進めた結果、2024 年の待機児童数は４人となり過去最少 

となりました。 

一方、待機児童ゼロに向けては、地域の実情に応じて引き続き施設整備が必要な地域が見られる

ほか、近年の待機児童の多くを占める医療的ケア児等の特別な支援が必要な児童の受け入れを促進

していく必要があります。 
加えて、現在の保育所等では、就業形態の変化に伴い多様化している保育ニーズへの対応や、保

育所等に通っていない未就園児への支援、安心・安全な保育環境の整備など、様々な対応が求めら

れています。 
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出典：茨城県「常住人口調査」 

     こども家庭庁「保育所等利用待機児童数調査」 

 

○ 幼児期の教育・保育と小学校教育では、他の学校段階間の接続に比べて様々な違いを有しており、 
円滑な接続を図ることは容易ではありません。そのため、地域や家庭の環境にかかわらず、全ての 
こどもに質の高い学びが保障されるよう、学びの連続性を踏まえた幼児教育・保育と小学校教育の

円滑な接続が求められています。 
現在は、保幼小間での交流行事などの取組が進んできているものの、形式的な連携にとどまって 

いることが多く、架け橋期（５歳児から小学校１年生の２年間）のカリキュラムの充実・改善が必 
要となっています。 

 
○ 待機児童を解消しつつ、多様化する保育ニーズに対応し、質の高い教育・保育を提供し続けるた 
めには、幼児教育・保育人材の安定的な確保が必要です。 
しかしながら、本県の保育士等の有効求人倍率は、全国平均と比べて高い水準で推移しており、

さらには、保育士の配置基準の改正やこども誰でも通園制度の創設に伴って、人材確保は一層厳し

さを増すことが懸念されています。 
このため、幼児教育・保育人材を確保できるよう、参入促進、資質向上、処遇改善・勤務環境の 

改善を柱とした総合的な対策を実施していく必要があります。 

 

出典：厚生労働省「職種別主要指標（職業安定業務統計）」 
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２ 主な取組 

（１）保育所等の整備と地域型保育事業の促進 

既存施設を有効活用するほか、地域の実情に応じた保育所等の整備を進めるとともに、地域型保 

育事業である小規模保育事業や家庭的保育事業などを促進し、保育の受け皿拡大を図ります。 

 

（２）多様な幼児教育・保育ニーズへの対応 

延長保育、一時預かり、病児保育等の保育サービスの充実を図るとともに、医療的ケア児等の特

別な支援が必要な児童の受け入れ環境づくりに取り組むほか、保育所等に通っていない未就園児へ

の支援の強化を図ります。 

また、幼児期の学校教育と保育、子育て支援を一体的に提供できる認定こども園について更なる 

普及を促進します。 

 

（３）幼児教育・保育施設等における安心・安全な環境整備 

安全対策に資するＩＣＴ機器の導入支援、研修会の開催、施設への指導監査等を実施し、こども

をめぐる事故や不適切な対応事案等の未然防止に取り組むとともに、万一事故等が発生した場合の

対策の徹底を図り、安心してこどもを預けられる環境づくりを促進します。 

 

（４）幼児教育・保育と小学校教育の円滑な接続 

幼児教育・保育と小学校教育の接続の中心となる担当者の人材育成に向けた研修を実施するとと 

もに、市町村主催の研修会への講師派遣や、架け橋期のカリキュラム改善に向けた資料の提供によ 

り、市町村の取組を支援し、遊びを通じた質の高い幼児教育・保育と小学校教育の円滑な接続を促 

進します。 

 

（５）幼児教育・保育人材確保の促進 

  参入促進、資質向上、処遇改善・勤務環境の改善を柱とした総合的な対策を実施し、幼児教育・

保育人材確保を促進します。 

 

①参入促進 

保育士養成施設に在籍する学生への就職支援や潜在保育士への復職支援、若者に向けた保育の魅 

力発信など、幼稚園・保育所等における人材確保の取組を支援します。 

 
②資質向上 

初任者や経験年数等に応じた研修を体系的に実施するとともに、複雑化する保育ニーズ等への対 

応や保育の専門性を高めるための研修を実施し、幼児教育・保育人材の資質向上を図ります。 

 

③処遇改善・勤務環境の改善 

サポート業務を担う業務支援員の配置やＩＣＴ化を促進することにより、幼稚園教諭・保育士等 
の負担軽減を図ります。また、管理者向けの研修を実施し、働きやすい職場環境づくりを促すとと 
もに、幼稚園・保育所等における処遇改善等を実施して離職防止を図ります。  
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施策４ ライフステージ別の取組（学童期・思春期） 

Ⅰ 質の高い公教育 

１ 現状と課題 

 ○ 人口減少や超高齢化、デジタル技術の劇的な進歩など、世界は前例主義が通用しない、予測困難

な「非連続の時代」を迎えています。こうした時代の変化に的確に対応し、これからの茨城をさら

に切り拓いていくためには、これまでの常識にとらわれず、新たな発想で果敢に挑戦していく人財

が求められています。 

 

 ○ 変化の激しい時代を生きていくためには、将来の夢や目標をしっかりともちながら、確かな知識

及び技能を習得し、これらを適切に活用する思考力、判断力、表現力等を身に付けていくことが必

要です。 

 

 ○ 情報化社会が急速に進展する中、児童生徒の情報活用能力の育成や、教育の情報化に対応する 

  ため、必要な環境整備や教員の指導力向上などが求められています。 

 

○ こども一人ひとりの状況に応じた教育を一層推進するとともに、時代の変化に対応した教育体制 

を充実させることが求められています。 

 

 ○ 個別最適な学びを実現するため、教員の負担を軽減し、十分に児童生徒と向き合う時間を確保す

ることが求められています。 

 

 ○ 家庭、学校、地域が連携し、それぞれの役割と責任を果たしながら共に育てる仕組みが求められ

ています。地域住民や保護者の代表が、委員として学校運営に加わるコミュニティ・スクールの取

組もその一例です。 

 

 ○ 成年年齢が 18 歳に引き下げられたことに伴い、高校生でも自分の意思で契約を締結することや

クレジットカードを作ること等が可能となりました。自由な意思決定ができる一方、自分で責任を

負う必要性も生じるため、若者の消費トラブルが懸念されます。 

 

○ 学校や地域の状況、社会の変化等を踏まえて、その意義を適切に説明できないような校則につい 

 ては、本当に必要なものか、不要に行動が制限されていないかを検証するなど、その内容や必要性 

について絶えず見直しを図る必要があります。 

 また、こどもが主体的に見直しに参画することは、身近な課題を自ら解決するといった教育的意 

義があります。 

 

○ 体罰はいかなる場合においても決して許されないことや、生徒指導提要に示されている不適切な 

 指導と考えられ得る例などを踏まえ、生徒指導に当たって留意すべき事項などを各種研修の場にお 

いて周知する必要があります。 
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○ 学習等に課題を抱える高校生の学力向上や進路支援、キャリア教育の充実、課題に応じて適切な 

 支援につなげる心理・福祉の専門家であるスクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー等 

の配置を促進し、学校におけるチームでの教育相談体制の充実を促進する必要があります。 

 

２ 主な取組 

 （１）こどもが安心して過ごし学ぶことができる質の高い公教育 

①主体的・対話的で深い学びの推進 

 こどもたちが生涯にわたって能動的に学び続けられるようにするため、「主体的・対話的で深い 

学び」の実現を目指し、ＩＣＴや外部人材を効果的に活用した授業改善等を推進します。 

 

  ②新たな価値を創造し社会の創り手となる人財の育成 

   新たな価値を創造し社会の創り手となる人財を育成するため、総合的な学習の時間及び総合的な

探究の時間や各教科における探究的な学習活動等の充実を図るとともに、ＳＴＥＡＭ教育※11をはじ

めとした教科等横断的な学習を推進します。 

 

  ③基礎学力の向上 

   基礎学力の定着・向上や生徒指導におけるきめ細かな対応のため、小中学校等における少人数教 

  育を推進します。 

 

  ④教員のＩＣＴ活用指導力向上の推進 

児童生徒のプログラミング的思考を育成するため、興味・関心を高める取組や実践的指導を推進 

するとともに、研修の充実により、教員のＩＣＴ活用指導力の向上を推進します。 

 

  ⑤教員の働き方改革 

   教員が心身ともに健康で、意欲と高い専門性を持って教育活動に取り組めるよう、教員の働き方

改革を推進するとともに、教員からの相談に対応する相談事業により心のケアに努めます。 

 

  ⑥インクルーシブ教育システム※12の推進 

   インクルーシブ教育システムの理念を踏まえ、通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特 

別支援学校といった、多様な教育的ニーズに対応できる学びの場を確保し、一人一人のこどもの障 

害の状態や発達段階に応じた指導や支援を一層推進します。 

 

  ⑦地域の実情を踏まえた教育環境の整備 

   市町村による地域の実情を踏まえた教育環境の整備を支援するため、小中学校等における統合の

                                                   
※11 Science，Technology，Engineering，Art，Mathematics 等の各教科での学習を実社会での問題発見・解決に活かし

ていくための教科横断的な教育。ＳＴＥＡＭのＡの範囲を芸術、文化のみならず、生活、経済、法律、政治、倫理等を

含めた広い範囲（Liberal Arts）で定義し、推進することが重要である。 
※12 インクルーシブ教育システム（inclusive education system）とは、人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精神

的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の

下、障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組みであり、障害のある者が「general education system」（署名時仮

訳：教育制度一般）から排除されないこと、自己の生活する地域において初等中等教育の機会が与えられること、個人

に必要な「合理的配慮」が提供される等が必要とされている。 
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実例等について情報提供するほか、コミュニティ・スクールの設置と地域学校協働活動との一体的

推進の支援に取り組みます。 

 

  ⑧こども・若者の薬物乱用防止 

   薬物乱用防止教室や学校が開催する研修会等へ講師を派遣し、児童生徒への啓発に努めるととも

に、市販薬の過剰摂取（オーバードーズ）対策として、若年者向けのチラシを作成し、相談窓口の

周知やオーバードーズの危険性の啓発に努めます。 

 

  ⑨消費者教育、金融経済教育の推進 

 消費者として適正な判断や対応を行うことができる「消費者力」を養い、自立した消費者として

適切に行動できるよう消費生活に関する学習の機会を提供し、消費者教育を推進します。 

また、茨城県金融広報委員会と連携し、金融に関する学習機会の提供に努めます。 

 

  ⑩福祉教育の充実 

  思いやりや助け合いの心を培うため、関係機関との連携を密にし、福祉教育の充実に努めるとと

もに、地域の高齢者や障害のある人との交流等を推進します。 

 

 （２）次世代を担う人財の育成 

  ①高度情報社会を担う人財の育成 

 高度情報社会を担う人財を育成するため、全国トップレベルのプログラミング能力を持つ中高生 

を育成し、多くの高校生がプログラミングに興味をもてる学習機会を提供します。 

 

  ②科学技術を担う人財の育成 

 科学技術を担う人財を育成するため、小中学校における探究的な活動を重視した理科教育や、高 

等学校における「スーパーサイエンスハイスクール」指定校の活動を推進します。 

 

  ③グローバル人財の育成【再掲】 

 グローバル人財に必要な思考力やリーダーシップなどを育成するため、学習意欲の高い中高生に

トップレベルの英語講座や世界で活躍する人財との交流プログラム等を提供します。 

 

  ④国際感覚の育成【再掲】 

 異文化を理解し、広い視野をもった人財を育成するため、学校の授業等に県内在住の外国人講師 

等を派遣し、諸外国の文化等を紹介してもらうなどの国際教育を推進します。 

 

⑤発達段階に応じたキャリア教育 

   科学技術イノベーション分野における次世代のグローバルリーダーの育成や女性の参画拡大の

ため、生徒等にデジタル技術をはじめとする理工系分野への進学を促す機会を提供します。 

   また、小学校・中学校・高等学校の教育活動全体を通じて、主体的、創造的に生きていくための

資質や能力を身に付けることができるよう、特別活動や各教科の授業などにおいて自分らしい生き

方の実現につながる内容を取り上げたり、職場体験活動や家計、労働関連法令についての学習など
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により職業観や社会の仕組みを学んだりするなど、発達の段階に応じたキャリア教育の充実を図り

ます。 

 

  ⑥帰国・外国人児童生徒への支援【再掲】 

   帰国・外国人児童生徒が学校生活等に適応できるよう、日本語指導など、学習内容の理解や各活

動が円滑に進められる支援体制や文化的配慮の充実に取り組みます。 

また、日本語の理解が困難な外国人保護者に対する支援や教職員の研修体制の充実に取り組みま

す。 

 

（３）学校生活 

①校則の見直し 

   校則は、各学校がそれぞれの教育目標を達成するために、学校や地域の状況に応じて、必要かつ 

  合理的な範囲内で定めるものです。校則の見直しを行う場合にはその過程でこどもや保護者等の関 

係者からの意見を聴取した上で定めていくことが望ましいことを、学校や教育委員会等に対して周 

知します。 

 

②体罰や不適切な指導の禁止 

   体罰はいかなる場合も許されるものではなく、学校教育法で禁止されています。また、生徒指導 

提要等においても、教職員による体罰や不適切な指導等については、部活動を含めた学校教育全体 

で、いかなるこどもに対しても決して許されないと示されていることを踏まえ、学校等に対する周 

知・徹底を図ります。 

 

③高校中退の予防 

   学習に関する支援に加え、スクールソーシャルワーカーの派遣等、学校における相談・連携体制  

などを整備します。また、放課後等の学習支援を実施することで、学校における総合的な支援体制

を充実させます。 

   また、こどもたちの状況を把握して必要な支援につなげ、教育機会を確保するために、学習相談

及び進路相談等による支援の充実を図ります。 

 

 

Ⅱ 困難な問題を抱えるこどもへの支援 

１ 現状と課題 

 ○ 不登校児童生徒や児童虐待、いじめや貧困など、困難を有するこども・若者が増加しています。

こどもたちは、こどもの権利条約により大人と同様、ひとりの人間としての人権（生きる権利、育

つ権利、守られる権利、参加する権利）が認められています。 

   こどもの権利を尊重し、こどもたちが助けを求められる機会や場所が提供されるよう喫緊の対応

が求められています。 

 

 ○ こども・若者の不登校、自殺などが増加傾向にあり、孤独・孤立の問題がより一層深刻な社会問

題となっています。 
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また、いじめの認知件数といじめ重大事態の件数も増加しており、いじめの未然防止、早期発見・

早期対処による重大化の防止が求められます。 

 

 ○ 困難を抱えるこどもや若者を支援するにあたっては、本人だけでなく、家族などの周囲の人に対

してアプローチし、支援する必要があり、家族等に対する支援を拡充する必要があります。 

 

２ 主な取組 

 （１）いじめ対策・不登校やひきこもりへの支援 

  ①いじめ対策 

  いじめの積極的な認知と早期の組織的対応、相談先の確保、関係機関等との連携の推進など、社

会総がかりでいじめ問題に取り組むとともに、未然防止、早期発見及び早期対応のため、スクール

カウンセラー等の相談体制の充実を図ります。 

  なお、いじめを認知した場合、速やかに被害児童生徒の安全を確保し学校生活を支援することは

もとより、加害児童生徒に対しいじめを繰り返さないよう指導するとともに、その保護者に対する

助言を継続的に行います。 

また、全てのこどもが自分の大切さとともに他の人の大切さを認めることができるような未然防

止教育を推進するため、教科指導と生徒指導を一体化させた授業づくりに取り組みます。 

 

  ②不登校、ひきこもり等のこども・若者への自立支援 

  児童生徒の不登校や、ひきこもり等に対する未然防止と適切な対応・支援を行うため、関係機関

等との連携強化や、当事者の家族を含めた総合的・継続的な相談体制の充実に取り組みます。 

  また、不登校のこどもが教育を受ける機会の確保に取り組みます。 

 

③こども・若者の相談体制の充実【再掲】 

 「子どもホットライン（24 時間子ども専用電話相談）」や「いじめ・体罰解消サポートセンター」

に加え、ＳＮＳで相談できる「いばらき子どもＳＮＳ相談」など、相談時間や内容に応じた様々な

相談体制が整備されるとともに、こども・若者に相談窓口が十分周知され、当事者の悩みや困りご

との解消と安心感につながるよう取り組みます。 

   併せて、悩みを抱えるこどもに対し、学習用１人１台端末を活用した校内オンライン相談窓口の

整備や、ＳＯＳの出し方に関する教育を推進するなど、相談しやすい環境づくりの取組を推進しま

す。（相談窓口は巻末掲載） 

 

（２）こども・若者の自殺対策 

ホームページや広報紙・リーフレット等の様々な手段により、自殺予防やその対策について普及 

啓発を図るとともに、各種問題に応じた相談窓口の周知に努めます。 

  また、生きることを包括的に支援する自殺対策を推進するため、「茨城県自殺対策計画」に基づ

き、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関係団体が連携を図り、悩みを抱えるこども・若者へ

の支援の充実に取り組みます。 
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施策５ ライフステージ別の取組（青年期） 

 

Ⅰ 地域力を高める人財育成や高等教育の就学支援 

１ 現状と課題 

 ○ 近年、若者人口が減少傾向にあり、地域における人間関係の希薄化や時間的、経済的余裕の不足

などから、若者の地域活動への関わりが以前より減少しています。 

 

 ○ 地域活動に参加するこども・若者の割合は、年齢が上がるに従い低下しており、その原因として、

自身が多忙であることや、活動についての情報不足があげられています。 

 

○ 文部科学省の 2021 年度の私立大学入学者に係る初年度学生納付金平均額（定員 1人当たり）で 

は、私立大学（学部）における授業料については、対前年度比 0.3％増の 930,943 円となっており、 

入学料は、対前年度比 0.4％減の 245,951 円となっています。また、初年度学生納付金（授業料、 

入学料、施設設備費の合計）については、対前年度比 0.1％増の 1,357,080 円となっており、実験 

実習料等を含めた初年度に納める総計は、対前年度比 0.2％増の 1,482,964 円となっています。 

 

   （全国）私立大学入学者に係る初年度学生納付金平均額（定員 1人当たり）   （単位：円） 

 授業料 入学料 施設設備費 合計 

私立大学 
930,943 

（0.3） 

245,951 

（△0.4） 

180,186 

（△0.7） 

1,357,080 

（0.1） 

私立短期大学 
723,368 

（1.2） 

237,615 

（△0.6） 

166,603 

（△2.1） 

1,127,586 

（0.3） 

私立高等専門学校 
627,065 

（0.0） 

246,753 

（0.0） 

105,195 

（0.0） 

979,013 

（0.0） 

  出典：文部科学省「私立大学等の令和 3年度入学者に係る学生納付金等調査」※（ ）は対前年度増減 

 

２ 主な取組 

 （１）若者の地域活動への支援 

  若者が地域課題の解決等に取り組むうえで必要な能力を習得する機会と場を提供するため、若者 

が主体的に取り組む地域活動やネットワークづくりを支援するほか、公民館など、それら活動場所

の提供にも取り組みます。 

また、地域社会に貢献できる若者を育成するため、ボランティアを養成するとともに、自主的・

自発的な学びを促進し、地域社会に還元する取組を推進します。 

 

 （２）高等教育への支援 

  就学支援を必要とする学生等が利用することができるよう、国が実施する就学支援の周知を行い、

教育機会の確保に努めます。 

   また、若者が、家庭の経済状況にかかわらず、大学等の高等教育機関に進学するチャンスを確保

できるよう、高等教育段階の修学支援を着実に実施します。 

   特に、国が実施する高等教育の修学支援新制度については、高校段階のみならず、将来その支援
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（全国）若年層の平均賃金 

対象になり得る中学生など義務教育段階からの周知が重要であり、将来の進路選択の幅を狭めるこ

とのないよう、周知を図ります。 

 

 

Ⅱ 就労支援、雇用と経済的基盤の安定のための取組 

１ 現状と課題 

○ 若い世代の非正規雇用割合は、1990 年から 2000 年にかけて上昇した後、近年は低下または横ば 

い傾向にあります。 

 また、若年層の月当たりの平均賃金を見ると、19 歳以下の場合、正社員・正職員以外の賃金は、 

正社員・正職員と比べて約 2.2 万円低くなっており、25 歳～29歳の場合、約 4.7 万円低くなって 

います。さらに、19歳以下の正社員・正職員以外を除き、正社員・正職員、正社員・正職員以外い 

ずれでも、男性に比べて女性の賃金が低い傾向にあります。 
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出典：こども家庭庁「令和６年版こども白書」 
 

○ 就職活動段階においては、マッチングの向上等を図ることで、早期離職を抑制しながら、キャ 

リアの早い段階から新規学卒就職者等が集中的に職業経験を積んで、その後のキャリア形成のた 

めの基盤となる職業能力を培うことができるよう支援を行うことが必要です。 

また、離職する若者が早期に再就職し、その持てる能力を発揮できるよう、キャリア自律に向 

けた支援も必要です。 

 

２ 主な取組 

 （１）就労支援 

   女性や若年者を含む求職者が、自身が望む職に就けるよう、いばらき就職支援センターにおいて、 

就職相談、職業適性診断、カウンセリング、職業紹介までの一貫した支援を行います。また、仕事 

のミスマッチ等による早期離職を防止するため、求職者に対しキャリアカウンセリング等の支援を 

行います。 

 

 （２）所得向上のための取組 

   企業の経営戦略や、個人のキャリアデザインのもと、成長産業・分野で求められるスキルを習得  

し、企業内の成長部門での活躍や、企業をまたいだ労働移動の実現を図ることで、生産性の向上や 

賃金の上昇に繋げられるよう、リスキリングの取組を推進します。 

 

 

Ⅲ 結婚を希望する方への支援 

１ 現状と課題 

 ○ 全国・本県ともに、平均初婚年齢や 50 歳時の未婚割合は、男女ともに上昇しており、婚姻件数も 

減少傾向となるなど、少子化の主な要因である未婚化・晩婚化が進行しています。 

 

 ○ 2024 年のネットリサーチ調査において、結婚の意思がある方に、「現在、独身でいる理由」を尋 

ねたところ、「経済的に余裕がないから」「結婚したい人に巡り合わないから」を多くの回答者が選 

択しています。 
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（茨城県）結婚の意思はあるが、独身でいる理由 

        （茨城県）平均初婚年齢・50 歳時の未婚割合・婚姻件数 

年 次 2005 2010 2015 2020 2023 
全国／2023 

※は 2020 

平均初婚年齢（歳） 
男 29.7 30.4 30.8 30.8 31.3 31.1 

女 27.6 28.5 29.1 29.2 29.6 29.7 

50 歳時の未婚割合

（％） 

男 16.17 20.55 25.03 28.85 - ※28.25 

女 4.74 7.28 11.09 14.65 - ※17.81 

婚姻件数（件） 15,534 15,044 13,499 10,622 9,338 474,741 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：茨城県「ネットリサーチ調査（2024 年）」 

 

２ 主な取組 

（１）若い世代のライフプランの形成促進 

 進学や就職など自分の将来について考える時期にある高校生等を対象に、若い世代が結婚、妊娠・ 

出産、子育て、仕事を含めた将来のライフデザインを希望どおり描けるよう、子育て支援団体等と 

連携を図りながら、「赤ちゃんふれあい体験」などライフプランの形成を促すプログラムの提供を 

推進します。 

また、思春期のこころとからだづくりを含めた、妊娠・出産に関する普及啓発を推進することに 

  より、妊娠のしくみや高齢出産のリスク等に関する正しい知識や主体的なライフプラン作成につい 

て普及啓発を推進します。 

 その際、産前・産後休業や育児休業、母性健康管理指導事項連絡カードなど、妊産婦や父親が利 

用できる制度の周知に努めます。 

 

（２）結婚を希望する男女に対する出会いの機会の提供 

いばらき出会いサポートセンターにおいて、ＡＩを活用したマッチングサービスの更なる利用拡 

大を図るとともに、市町村や結婚支援ボランティア等の活動を支援することで、結婚を希望する男 

女が出会うことのできる機会を提供します。 

また、結婚支援コンシェルジュ等の取組により、県内の結婚支援体制の連携を強化し、市町村や 

企業・関係団体における結婚支援の取組の活性化を図ります。 

 

（３）結婚や子育てに対する前向きな機運の醸成  

（％） 
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県が運営するポータルサイトで、結婚から妊娠・出産・子育てまでライフステージに応じた行政 

情報を総合的に発信するとともに、市町村・企業等との連携により協賛店で様々な特典サービスが 

受けられる「いばらき結婚応援パスポート（ｉＰＡＳＳ）」や「いばらきＫｉｄｓ Ｃｌｕｂカード」 

を発行し、結婚予定のカップルや新婚夫婦、子育て世帯を社会全体で応援する機運を醸成します。 

また、新婚世帯に対し、結婚に伴う新生活をスタートさせるための費用（住宅費用や引越費用等） 

を補助する市町村の取組を支援します。 

 

 

Ⅳ 悩みや不安を抱える若者やその家族に対する相談体制の充実 

１ 現状と課題 

 ○ こども・若者の抱える問題は、成績や進路、部活動等の学校に関する問題をはじめ、友人関係や

異性関係、家族問題等、一人ひとり異なります。 

 

 ○ こどもや若者が成長し、自立するまでを見通した支援を行うためには、教育、医療、福祉、就労

等の各分野の関係機関や団体のネットワークを強化し、支援体制を整えることが重要です。 

 

２ 主な取組 

 （１）相談支援体制の充実 

  相談内容に応じて様々な相談体制が整備されるとともに、こども・若者に相談窓口が十分周知さ

れ、当事者の悩みや困りごとの解消と安心感につながるよう取り組みます。 

また、ニートやひきこもりの状態にあったり、進路や人間関係等に悩みや不安を抱えていたりす

る若者やその家族に対する相談体制の充実を図ります。 

 

（２）こども・若者の自殺対策【再掲】 

ホームページや広報紙・リーフレット等の様々な手段により、自殺予防やその対策について普及 

啓発を図るとともに、各種問題に応じた相談窓口の周知に努めます。 

 生きることを包括的に支援する自殺対策を推進するため、「茨城県自殺対策計画」に基づき、保 

健、医療、福祉、教育、労働その他の関係団体が連携を図り、悩みを抱えるこども・若者への支援 

の充実に取り組みます。 
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（茨城県）子育てで負担と感じること 

施策６ 子育て当事者への支援に関する取組 

Ⅰ 経済的負担の軽減、地域子育て支援 

１ 現状と課題 

○ 未就学児、小学１年生・５年生、中学２年生、高校２年生の保護者に「子育てで負担と感じるこ 

と」を金銭面、育児面別に尋ねたところ、金銭面では「大学就学に必要な費用」や「塾などの習い 

事代」、「高等学校就学に必要な費用」などの教育費を負担と感じる人が多く、育児面では、「仕事と 

子育ての両立」、「家事負担」、「自分の時間がない」ことを負担と感じる人が多い結果となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※金銭面で負担があると回答した 83.1％の者に、負担と感じることを複数回答で聞いた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※育児面で負担があると回答した 76.1％の者に、負担と感じることを複数回答で聞いた 

出典：茨城県「こども計画策定のための基礎調査（2023 年度）」 

 

 ○ 子育てに対する経済的負担感や不安・孤立感の解消を図るとともに、障害など個別の配慮が必要 

なこどもの早期発見、早期支援に向けて、行政や地域社会全体で子育てを支援し、子育て環境の改 

善を図る対策が求められています。 

 

２ 主な取組 

 （１）子育て家庭への経済的負担の軽減 

  ①教育費・医療費の負担軽減 

児童手当や児童扶養手当の支給、幼児教育・保育の無償化、高校生等への就学支援、高等教育段

階における教育費負担軽減策の充実など、子育てに対する経済的負担の軽減を図ります。 

金銭面 

育児面 

こどもの数

こどもの数

（件） 
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また、全てのこどもが安心して医療を受けることができるよう、小児・妊産婦医療費助成の実施

や未熟児養育及び小児慢性特定疾病の医療費等の助成の推進を図ります。 

 

  ②多子世帯支援の充実 

   国の幼児教育・保育の無償化制度の対象とならない３歳未満児に対し、県独自の取組として第３ 

子以降の保育料を完全無償化するなど、子育ての経済的負担が大きい多子世帯の保育料軽減を図り 

ます。 

 

  ③いばらき子育て家庭優待制度の推進 

   妊娠中の方や子育て家庭を対象に協賛店舗等から料金割引等のサービスを受けられる「いばらき 

子育て家庭優待制度」（いばらきＫｉｄｓ Ｃｌｕｂカード）について、協賛店舗の拡大など制度の 

充実に努めることにより、子育て家庭の経済的負担の軽減を図るとともに、社会全体で子育てを応 

援する機運の醸成を図ります。 

 

  ④教育機会の確保 

   経済的理由によって就学困難な、小中学校等の児童生徒の保護者を対象に、市町村が実施する就 

学援助事業について、適切な運用やきめ細やかな広報等の取組を促すことで、負担軽減を図り、教 

育機会の確保に努めます。 

また、特別支援学校や小・中学校の特別支援学級で学ぶ児童生徒の保護者が負担する教育関係経 

費について、家庭の経済的負担軽減を図るとともに、障害のあるこどもの教育機会の確保に努めま 

す。 

   勉学意欲のあるこどもの高校進学が経済的な理由によって阻害されることがないよう、高校生を 

対象にした奨学金貸与事業を実施するとともに、大学等を卒業後、県内に就職・定住することを条 

件にした奨学金返還助成制度を実施し、進学が困難な者の就学支援に努めます。 

 

 （２）安心して子育てできる医療体制づくり 

  ①周産期医療体制の充実【再掲】 

   地域において妊娠、出産から新生児に至る高度専門的な医療を効果的に提供する、総合的な周産 

期医療提供体制を整備することにより、安心してこどもを生み育てることのできる環境づくりを推 

進します。 

 また、災害や新興感染症のまん延時に備え、周産期医療を継続的に提供できる体制の整備を図り 

ます。 

 

  ②小児医療体制の充実【再掲】 

   小児科の医療資源の集約化・重点化を推進し、全県を 24時間 365 日体制でカバーする安心で効 

率的な小児救急医療提供体制の整備を進めるとともに、救急電話相談の充実や啓発パンフレットの 

活用等により保護者の不安解消を図ります。 

また、災害や新興感染症のまん延時に備え、小児医療を継続的に提供できる体制の整備を図りま 

す。 
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 （３）地域子育て支援・家庭教育支援 

  ①安心して子育てができる環境づくり 

  住宅に困窮する子育て世帯等への公営住宅の提供など、安心して子育てができる住宅・住環境の 

整備を推進します。 

   また、子育てにやさしいバリアフリー・ユニバーサルデザインのまちづくりや安全・安心なまち 

づくりを推進するとともに、犯罪被害に遭わないための防犯教室、非行防止教室などの安全教育の 

充実を図ります。 

さらに、学校周辺や通学路等における犯罪や交通事故を防止するため、ＰＴＡや自治会、住民ボ 

ランティアによる取組と併せて、「こどもを守る 110 番の家」など住民、企業・団体等と連携した 

取組を推進し、地域におけるこどもの安全を確保します。 

 

  ②地域子育て支援の充実 

   子育て中の親が孤立することがないよう、親子の交流や子育て等の相談ができる地域子育て支援 

拠点の整備や「ファミリー･サポート･センター」、「病児・病後児保育」など安心して子育てできる 

環境づくりを進めます。 

また、地域の特性に応じた妊娠期から子育て期にわたる様々なニーズに対して総合的相談支援を 

提供するワンストップ拠点である子育て世代包括センター等の運営について、市町村の取組を促進 

します。 

   さらに、シニア世代の子育て参加を促進するため、いばらき版祖父母手帳「いばらき孫育て応援 

ナビ」を活用し、地域の子育て支援に関わるきっかけづくりを進めるとともに、子育て支援団体の 

交流の場づくりや取組事例の周知などにより、身近なところに支援の輪が広がるよう体制づくりに 

努めます。 

 

  ③家庭教育支援 

家庭教育の充実を図るため、ポータルサイト等を活用した情報発信に取り組むとともに、幼児教 

育施設や学校、地域等と連携し、子育てに不安や悩みを抱える家庭に対し、訪問型の支援等を含め 

た家庭教育支援の取組を推進します。 

 

 （４）放課後児童等の安心・安全な居場所づくり 

  ①待機児童の解消と放課後子供教室との連携促進 

   働きながら安心して子育てができるよう、こども家庭庁の放課後児童対策に基づき市町村と連携 

しながら放課後児童クラブの受入児童数の拡大を図り、待機児童の問題を解消します。 

また、全ての児童が多様な体験、活動を行うことができるよう、放課後児童クラブと放課後子供 

教室の一体的又は連携した事業の実施を促進します。 

 

②放課後児童クラブの質の向上 

   放課後児童支援員の認定研修や資質向上研修を実施するとともに、個々のクラブが抱える課題 

解決のために専門家を派遣するなど、職員の資質向上を図ります。 
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（全国）第１子出産前後の女性の就業率 

 

Ⅱ 共働き・共育ての推進 

１ 現状と課題 

○ 女性の出産前後の就業をめぐる状況を見ると、第１子を出産した既婚女性で就業を継続した女性 

の割合は増加傾向にあり、こどもの出生年が 2015 年から 2019 年の場合、53.8％となっています。 

なお、妊娠前から無職は 17.4％、出産退職は 23.6％となっています。 

  一方、男性の育児休業取得率は、近年顕著に増加しており、2023 年度は 30.1％となっています。 

 

○ 女性の就業が進む中で、家事・育児の負担が女性に偏っている現状や、男性の育児休業の取得等 

を進めている実態を踏まえ、性別による固定的役割分担意識の解消や、男性の家事・育児への参画 

促進が求められています。 

 

○ 誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、健康で豊かな生活ができるよう、仕事と生活の調和 

（ワーク・ライフ・バランス）のとれた社会の実現が求められています。 

 

○ 保育の受け皿拡大等を背景に、女性の就業率が出産・育児期に低下するＭ字カーブは解消されて 

きましたが、就業内容をみると、女性の正規雇用労働者比率が 20 代後半でピークを迎えた後、低下 

を続けるＬ字カーブという新たな課題が見えてきました。女性の働き方は依然として、フルタイム 

の正規雇用とパートタイムの非正規雇用に二極化しており、働き方の選択肢も不十分であるといえ 

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：こども家庭庁「令和６年版こども白書」 
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（全国）男性の育児休業取得率 

（全国）女性の年齢階級別正規雇用比率（2023 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「令和５年度雇用均等基本調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣府「男女共同参画白書 令和６年版」 

 

２ 主な取組 

 （１）ワーク・ライフ・バランスの実現 

  ①多様な働き方ができる労働環境づくり 

   企業における働き方改革を促進し、ワーク・ライフ・バランスの実現を目指すため、経済団体や 

労働団体と連携し、県内優良事例の普及啓発や経営者の意識改革などに取り組みます。 

   また、育児や介護など様々な制約を持つ人が社会で活躍できるよう、多様な働き方が可能となる 
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労働環境づくりを促進するとともに、男性の家事・育児への参画を促進します。 

 

  ②多様な働き方に対する意識の醸成 

   仕事と子育てを両立しながら継続したキャリアを形成できるよう、高校生に対するライフデザイ 

ンセミナーや、労働関連法令についての学習機会の提供などを通じて、教育段階からキャリア形成 

とワーク･ライフ･バランスについての意識啓発を行います。 

また、男女共同参画社会を実現するため、県民への意識啓発や企業等と連携した経営層の意識改

革など、性別による固定的役割分担意識の解消に取り組みます。 

さらに、経済団体や労働者団体などで構成する「いばらき女性活躍・働き方応援協議会」におい 

て、推進月間を設定する等、官民連携により、県民の働き方改革に対する意識醸成を図ります。 

 

 （２）安心して子育てできる就労環境の整備 

  ①男女ともに出産・育児に取り組みやすい雇用環境づくり 

   育児休業等が取得しやすくなるよう、事業主、管理職等を対象にした両立支援のセミナーや情報 

発信等により、男女ともに出産・育児に取り組みやすい雇用環境づくりの推進を図ります。 

 

  ②キャリア形成への支援 

   女性のキャリア形成を支援するため、女性ロールモデルなどの情報を収集・発信する取組を推進 

します。 

また、気軽に相談できる女性向け相談窓口を設置し、職場や家族、夫婦、地域等での悩みや心配   

事についての相談・助言を行います。 

 

  ③起業・就職・再就職支援  

   女性の起業・就職・再就職、学び直し等を支援するため、円滑に資金調達できる環境の整備や、 

職業訓練の場の充実などを図ります。 

 

 （３）県庁における働き方改革の推進 

  ①多様で柔軟な働き方の推進 

   多様で柔軟な働き方が選択できる環境を整備することにより、職員のワーク・ライフ・バランス 

を確保するとともに、健康管理を強化し、職員が前向きに、意欲を持って挑戦できる勤務環境づく 

りを推進します。 

 

  ②仕事の生産性の向上 

  従来の仕事のやり方にとらわれず、非効率な事務や事業効果が低くなった事業の見直しに不断に

取り組むなど、スクラップ・アンド・ビルドを徹底することで、人員や財源の「選択と集中」を図

ります。 
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【別掲１】 

茨城県子ども・子育て支援事業支援計画 

 
 
子ども・子育て支援法第 62 条第１項の規定に基づき、同法第 60 条第１項に規定する基本指針に即し

て、茨城県子ども・子育て支援事業支援計画（以下「県計画」という。）を次のとおり定めます。 
 
１ 区域の設定 

子ども・子育て支援に係る教育・保育の量の見込み並びに提供体制の確保の内容及びその実施時

期を定める単位となるものであり、教育・保育施設の認可・認定の際に行われる需給調整の判断基

準となることを踏まえ、子ども・子育て支援新制度の実施主体である各市町村を１区域とし、県内

を 44 区域とします。 
 
２ 市町村の区域を超えた広域的な見地から行う調整 

特定教育・保育施設の利用定員の設定時等において、市町村の区域を超えた調整が必要な場合に

は、関係市町村間で協議することを基本としますが、協議が整わない場合には、当該市町村からの

求めにより、県が協議に参加し、調整を行います。 
また、必要に応じて「待機児童対策協議会」を開催し、県と市町村間の情報共有や連携体制の構

築・強化に努めます。  
 

３ 各年度における教育・保育の量の見込み並びに実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内

容及びその実施時期 

県全域及び県が設定する区域について、認定区分ごとの教育・保育の量の見込みと確保方策を記

載します。 

※ 具体的な数値については、別表１（市町村と協議中）のとおりです。 
 

（１）各年度における教育・保育の量の見込み 

各年度における区域ごとの教育・保育の量の見込みは、市町村子ども・子育て支援事業計画に

おける数値を１の区域ごとに集計して定めます。 
 

（２）実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

教育・保育の提供体制の確保についても、量の見込みと同様に、市町村子ども・子育て支援事

業計画における数値を１の区域ごとに集計したものを基本として、さらに、２の広域調整を考慮

して定めます。 
数値の設定に際しては、待機児童の解消と解消状態の維持を目標に市町村と協議して定めま

す。また、保護者の就労状況をはじめとした、多様なニーズに対応した教育・保育の提供がなさ

れるよう、市町村に助言してまいります。 
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【認定区分について】 

 子ども・子育て支援新制度では、３つの区分の設定に応じて、施設など（幼稚園、保育所、認定こ

ども園、地域型保育事業）の利用先が決まります。 

 

  ・１号認定：教育標準時間認定 

   満３歳以上の小学校就学前の子どもで、２号認定以外の場合 

    利用先 幼稚園、認定こども園 

 

  ・２号認定：満３歳以上・保育認定 

     満３歳以上の小学校就学前の子どもで、家庭において必要な保育を受けることが困難な場合 

    利用先 保育所、認定こども園 

 

  ・３号認定：満３歳未満・保育認定 

   満３歳未満の小学校就学前の子どもで、家庭において必要な保育を受けることが困難な場合 

利用先 保育所、認定こども園、地域型保育事業 

 
 
【教育・保育施設及び地域型保育事業について】 

施設・事業 対象年齢 概要 

教

育 

・ 

保

育

施

設 

幼稚園 ３～５歳 
小学校以降の教育の基礎をつくるための幼児期の教育を行う学

校 

保育所 ０～５歳 
就労などのため家庭で保育のできない保護者に代わって保育す

る施設 

認定こども園 ０～５歳 
幼稚園と保育所の機能や特徴をあわせ持ち、地域の子育て支援

も行う施設 

 

地

域

型

保

育 

事

業 

 

小規模保育事業 

０～２歳 

利用定員が 6 人以上 19 人以下で保育を行う事業 

・A 型：保育所分園に近い類型 
・B 型：中間型 
・C 型：家庭的保育に近い類型 

家庭的保育事業 
利用定員が 5 人以下で、家庭的保育者の居宅またはその他の場

所で、家庭的保育者による保育を行う事業 

事業所内保育事業 
事業所内の施設において、事業所の従業員の子どものほか、地

域の保育を必要とする子どもの保育を行う事業 

居宅訪問型保育事業 
保育を必要とする乳幼児の居宅において、家庭的保育者による

保育を行う事業 
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４ 県の認可・認定に関する需給調整の考え方 

   認定こども園及び保育所の認可・認定並びに幼稚園及び保育所の認定こども園への移行に関する

考え方は次のとおりです。 

 

（１）認定こども園及び保育所についての考え方 

県は、認可・認定の申請をした事業者が適格性及び認可・認定基準を満たす場合は、原則とし

て認可・認定します。 

ただし、県が設定する区域における施設及び事業等の利用定員の総数が、県計画で定める量の

見込みに既に達しているか、または認可・認定することによってこれを超えることになると認め

る場合は、市町村と協議の上、需給調整を行うことができることとします。 

 

（２）幼稚園及び保育所の認定こども園への移行についての考え方 

認定こども園への移行にあたっては、県が設定する区域における施設及び事業等の利用定員

の総数が、県計画で定める量の見込みに既に達しているか、または認可・認定することによって

これを超えることになると認める場合であっても、認可・認定基準を満たす限り、市町村の意見

等を踏まえた上で、原則として認可・認定を行います。 

 
５ 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体制の

確保の内容 

   教育・保育を一体的に提供できる認定こども園の設置について、次のとおり推進します。 

 

（１）区域ごとの認定こども園の目標設置数及び設置時期 

県内における目標設置数については、市町村の計画に基づき、設定します。 

※ 具体的な数値については、市町村と協議中。 

 
（２）幼稚園及び保育所から認定こども園への移行に必要な支援その他認定こども園の普及に係る基

本的考え方 

 
○  幼稚園及び保育所から認定こども園への移行に必要な支援 

現に存する幼稚園及び保育所から認定こども園への移行を支援するため、認定こども園の

特性等を含めた制度の理解を深めるための機会を積極的に設けるとともに、幼稚園教諭、保

育士の合同研修等の開催及び幼稚園教諭、保育士の免許併有に向けた支援等を行ってまいり

ます。 

 

○  認定こども園普及に係る基本的な考え方 

幼児期の教育・保育は生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであることから、保護

者の就労状況及びその変化等によらず柔軟に子どもを受け入れることで一貫した幼児期の学

校教育と保育及び子育て支援を一体的に提供できる認定こども園について更なる普及を促進

していきます。 
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なお、その中でも学校及び児童福祉施設としての法的な性格を併せ持つ幼保連携型認定こ

ども園については、幼稚園型認定こども園等他の類型からの移行促進についても支援してい

きます。 

 

（３）教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の役割、提供の必要性等に係る基本的考え方及び

その推進方策 

   乳幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎が培われる重要な時期であるとともに、個人差も

大きいことを踏まえ、発達段階に応じた質の高い教育・保育を、すべての未就学児童に対して

提供できる体制を確保します。 
   県では、保護者や子どもの状況に応じて、必要な幼児教育・保育施設や地域型保育事業、地

域子ども・子育て支援事業を利用することができるよう、市町村と連携して計画的な体制整備

を推進します。 
 
（４）教育・保育施設及び地域型保育事業を行う者の相互の連携並びに認定こども園、幼稚園及び保

育所と小学校等との連携の推進方策 

子ども・子育て支援として中核的な役割を担う教育・保育施設と小学校の連携を図る機会

を設けます。 

また、教育・保育施設が相互に連携を図る横の連携や、原則、満３歳未満の時期を過ごす

地域型保育事業を行う者との連携についても、市町村と連携を図り積極的に関与してまいり

ます。 

 

６ 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保を図るために必要な市町村との連携 

特定子ども・子育て支援施設等の運営状況や監査状況等について情報共有を図るとともに、立入

調査への同行など、市町村と連携して取り組みます。  

 

７ 乳児等のための支援給付に係る教育・保育等の一体的提供及び当該教育・保育等の推進に関する体

制の確保の内容 

   保護者の就労の有無にかかわらず、未就園児にも保育所等の利用を可能にすることにより、子ど

もに家族以外の人と関わる機会を提供し発達を促すとともに、保護者の育児負担の軽減や孤独感の

解消を図るため、市町村と連携して「こども誰でも通園制度」の計画的な体制整備を推進します。 

 

８ 特定教育・保育、特定地域型保育及び特定乳児等通園支援を行う者並びに地域子ども・子育て支援

事業に従事する者の確保及び資質の向上のために講ずる措置 

地域のニーズに応じた幼児教育・保育及び子育て支援を提供するため、施設整備等による量的な

拡大と併せて、幼稚園教諭、保育士、保育教諭等の幼児教育・保育に従事する人材について、関係

機関と連携して、計画的な人材確保を図るとともに、資質の向上に取り組みます。 
また、小規模保育、家庭的保育、一時預かり、地域子育て支援拠点等に必要となる「子育て支援

員」についても、計画的な人材確保に取り組みます。 
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（１）人材の必要見込み数 

  幼稚園教諭、保育士、保育教諭等の幼児教育・保育に従事する人材について、市町村からのデ

ータに基づいて、必要となる見込み人数を算出し、計画的な人材確保に取り組みます。 
  ※必要見込み数については、市町村と協議中。 

 
（２）幼児教育・保育人材の確保及び資質の向上 

   子どもの生涯にわたる人格形成の基礎を培い、心身ともに健やかな育成を支えるためには、

幼児教育・保育人材を確保し、資質を向上させることが重要です。 

    このため、保育士養成施設学生への就職支援や潜在保育士への復職支援を実施するほか、資

質を向上させるための各種研修の実施、処遇改善やＩＣＴ化等による勤務環境の改善など、総合

的な人材確保対策に取り組みます。 

  
（３）保育教諭についての特例制度の周知 

幼保連携型認定こども園への円滑な移行を図るため、国の特例制度を活用し、大学等と連携し

て、幼保連携型認定こども園に必要とされる幼稚園教諭と保育士資格を併有するための資格等

取得を支援します。  
 

※ 保育教諭についての特例制度 

保育教諭は、幼稚園教諭免許状と保育士資格の併有が必要となりますが、特例措置とし

て、幼稚園教諭免許状・保育士資格の取得要件を緩和する措置等が設けられています。 
 
９ 子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する施策の実施に関する事項並びにその

円滑な実施を図るために必要な市町村との連携 

   家庭で適切な養育を受けることのできない子どもや、ひとり親家庭の子ども、障害のある子ど

も等に対し支援を実施できるよう、専門的な支援体制等を整備します。 

 
（１）児童虐待防止対策の充実 

「茨城県子どもを虐待から守る基本計画」による 
（２）社会的養育の充実・強化 

「茨城県社会的養育推進計画」による 
（３）母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進 

「茨城県ひとり親家庭等自立促進計画」による 
（４）障害児施策の充実等 

「第３期新いばらき障害者プラン」による 
 

10 地域子ども・子育て支援事業について 

   市町村は、地域の実情に応じて、市町村の子ども・子育て支援事業計画に基づき、別紙のとおり

「地域子ども・子育て支援事業」を実施します。 
 
11 教育・保育情報及び特定教育・保育施設設置者等経営情報の公表 

   特定教育・保育施設の設置者、特定地域型保育事業者、特定乳児等通園支援事業者の透明性を高
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め、教育・保育の質の向上を促すとともに、保護者や保育士等の意思決定の支援を図るため、県は、

教育・保育等に関する情報の公表を求め、その内容について公表します。 

なお、公表する主な内容については、次のとおりです。 

 

 ※ 経営情報の公表は、特定教育・保育施設の設置者及び特定地域型保育事業者が対象となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分  類 主な事項 

教
育
・
保
育
情
報 

基本情報 

法人 ・名称、所在地等 

施設 

・施設の類型（幼稚園、保育所、認定こども園など） 

・名称、所在地等 

・施設整備の状況（居室面積、定員、園舎面積、園庭等の状況） 

・職員の状況（職員数等） 

・職員一人あたりの子ども数 

・利用定員、学級数、在籍子ども数 

・開所時間等  など 

運営情報 

・施設・事業の運営方針 

・教育・保育の内容・特徴 

・選考基準 

・給食の実施状況 

・相談・苦情等の対応のための取組状況 

・自己評価等の結果 

・事故発生時の対応  など 

経
営
情
報
※ 

施設・事業者単位 

・基準に基づく職員配置、実際の職員配置 

・モデル給与（モデル化した給与額、給与・賞与の支給基準など） 

・人件費比率（総収入に占める人件費の割合）  など 

グルーピングした 

集計・分析結果 

・配置基準に対する実際の配置人員の割合 

・職員１人当たりの平均給与／年 

・総収入に占める主要な支出区分の割合  など 
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別紙 

事 業 名 概           要 

利用者支援事業 

子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業、保

健・医療・福祉等の関係機関が提供する支援事業を円滑に利用できるよう、

身近な場所での相談や情報提供、助言等必要な支援を行う事業です。 

延長保育事業 
保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日・利用時間以外の日・時間

において、認定こども園、保育所等において保育を実施する事業です。 

実費徴収に係る 

補足給付を行う事業 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保

護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入

費用や行事への参加費用等を助成する事業です。 

多様な事業者の 

参入促進・能力活用事業 

新規参入施設等への巡回支援や、認定こども園での特別な支援が必要な子

どもの受け入れ支援に必要な費用の一部を補助するほか、多様な集団活動

を利用する際の利用料の一部を給付する事業です。 

放課後児童健全育成事業 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生を対象に、授業終了後等に

小学校の余裕教室や児童館等を利用して適切な遊びや生活の場を提供し、

その健全な育成を図る事業です。 

子育て短期支援事業 
保護者の疾病等の理由により家庭における養育が一時的に困難となった児

童について、児童養護施設等において必要な養育・保護を行う事業です。 

乳児家庭全戸訪問事業 
生後４か月までの乳児のいる全家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提

供や養育環境等の把握、育児に関する不安や悩みの相談を行う事業です。 

養育支援訪問事業 
養育支援が特に必要な家庭に対して、保健師・助産師・保育士等が居宅を訪

問し、養育に関する相談・指導・助言その他必要な支援を行う事業です。 

子どもを守る地域 

ネットワーク機能強化事業 

要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を

図るため、調整機関職員やネットワーク構成員の専門性強化及びネットワー

ク関係機関の連携強化を図る取組を実施する事業です。 

子育て世帯訪問支援事業 

訪問支援員が、家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊

産婦等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとと

もに、家事・子育て等の支援を実施する事業です。 

児童育成支援拠点事業 
養育環境等に課題を抱える児童等に対して、居場所となる場を開設し、学習

支援や食事の提供、関係機関へのつなぎ等を行う事業です。 

親子関係形成支援事業 

児童との関わり方や子育てに悩み・不安を抱える保護者に対して、講義、グ

ループワーク等を内容としたペアレント・トレーニングを実施するなど、健全な

親子関係の形成に向けた支援を行う事業です。 
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事 業 名 概           要 

地域子育て支援拠点事業 
公共施設や保育所、児童館等の地域の身近な場所で、乳幼児のいる子育て

中の親子の交流や育児相談、情報提供等を実施する事業です。 

一時預かり事業 

一時的に家庭での保育が困難となった場合や、保護者の心理的・身体的負

担を軽減するために支援が必要な場合に、保育所等で乳幼児を一時的に預

かる事業です。 

病児保育事業 
子どもが病気の際に自宅での保育が困難な場合に、病院・保育所等におい

て、病気の児童を一時的に保育する事業です。 

ファミリー・サポート 

・センター事業 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の

預かり等の援助を受けたい者と当該援助を行いたい者との相互援助活動に

関する連絡、調整を行う事業です。 

妊婦健康診査事業 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健

康状態の把握、②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の

適時に必要に応じた医学的検査を実施する事業です。 

産後ケア事業 
退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等きめ細かい支援を

実施する事業です。 

乳児等通園支援事業 ※ 

（こども誰でも通園制度） 

０歳６か月～満３歳未満の未就園児を対象に、保護者の就労の有無にかか

わらず、月一定時間までの利用可能枠の中で、時間単位で柔軟に幼稚園や

保育所等を利用できる事業です。 

※ 乳児等通園支援事業は、2025（令和 7）年度に限り地域子ども・子育て支援事業で実施し、2026（令和 8）

年度からは「乳児等のための支援給付」として実施されます。 

 



（別表１）

　用語解説等

（単位：人）

0歳 1歳 2歳 0歳 1歳 2歳

16,061 36,073 5,541 9,520 10,981 15,262 35,066 5,519 9,689 10,804

26,963 39,630 6,346 10,582 12,103 26,676 39,662 6,397 10,708 12,165

10,902 3,557 805 1,062 1,122 11,414 4,596 878 1,019 1,361

0歳 1歳 2歳 0歳 1歳 2歳

14,596 34,122 5,486 9,668 10,932 14,021 33,475 5,442 9,640 10,867

26,469 39,599 6,424 10,757 12,254 26,367 39,379 6,434 10,809 12,336

11,873 5,477 939 1,089 1,322 12,346 5,904 992 1,170 1,468

0歳 1歳 2歳

13,669 33,236 5,383 9,585 10,823

26,241 39,364 6,437 10,818 12,348

12,572 6,128 1,054 1,233 1,524

【参考】　定員数の見込み （単位：人）

①量の見込み (需要量)

②確保方策 (供給量)

過不足 (②-①)

1号 2号
3号

2025（R7）年度

認定区分

2026（R8）年度

1号 2号
3号

年度

2028（R10）年度

認定区分 1号 2号
3号

1号 2号
3号

①量の見込み (需要量)

②確保方策 (供給量)

過不足 (②-①)

（１）　県全域

　教育・保育の「量の見込み」及び「確保方策」（暫定値）

認定区分 1号 2号
3号

①量の見込み (需要量)

②確保方策 (供給量)

過不足 (②-①)

年度 2029（R11）年度

年度 2027（R9）年度

１号 （幼稚園等）

２・３号 （保育所等）

2025（R7） 2026（R8） 2028（R10） 2029（R11）

26,963 26,676 26,469 26,367 26,241

2027（R9）

68,96668,95869,03468,661 68,933

（市町村と協議中）

【認定区分について】（再掲）

子ども・子育て支援新制度では、３つの区分の設定に応じて、施設など（幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保

育事業）の利用先が決まります。

・ １号認定：教育標準時間認定

満３歳以上の小学校就学前の子どもで、２号認定以外の場合

幼稚園、認定こども園

・ ２号認定：満３歳以上・保育認定

満３歳以上の小学校就学前の子どもで、家庭において必要な保育を受けることが困難な場合

保育所、認定こども園

・ ３号認定：満３歳未満・保育認定

満３歳未満の小学校就学前の子どもで、家庭において必要な保育を受けることが困難な場合

保育所、認定こども園、地域型保育事業

【表の見方】

・ ①量の見込み (需要量)：保育所等の需要量を子どもの数で表示

・ ②確保方策 (供給量)  ：提供可能な供給量（保育所等の受け皿）を定員数で表示

利用先

利用先

利用先

68
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【別掲２】 

 

茨城県子どもを虐待から守る基本計画 

 

第１章 計画の概要                         

１ 計画策定の趣旨 

   次代の社会を担う子どもが健やかに成長することができる社会の実現に寄与するため、

子どもを虐待から守ること（以下「虐待防止」という。）に関する施策の総合的かつ計画的

な推進について定める計画を策定します。 

 

２ 計画の位置づけ                            

 この計画は、「茨城県子どもを虐待から守る条例」第10条第１項に基づく基本計画であり、

虐待防止に関する施策についての基本的方針及び虐待防止に関する目標のほか、虐待防止

に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項を定めます。 

 

３ 計画の期間 

 計画期間は、2025（令和７）年度から2029（令和11）年度までの５年間とします。 

 なお、計画の期間中においても、関係法令の改正等を踏まえて必要に応じた見直しを行

います。 

 

４ 他の計画との関係 

   この計画は、「茨城県こども計画」の一部に位置づけ、「茨城県総合計画」との整合を図

ります。 
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第２章 児童虐待の現状と課題 

〇 全国の児童相談所における児童虐待の相談対応件数は年々増加し、2022（令和４）年

度については214,843件と増加が続いています。 

〇 本県におきましても、2023（令和５）年度は4,134件となり、対前年比で約2.5％増倍と

過去最多となっています。 

〇 その増加要因としては、県警本部との全件情報提供（共有）や、ＤＶ事案における心理

的虐待の通告の増加等があると考えられます。 

〇 また、児童虐待事案は、年々、複雑化、困難化しており、子育てに困難を抱える世帯が

顕在化しています。 

 

 

○ 児童虐待事案への迅速かつ的確な対応を始め、家庭養育の推進、児童福祉司等の増員

や資質向上を含めた児童相談所の体制強化を図ることが重要です。 
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○ 市町村においても、児童虐待防止等のための調査、相談対応及び継続的支援を包括的

に行う「こども家庭センター」を設置し、職員の資質向上を含めた体制整備が必要です。 

 

第３章 児童虐待防止に向けた基本方針と取組             

１ 発生予防、早期発見及び早期対応                    

【現状と課題】 

児童相談所における児童虐待の相談対応件数は、2022（令和４）年度は4,033件、2023（令

和５）年度は4,134件となっており、対前年比で約2.5％増と過去最多となっています。 

その内訳は、３歳未満の児童が704件で17.0％、３歳から就学前児童が982件で23.8％と

なり、合わせて約４割を占めています。 

さらに、「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について【第20次報告】（こども家

庭庁）」においては、心中以外の虐待件数のうち、「０歳」の死亡数が全体の44.6％(25人)を

占め、その０歳のうち月齢０か月児が60％（15人）を占めています。 

これらの背景には、核家族化の進展等により地域のつながりが希薄化した社会において、

孤立した環境の中で予期せぬ妊娠に悩む若年女性や、子育てに負担を抱える家庭等が増え

ていることが推測されます。 

このため、妊娠期から子育て期までの支援を、市町村等の関係機関と連携して切れ目な

く提供することが必要です。 

 

【施策展開の方向性】 

○ 妊産婦の支援及び産後ケアの充実 

  全ての妊婦を対象に健康管理手帳を配布し、産後うつや乳幼児についての理解と対

応の周知を図ります。 

また、産後うつの予防や新生児への虐待予防を図る観点から、妊産婦健康診査、乳児

健康診査、産後ケア事業等を推進し、育児等の負担が大きく孤立しやすい多胎妊産婦

など支援を要する妊産婦等の把握と産前や産後における日常の育児に関する介助等に

取り組む市町村を支援します。 

さらに、予期せぬ妊娠を含む妊娠・子育てに関する相談窓口を設置するとともに、産

後間もない産婦に対して訪問による相談事業を実施します。 

○ 市町村の包括的な相談支援体制の強化及び家庭支援事業の整備への支援 

   市町村における母子保健部門と、児童福祉部門を一体化し、全ての妊産婦、子育て

世帯、子どもへ包括的に相談支援を行うこども家庭センターを、2029（令和11）年度末

までに全ての全市町村に設置できるよう支援するとともに、児童相談所との円滑な連
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携・協働の体制を推進します。 

   また、こども家庭センターを中心とした、虐待等に至る前の予防的支援や、親子関

係再構築に向けた支援メニューの充実を図る市町村の取組を支援します。 

○ 児童虐待の早期発見・早期対応 

児童相談所が閉庁している夜間、休日等を含めて、「いばらき虐待ホットライン」に

より虐待相談等に24時間対応し、緊急の対応が必要な事案に対しても迅速な対応を図

ります。同時に、児童相談所全国共通ダイヤル「１８９（イチハヤク）」の県民へ周知

を図ることにより、早期発見、早期対応を推進します。  

また、テキストメッセージだけで相談できる「親子のための相談ＬＩＮＥ」を設ける

など、相談しやすい体制を推進します。 

  ○ 児童虐待防止に向けた広報啓発 

毎年11月にこども家庭庁が実施する「オレンジリボン・児童虐待防止キャンペーン」

に併せて、「オレンジリボンたすきリレー」、の実施を支援するとともに、県庁舎等をオ

レンジ色にライトアップするなど、児童虐待防止と社会的養護への理解や普及啓発を

図り、県民の意識醸成を図ります。 

  ◯ 児童相談所と警察との連携の充実 

    児童相談所が受け付けた全ての虐待事案に係る情報提供及び共有を継続するととも

に、子どもの安全の確認及び確保を徹底し、より円滑かつ効果的な取組ができるよう

連携を進めます。 

  ◯ 学校、保育所、認定こども園及び医療機関との連携の充実 

    学校、保育所、認定こども園及び医療機関については、児童虐待の早期発見が可能

であることから、通告を含む早期対応がなされるよう連携の充実を図ります。 

 

【施策（取組）】    

事業・施策 内 容 

妊娠等相談支援事業 ・「すこやか妊娠ほっとライン」における電話・メール

による相談対応 

要支援妊産婦支援体制整備 

事業 

・こども家庭センターにおける要支援妊産婦の早期把

握・早期支援の実施 

・乳幼児健康診査を受けていない家庭等への支援 

・育児不安等を抱える保護者への支援 等 

児童相談所全国共通ダイヤル 

 

・最寄りの児童相談所につなげることにより、児童虐

待の相談等に24時間対応 
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いばらき児童虐待ホット 

ライン 

・夜間、休日等を含めた、児童虐待の相談等に24時間

対応 

親子のための相談ＬＩＮＥ ・テキストメッセージアプリによる児童虐待の相談等 

県民への広報・啓発 ・「オレンジリボンたすきリレー」の開催支援 

・県庁舎等のオレンジ色のライトアップ 

・児童相談所全国共通ダイヤル「１８９」の広報 

 

２ 子どもや保護者に対する援助・支援                      

【現状と課題】 

子どもに対しては、子どもが虐待から守られ、安心できる家庭的環境で生活できるよう、

年齢や心身の状況に応じて、必要な援助を行うことが重要です。 

また、虐待に至った親にも自らの被虐待経験や、貧困、疾病、障害等の様々な困難な背景

にある場合が多く、市町村や関係機関と連携し、孤立させることのないよう包括的な支援

を行うことが大切です。 

このため、市町村では、身近な相談機関として子どもや保護者に対する在宅支援を行う

ことや、また、児童相談所では、専門的な知識や技術を用いた援助や市町村に対する助言

や支援を行うことなど、それぞれの役割に応じた取組を進めることが求められます。 

近年、児童虐待事案は増加傾向が続くとともに複雑化、困難化しており、市町村や児童

相談所においては、職員の増員や専門的知識の習得など組織体制の一層の充実が求められ

ています。 

【施策展開の方向性】 

○ 市町村の包括的な相談支援体制の強化及び家庭支援事業の整備への支援（再掲） 

   市町村における母子保健部門と、児童福祉部門を一体化し、全ての妊産婦、子育て世

帯、子どもへ包括的に相談支援を行うこども家庭センターを、2029（令和11）年度末ま

でに全ての全市町村に設置できるよう支援するとともに、児童相談所との円滑な連携・

協働の体制を推進します。 

また、こども家庭センターを中心とした、虐待等に至る前の予防的支援や、親子関係再

構築に向けた支援メニューの充実を図る市町村の取組を支援します。 

○ 児童相談所の相談体制強化 

子どもや保護者への援助や支援を充実するため、児童福祉司や児童心理司等について

は、国の基準以上の配置に努めるとともに、指導的役割を担う児童福祉司（スーパーバイ

ザー）の育成・配置を進めます。また、専門性を高める研修を実施するほか、こども家庭

ソーシャルワーカー資格の取得促進を図るなど職員の資質の向上を図ります。 
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さらに、一時保護については、緊急の一時保護の受入先を確保するため、民間団体等に

よる一時保護専用施設の拡充を図ります。 

○ 児童家庭支援センターによる指導委託等の促進 

児童相談所からの指導委託の他に、市町村の要保護児童対策地域協議会においても、

児童家庭支援センターが主たる支援機関とされた場合の支援を行い、地域における相談・

支援体制の促進を図ります。 

 

【施策（取組）】 

事業・施策 内    容 

市町村における総合的な 

支援体制の充実 

・こども家庭センターの設置に対する支援 

児童相談所における専門性

の確保及び体制の充実 

・児童福祉司スーパーバイザーの配置 

・こども家庭ソーシャルワーカー養成研修への参画 

一時保護の体制充実 ・児童養護施設等における一時保護専用施設の指定 

児童家庭支援センターに 

よる支援等の充実 

・児童家庭支援センターの適切な整備 

 

３ 社会的養護の充実                            

【現状と課題】 

児童虐待等の様々な事情により、家庭での養育が困難となった子どもについては、心身

ともに健やかに成長できるよう、家庭養育優先原則とパーマネンシー保障の理念に基づく

ケースマネジメントを徹底する必要があります。 

具体的には、市町村によるこども家庭センター等による家庭維持のための予防的支援を

充実するとともに、代替養育を必要とする子どもに対しては、まずは里親等の中から、子

ども自身の意向や状況等を踏まえ最良の養育先とする観点から代替養育先を検討します。 

一方、児童福祉施設においては、里親等が代替養育先として適当でないケアニーズの高

い子どもに対応できるよう高機能化を図るとともに、家庭養育優先原則に基づき、できる

限り良好な家庭的環境である小規模かつ地域分散化を推進します。 

  さらに、令和４年改正児童福祉法において、子どもの権利擁護に関して、里親等委託、

施設入所、在宅指導の措置や一時保護の決定時等の意見聴取等措置の義務化、意見表明等

支援事業の創設が行われるとともに、子どもの権利擁護に係る環境整備が都道府県の業務

として位置づけられました。 
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【施策展開の方向性】 

○ 家庭養育優先原則とパーマネンシー保障の理念に基づくケースマネジメント体制の

充実 

子どもの家庭での養育が困難又は適当でない場合、児童相談所においては、市町村の

こども家庭センターとの連携の下、養育環境の改善、親子関係再構築や家庭復帰の支援、

親族等による養育への支援を優先的に検討します。 

○ 里親制度の推進 

里親のリクルート、研修・トレーニング、子どもと里親のマッチング、委託後のフォロ

ーアップ等の里親支援業務（フォスタリング業務）について、専門的知識や技術を有する

民間団体等に包括的に委託し、里親登録者数の増加や里親の資質向上を図り、要保護児

童の受け皿となる里親を確保します。 

○ 施設の小規模化・地域分散化及び高機能化の推進 

乳児院や児童養護施設については、家庭養育優先原則を踏まえ、「できる限り良好な家

庭的環境」となるよう、小規模化・地域分散化を推進します。 

さらに、専門的ケアを必要とする子どもの養育や、一時保護専用施設の運営、里親を含

む在宅家庭への支援など、高機能化及び多機能化等を進め、より一層専門的な役割を担

う取組を支援します。 

○ 子どもの意見聴取など権利擁護の推進 

児童相談所においては、子どもの意見聴取や説明を丁寧に実施するとともに、意見表

明等支援事業などを通じ、聴き取った子どもの意見・意向は、子どもの最善の利益を考慮

して支援の方法や内容等を検討します。 

 

【施策目標】 

事業・施策 2023（令和５）年度 2029（令和11）年度 

里親等委託率 21.6％ 70.0％ 

小規模かつ地域分散化した施設数 20施設 50施設 

茨城県こどもアドボケイトの認定

数 
－ 30人 
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４ 市町村及び関係機関との連携及び支援                  

【現状と課題】 

子どもや家庭をめぐる問題は複雑・多様化し、子どもや家庭に対するきめ細かな支援が

重要となっていることから、児童相談所や市町村はもとより、学校や警察等の関係機関と

十分に連携の上、対応することが求められています。 

また、児童虐待防止には、子どもの所在を的確に把握し支援すること必要であり、市町

村及び関係機関との情報共有を図っています。 

さらに、本県では、2018（平成30）年１月から児童相談所が受け付けた全ての児童虐待事

案について、警察との情報提供と共有、活用が行われています。 

 

【施策展開の方向性】 

○ 児童相談所と警察との連携の充実（再掲） 

児童相談所が受け付けた全ての虐待事案に係る情報提供及び共有を継続するとともに、

より円滑かつ効果的な取組ができるよう連携を進めます。 

○ 市町村における要保護児童対策地域協議会の充実 

県内全ての市町村で設置されている要保護児童対策地域協議会において、関係機関が

円滑な連携・協力をできるよう、構成機関の職員を対象に、業務上必要な法律や制度の知

識習得のための研修を実施します。 

○ 地域ネットワーク会議の充実 

児童相談所ごとに設置する「地域ネットワーク会議」においては、各担当地域における

要保護児童等への適切な支援や国及び県の施策の動向等の情報共有を行い、関係者間の

連携強化を図ります。 

 

【施策（取組）】 

事業・施策 内 容 

児童相談所と警察との情報提供 

及び共有 

・重篤又は緊急事案の個別の情報提供の実施 

・全ての虐待事案の定期的な情報提供の実施 

市町村要保護児童対策地域協議

会への支援 

・代表者・実務者・個別ケース検討会議への出席 

・調整機関に係る職員への研修の実施 

地域ネットワーク会議の開催 ・児童相談所において、管内市町村対象の会議を

開催 
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５ 自立支援の充実                              

【現状と課題】 

児童養護施設等を退所し又は里親等の委託を解除された子ども達が、社会において自立

して生活ができる能力を形成していくことは、社会的養育の重要な目的の一つです。 

しかしながら、子どもが施設等から自立する際、保護者等から精神的、経済的な支援を

受けられない場合が多いことから、社会で生活するための知識や技術を十分に身に着けら

れず、また、対人関係の形成に困難を抱えてしまう傾向があることが課題になっています。 

このため、施設等を退所した子どもに対し、引き続き、住居の確保や進学、就職を支援し

ていくことが求められています。 

 

【施策展開の方向性】 

○ 児童養護施設退所者等の相談支援 

児童養護施設等を退所する子どもの社会的自立に向け、入所中及び退所後の相談体制

の充実を図る取組などを支援します。 

○ 共同生活等による生活援助の充実 

児童養護施設等の退所後においても支援が必要な子ども等に対しては、共同生活等を

通じて、相談その他の日常生活上の援助及び生活指導や就業の支援を行います。 

 

 【施策（取組）】 

 

 

事業・施策 内   容 

社会的養護自立支援拠点事業 ・児童養護施設退所者等の社会的自立に向け、就

労・進学相談体制の充実（社会福祉法人等に委

託） 

児童養護施設退所者等に対する

自立支援資金貸付事業 

・児童養護施設退所者等に対し、生活費や家賃資

格取得等の費用の貸付を実施（県社会福祉協議

会に委託） 

児童自立生活援助事業 ・自立援助ホーム等の住居において、相談その他

の日常生活上の援助及び生活指導並びに就業

の支援を実施 

児童養護施設退所者等社会復帰

支援事業 

・自立援助ホームに心理担当職員を配置し、心理

面からの自立支援を実施 



- 78 - 
 

６ 児童相談所の体制強化と人材育成                         

【現状と課題】 

国の「新たな児童虐待防止対策体制総合強化プラン」では、引き続き児童相談所におけ

る職員体制や、専門性強化等の対策を講じることとされており、また、本県でも、「茨城県

子どもを虐待から守る条例」において、児童福祉司等の専門職員の国基準を超える人数を

配置することや人材の専門性向上を図ることとされています。 

また、本県の児童相談所における相談対応件数は、2013（平成25）年度以降増加傾向にあ

り、2023（令和５）年度は全相談が7,775件となり対前年比で約0.6％の減少となったが、そ

のうち虐待相談が4,134件と全体の約53％を占めています。 

特に虐待相談については、複雑化、困難化した事案が増加し、一時保護や法的対応等が

必要となる事案も増えており、それらの事案に迅速かつ適切な対応を図るため、引き続き、

児童福祉司等の増員等を含めた児童相談所の体制強化が必要です。 

加えて、本県では2012（平成22）年度から福祉職等の専門職の採用を継続的に進めてい

ますが、経験年数の少ない職員が多くを占める状況となっていることから、職員資質向上

が課題となっています。 

 

【施策展開の方向性】 

 ○ 児童相談所の相談体制強化（再掲） 

子どもや保護者への援助や支援を充実するため、児童福祉司や児童心理司については、

国の基準以上の配置に努めるとともに、指導的役割を担う児童福祉司（スーパーバイザ

ー）の育成・配置を進めます。また、専門性を高める研修を実施するほか、こども家庭ソ

ーシャルワーカー資格の取得促進を図るなど職員の資質の向上を図ります。 

○ 児童相談所の機能強化 

里親委託の推進及び市町村の相談支援体制の強化等を目的とした児童福祉司の配置や、

法的助言等を行うための弁護士の活用など、専門職の配置の充実に努めます。 

○ 職員の資質向上 

児童相談所における法定研修や職層別研修等を含めた研修体系を策定し、職員の専門

性及び資質向上を図ります。 

また、市町村の児童福祉担当職員の資質向上を支援するため、担当職員向け研修を実

施します。 

○ 業務の平準化、負担軽減 

業務マニュアルを整備し、実務や研修における活用により、事務処理能力の向上と効

率化を図ります。 
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また、ＡＩを活用した相談支援記録・判断ツールの導入など、児童相談所業務のＤＸ

（デジタルトランスフォーメーション）を進め、業務効率化により児童相談所職員の負

担軽減を図り、より良い支援に向けた子どものためのケースワークに集中できる環境整

備に取り組みます。 

 

【施策（取組）】 

事業・施策 内 容 

研修の実施 

・職員の研修体系の構築 

・法定研修・職層別研修の実施 

・児童相談所人材育成指針の策定 

・市町村対象の研修の実施 

業務の適正化・効率化 
・児童相談所事務取扱要領の見直し 

・業務マニュアルの作成 

ＡＩ活用による業務負担軽減 ・判定ツール、相談記録支援システムの導入 

 

【施策目標】 

事業・施策 2023（令和５）年度 2029（令和11）年度 

児童福祉司スーパーバイザーの 

配置数 
22人 30人 

こども家庭ソーシャルワーカーの

養成に係る研修等の受講者数 
－ ５人 

 

７ 調査研究                               

【現状と課題】 

児童相談所においては、児童虐待を含めた児童相談等の状況について統計を作成し、児

童虐待の動向等について検討を行っています。 

しかしながら、近年の児童虐待事案の要因が複雑化、困難化していることなどを踏まえ、

児童虐待の発生要因、児童虐待が児童に及ぼす影響等を様々な側面から分析し、効果的な

施策につなげていくことが課題となっています。 

【施策展開の方向性】 

○ 児童相談所における児童相談等の統計データを分析し、虐待事案の発生の要因等を的

確に把握し、効果的な施策を進めます。 
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○ 調査研究の結果を各児童相談所等で共有し、児童虐待対策等に活用します。 

 

【施策（取組）】 

事業・施策 内 容 

児童虐待等に係る調査研究 

・児童虐待等相談データの集計、分析 

・死亡事例検証結果等を活用した研究 

・特定テーマに関する調査、分析 

 

第４章 計画の推進              

１ 計画の進行管理及び評価 

【現状と課題】 

次代の社会を担う子どもが健やかに成長することができる社会を実現していくためには、

本計画に基づく虐待防止に係る施策を総合的かつ計画的に推進することが必要です。 

本県では、計画の進行管理や評価を行うとともに、計画目標等の進捗状況について、毎

年度本県の公式ウェブサイトで公表します。  

 

【施策展開の方向性】 

県は、計画に定める虐待防止に関する施策の実施状況について進行管理を行うとともに、

茨城県要保護児童対策地域協議会等において実施状況を報告、評価を行います。 

さらに、その評価結果に基づいて、ＰＤＣＡサイクルによる施策への反映に努めます。  

 

２ 計画の実施状況の公表                       

本計画における施策について、取組状況等を公表することにより県民の児童虐待防止等

に対する注意喚起と意識醸成を図ります。 

 

【施策（取組）】 

事業・施策 内 容 

報告及び評価の実施 
・茨城県要保護児童対策地域協議会における報告 

・茨城県少子化対策審議会における報告、評価 

実施（取組）状況の公表 ・毎年度、茨城県公式ウェブサイトにおいて公表 
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 【別掲３】 

 

茨城県社会的養育推進計画 

 

第１章 計画の概要 

１ 計画策定の趣旨 

令和４年の児童福祉法等の一部を改正する法律（以下「令和４年改正児童福祉法」

という。）においては、こどもに対する家庭及び養育環境の支援を強化し、こどもの

権利の擁護が図られた児童福祉施策を推進するための所要の措置を講ずる内容の改

正が行われました。 

また、これに先立つ「令和３年度社会保障審議会児童部会社会的養育専門委員会」

報告書（令和４年２月）においては、都道府県社会的養育推進計画について、資源の

計画的な整備方針のための計画とすべきことや、整備された資源による効果や課題に

ついて、適切な指標を設けて都道府県に対して実態把握・分析を促していく必要性等

が指摘されたところです。 

こうした状況や、これまでの本県の社会的養育に係る取組の成果を踏まえ、本県で

は、2020（令和２）年３月に策定した既存の計画を全面的に見直し、新たに計画を策

定することとなりました。 

本県における実情を踏まえつつ、こどもの権利やこどもの最善の利益の実現に向け

て、社会的養育の現状と課題を整理し、本県における社会的養育の充実に必要な取組

を進めていきます。 

 

２ 計画の期間 

本計画の期間は、2025（令和７）年度から2029（令和11）年度までの５年とします。 

 

３ 計画の進行管理 

本計画を実効性のあるものにするため、それぞれの施策や取組について数値目標等

を設定し、ＰＤＣＡサイクルにより、定期的に点検・評価を行います。 

また、計画に基づく取組の実施状況や社会的養育を取り巻く環境の変化を踏まえ、

必要に応じて計画の見直しを行うこととします。 
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４ 他の計画との関係 

本計画は、「茨城県こども計画」に位置づけ、本文に概要を掲載するとともに、「茨

城県総合計画」との整合性を図ります。 
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第２章 社会的養護の現状と将来推計 

１ 社会的養護に係る本県の現状 

（１）児童人口の推移と将来推計 

   本県の児童人口（0～19歳）は、全国的な少子化の流れと同様、減少傾向にあります。

また、都道府県別将来推計人口を基に推計したところ、本県の児童人口は、今後さらに

減少していくことが見込まれます。 

 

【表１】茨城県の児童人口（0～19歳）の推移 

2015（平成27）年 2019（令和元）年 2023（令和５）年 

504,708 477,759 439,752 

  資料：茨城県「茨城県の年齢別人口（茨城県常住人口調査結果）」より作成 

 

【表２】茨城県の児童人口の将来推計 

項目 
2025年 

（令和７） 

2026年 

（令和８） 

2027年 

（令和９） 

2028年 

（令和10） 

2029年 

（令和11） 

3歳未満 46,487 46,128 45,769 45,410 45,052 

3歳以上就学前 73,683 72,139 70,596 69,053 67,510 

学齢期以降 299,330 292,431 285,532 278,633 271,734 

計 419,500 410,698 401,897 393,096 384,296 

（算出方法等） 

・ 国立社会保障・人口問題研究所「都道府県・市区町村別の男女･年齢（５歳）階級別将

来推計人口」から本県の各年齢の割合を算出し、年齢区分別の人口推計を算出します。（端

数については、四捨五入） 

・ 児童福祉法において、児童の対象は18歳未満ですが、継続して支援を必要とする場合は

20歳まで代替養育の措置の対象とすることができるため、20歳未満人口を参考値として

います。 

 

（２）社会的養護に関する児童福祉施設等の現状 

   本計画では、主に乳児院、児童養護施設、里親及びファミリーホームに関することを

取り上げています。 
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   2024（令和６）年４月１日現在、茨城県内には、乳児院が３か所、児童養護施設が19

か所（うち１か所は、東京都入所定員の児童養護施設）、里親登録が443組、ファミリー

ホームが９か所あります。 

 

（３）社会的養護の現状 

   2024（令和６）年３月31日現在、本県では、乳児院63人、児童養護施設497人、里親

118人、ファミリーホーム36人の計714人が施設入所又は里親等に委託されています。里

親118人とファミリーホーム36人を合わせると計154人となり、里親等委託率は21.6％

となっています。 

 

（４）茨城県社会的養育推進計画の達成状況 

   本県では、2020（令和２）年３月に「茨城県社会的養育推進計画」を策定し、前期計

画期間を2024（令和６）年まで、後期計画期間を2029（令和11）年までとして、里親等

委託の推進や一時保護専用施設の設置等の取組を進めてきました。 

 【茨城県社会的養育推進計画（2020～2029）の前期目標と達成状況】 

目標指標 
策定時 

2019（令和元）年度末 

現状値 
2023（令和5）年度末 

前期目標値 
2024（令和6）年度末 

里親等 

委託率 

３歳未満 

16.2％ 

11.9％ 70.0％ 

３歳以上就学前 31.1％ 54.0％ 

学齢期以上 20.4％ 26.5％ 

合計 21.6％ 35.4％ 

民間フォスタリング機関

の設置数 
0か所 2か所 5か所 

養育里親の登録数 117組 337組 405組 

児童家庭支援センターの

設置数 
2か所 4か所 3か所 

子ども家庭総合支援拠点 4市町村  35市町村 
44市町村 

（2022年度） 

小規模グループケア数 42か所 63か所 61か所 

地域小規模児童養護 

施設数 
10か所 16か所 21か所 

一時保護専用施設 0か所 
4か所 

（2024年10月） 
5か所 
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２ 代替養育を必要とするこども数の見込み 

本計画の取組を検討するに当たり、将来の推計人口をもとに代替養育を必要とするこ

どもの数を年齢区分別に算出しました。 

本県の代替養育を必要とするこども数は、児童人口の減少に伴って、今後減少していく

ことが見込まれます。 

 

【表３】現に入所措置又は里親等委託されているこども数の児童人口に占める割合 

（R6.3.31現在） 

３歳未満 ３歳以上就学前 学齢期以降 計 

0.1319％ 

（66/50,039） 

0.1723％ 

（133/77,187） 

0.1648％ 

（515/312,526） 

0.1624％ 

（714/439,752） 

※ 端数は四捨五入しています。 

 

【表４】代替養育を必要とするこども数 

 
2025年 

（令和７） 

2026年 

（令和８） 

2027年 

（令和９） 

2028年 

（令和10） 

2029年 

（令和11） 

３歳未満 61 61 60 60 59 

３歳以上就学前 127 124 122 119 116 

学齢期以降 493 482 471 459 448 

計 681 667 653 638 623 

（算出方法等） 

・ 【表２】茨城県の児童人口の将来推計に、上記【表３】の年齢区分別の割合を乗じて算

出します。（端数は四捨五入） 
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第３章 社会的養育推進に向けた基本的方針と施策 

１ 当事者であるこどもの権利擁護の取組 

  令和４年改正児童福祉法において、こどもの権利擁護に関して、里親等委託、施設入所、

在宅指導の措置や一時保護の決定時等の意見聴取等措置の義務化、意見表明等支援事業

の創設が行われるとともに、こどもの権利擁護に係る環境整備が都道府県の業務として

位置づけられました。 

  本県においても、児童相談所による意見聴取等措置を適切に実施するとともに、本県の

実情を踏まえた意見表明等支援事業を実施するなど、こどもの権利擁護の取組を推進し

ます。 

 【現状と課題】 

・ 施設に入所している、又は里親に委託されているこどもに対しては、児童相談所か

ら「子どものための権利ノート」により、権利擁護や意見表明について年齢に応じた

説明を行っています。 

・ 児童相談所では、施設に入所しているこどもを対象に、適時、訪問調査を実施し、

施設生活、学校生活、家族交流の様子を聞き取り、権利擁護や今後の処遇方針の見通

しについて説明を行っています。 

・ 被措置児童等の虐待の防止を図るため、各施設の基幹的職員を対象に、職員の援助

技術向上や組織的な運営体制を整備するための研修を実施しています。また、児童福

祉施設の団体が実施する研修に講師を派遣するなど、被措置児童等虐待防止の取組を

支援しています。 

・ 被措置児童等への虐待の疑いについて把握した場合、県青少年家庭課と児童相談所

は協力してこどもの安全確認を行い、事実を的確に把握するための調査を実施してい

ます。また、事実確認や必要な措置を講じた場合には、茨城県社会福祉審議会へ報告

し、意見を聴取した上で、必要に応じて、施設等に対して改善指導を行っています。 

・ 児童福祉審議会におけるこどもからの申立てによる審議、調査の仕組みの構築など、

こどもの権利擁護に係る環境整備を行っています。 

【施策展開の方向性】 

○ 児童相談所は、今後も引き続き、こどもの意見聴取や説明を丁寧に実施するととも

に、聴取した意見・意向は、児童相談所の援助方針会議等の場で共有し、十分勘案し

た上でこどもの最善の利益を考慮して支援の方法や内容等を検討します。 
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○ 意見表明等支援事業については、関係団体と連携し、多様な属性・強みを持つ意見

表明等支援員（アドボケイト）の確保及び派遣先の充実に努めます。 

○ 被措置児童等虐待の防止については、施設職員や里親向けの各種研修を実施すると

ともに、虐待事案を確認した場合は、こどもの安全確保を迅速に行い、再発防止のた

めの改善指導を徹底します。 

【整備目標】 

項目 
現状値 

2023（令和５）年 

目標値 

2029（令和11）年 

茨城県こどもアドボケイトの認定数 － （検討中） 

  

２ 市町村のこども家庭支援体制の構築に向けた取組 

（１）市町村の相談支援体制の整備に向けた支援・取組 

   令和４年改正児童福祉法においては、こども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支

援センターの設立の意義や機能は維持した上で組織を見直し、全ての妊産婦、子育て世

帯、こどもへ一体的に相談支援を行う機能を有するこども家庭センターの設置につい

て、市町村の努力義務とされました。 

市町村においては、こども家庭センターによる相談支援を通じて、子育て家庭等に対

して家庭支援事業など必要な支援メニューを提供することにより、虐待等に至る前の

予防的支援や、親子関係再構築に向けた支援を効果的に実施することが求められてい

ます。 

 【現状と課題】 

・ 前回の社会的養育推進計画（計画期間2020～2024の前期計画分。以下「前回計画」

という。）における目標指標とその達成状況は以下のとおりです。 

目標指標 策定時 
（2019） 

現状値 
（2023） 

目標 
（2022） 

子ども家庭総合支援拠点 ４市町村 35市町村 44市町村 

・ 目標未達成の要因としては、特に規模の小さい市町村において人的・財政的資源の

制約等から整備が進まなかったことから、他市町村の拠点の設置・運営に関する優良

事例の知見の共有や財政的支援が重要です。 

  ・ 今後については、前述のとおり「こども家庭センター」制度へ移行したことから、

市町村における同センターの設置等について支援します。 
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  ・ 2024（令和６）年５月現在、44市町村のうち、28市町村においてこども家庭センタ

ーが設置されています。 

・ 児童相談所では、子育て家庭やこどもへの相談支援体制を担う市町村職員を対象

に、専門的な人材育成のための研修を実施しています。 

【施策展開の方向性】 

○ 2029（令和11）年度末までに、こども家庭センターを全ての市町村で設置されるよ

う支援します。 

○ こども家庭センターを中心とし、児童相談所、医療機関、学校、保育所、警察等の

関係機関と十分に連携して、要保護児童対策地域協議会などの地域ネットワークを

活用して、支援が必要な家庭やこどもを一体的、継続的に支援し、児童虐待の予防の

取組を強化します。 

○ 児童相談所は、市町村の専門的な人材育成のための研修を引き続き行うとともに、

市町村の役割と機能を理解・尊重した上で、情報共有等を適切に行うなど、市町村と

の連携体制を強化します。 

【整備目標】 

項目 
現状値 

2023（令和５）年 

目標値 

2029（令和11）年 

こども家庭センターの設置数 － 44市町村 

 

（２）市町村の家庭支援事業等の整備に向けた支援・取組 

   令和４年改正児童福祉法においては、新たに子育て世帯訪問支援事業、児童育成支援

拠点事業及び親子関係形成支援事業が市町村の事業として創設され、既存事業（子育て

短期支援事業、養育支援訪問事業、一時預かり事業）とともに、利用勧奨と措置の仕組

みを備えた家庭支援事業として法律上位置付けられました。 

 【現状と課題】 

・ 虐待等に至る前の予防的支援や、親子関係再構築に向けた支援の充実を図るため、

支援を必要とする家庭等に対しては、まず、市町村の家庭支援事業等を活用した予防

的支援により家庭維持のための最大限の努力が行われるよう体制を構築する必要が

あります。 
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【施策展開の方向性】 

○ 市町村において在宅支援等の支援メニューが充実できるよう、児童福祉施設と連

携し、施設の多機能化や機能転換を踏まえた提案を行います。 

○ 市町村から里親やファミリーホームに対する子育て短期支援事業（ショートステ

イ）の委託を推進します。 

 

（３）児童家庭支援センターの機能強化に向けた取組 

   児童家庭支援センターは、虐待相談が急増する中で、児童相談所の補完的役割を果た

す拠点として制度化され、こどもに関する相談を受けるとともに、児童相談所や市町村

からの委託により、支援を必要とする家庭やこどもに対する指導などの業務（以下「指

導委託」という。）を行うことができます。 

 【現状と課題】 

・ 「前回計画」における目標指標とその達成状況は以下のとおりです。 

目標指標 
策定時 
（2019） 

現状値 
（2023） 

目標 
（2024） 

児童家庭支援センターの設置数 ２か所 ４か所 ３か所 

・ 2023（令和５）年において、目標を上回る４か所の設置を達成しており、地域にお

ける相談・支援体制の充実を図っています。 

・ 2023（令和５）年度の児童相談所からの指導委託の実績は22件であり、児童相談所

の児童虐待相談件数が増加している中、更なる指導委託の実施や、児童相談所や市町

村との連携強化が求められています。 

【施策展開の方向性】 

○ 児童家庭支援センターと児童相談所及び市町村との密接な連携を図り、更なる指

導委託の実施を推進します。 

○ 児童家庭支援センターの整備については、今後の虐待相談対応件数の推移、既存の

センターの事業実施状況、地域の実情等を踏まえ検討します。 

【整備目標】 

項目 
現状値 

2023（令和５）年 

目標値 

2029（令和11）年 

児童相談所からの在宅指導措置委

託件数 
22件 40件 
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３ 支援を必要とする妊産婦等の支援に向けた取組 

こども家庭庁「こども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第20次報告）」に

よると、令和４年度に発生した児童虐待による死亡事例（心中以外）のうち、約半数

（44.6％）を０歳児が占め、さらにその多く（60.0％）を月齢０か月児が占めています。

こうした現実を踏まえ、孤立した環境の中で予期せぬ妊娠に悩む若年女性等に対する支

援の取組を推進します。 

 【現状と課題】 

・ 県では、全ての妊婦を対象とする健康管理手帳を作成し、市町村を通じて配布する

ことで、産後うつや乳幼児についての理解と対応について周知しています。 

・ 県では、予期せぬ妊娠を含む妊娠・子育てに関する相談窓口を設置するとともに、

「助産師なんでも出張相談事業」において、産後間もない産婦に対する相談事業を実

施しています。 

・ 産後うつの予防や新生児への虐待を予防する観点から、妊産婦健康診査、乳児健康

診査、産後ケア事業等を推進し、支援を要する妊産婦等の把握と日常の育児に関する

支援等に取り組む市町村を支援しています。 

・ 児童虐待の予防や早期発見のため、若年妊婦や特定妊婦の把握及び支援、妊産婦健

康診査の未受診者への受診の勧奨等を推進する市町村を支援するため、支援を要す

る妊産婦等の情報共有や支援の方向性を検討するための関係機関との連絡会議の開

催や、市町村や保健所の保健師等を対象とした相談対応技術等の技術向上を図る研

修を実施しています。 

【施策展開の方向性】 

○ 産前産後から子育て期を通じた切れ目のない継続的、かつ、包括的な支援を提供で

きる体制を構築するため、児童福祉と母子保健の一体的な相談支援等を行うこども

家庭センターの設置に向けた市町村の取組を促進します。 

○ 令和４年改正児童福祉法において、生活に困難を抱える特定妊婦等に一時的な支

援を行う妊産婦等生活援助事業が法律上位置付けられたことを踏まえ、本県におけ

る支援ニーズ等の把握に努めます。 

○ 特定妊婦等に対する支援は、支援対象者の把握や地域生活を支援する観点から、市

町村をはじめとした関係機関との連携が不可欠であり、今後も、関係者との連絡会議

や研修の実施等を通じて、連携を図ります。 
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４ 一時保護機能の充実強化 

（１）一時保護の体制整備 

   児童福祉法第33条の規定に基づき、児童相談所長又は都道府県知事が必要と認める

場合には、こどもの安全確保、適切な保護を行い、こどもの心身の状況、置かれている

環境などの状況を把握するため、本県が設置する一時保護所に保護し、又は児童福祉施

設や里親等に一時保護を委託することができます。 

 【現状と課題】 

・ 「前回計画」における目標指標とその達成状況は以下のとおりです。 

目標指標 
策定時 
（2019） 

現状値 
（2024.10） 

目標 
（2024） 

一時保護専用施設 ０か所 ４か所 ５か所 

・ 目標未達成の要因としては、児童養護施設等において、一時保護専用施設を運営す

るための職員の確保に課題を抱え、予定どおりに開設できない事例がありました。 

・ 中央児童相談所に併設されている一時保護所は、男子学齢児(12名）及び女子学齢

児・幼児(12名、６名）の２つのユニット構造になっています。 

・ 児童虐待事案を主とする緊急一時保護の増加と一時保護期間の長期化に伴い、児童

養護施設等への一時保護委託が大幅に増加しています。2023（令和５）年度の一時保

護件数は、児童福祉施設等での一時保護委託が423件となっており、一時保護所で保

護した215件を大きく上回っています。 

【施策展開の方向性】 

○ 一時保護が必要なこどもの行き場がなくなることがないように、十分な受け皿の

確保に努めます。 

○ 虐待を受けたこどもや不適応行動があったこどもを保護し、行動観察や短期入所

指導を効果的に行うために、一時保護所の人員配置の見直しや環境整備等を行い、一

時保護所の機能強化を図ります。 

○ 安定した一時保護の受入れ体制を整備するため、地域の実情を踏まえ、一時保護専

用施設の設置を推進します。 

○ 家庭養育優先原則を踏まえるとともに、こどもの様々な事情に応じた個別ケアを

推進する観点から、一時保護委託が可能な里親・ファミリーホームの確保に努めます。 
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【整備目標】 

項目 
現状値 

2023（令和５）年 

目標値 

2029（令和11）年 

一時保護施設の定員数（一時保

護専用施設含む） 

44人 

（県一時保護所30人・ 

一時保護専用施設14人） 

65人 

 

（２）一時保護におけるこどもの最善の利益 

 【現状と課題】 

・ 児童相談所では、一時保護されたこどもに対し、こどもの権利及び制限される内容、

権利が侵害された時の解決方法に関してこどもの年齢や理解に応じた説明を行って

います。 

・ 一時保護所では、第三者評価を実施し、外部評価を踏まえ、こどもからの意見をく

み取る仕組みをマニュアル化し運用しています。 

・ 一時保護中のこどもは、学校へ通学できないことが多いなど、学習権の保障の問題

が指摘されています。 

・ 一時保護期間は、2019（令和元）年度の27.9日に対して、2023（令和５）年度が33.0

日と約５日延びており、一時保護期間の長期化が課題となっています。 

【施策展開の方向性】 

○ 一時保護されたこどもの立場に立った保護や質の高い支援を行うため、今後も定

期的に第三者評価を実施し、こどもの最善の利益を優先した養育や支援に努めます。 

○ 意見表明等支援員（アドボケイト）を確保し、一時保護所や一時保護専用施設等に

派遣する意見表明等支援事業を実施し、こどもの意見が適切に表明される仕組みを

構築します。 

〇 一時保護中のこどもでも、個々のケースに応じて、学校への通学が適切であると判

断できる場合は、市町村等の関係機関と連携し対応します。 

○ 児童相談所は、一時保護の期間ができるだけ短くなるよう、個々のケースに応じて、

迅速かつ丁寧なアセスメントを実施します。 
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５ 代替養育を必要とするこどものパーマネンシー保障に向けた取組 

（１）児童相談所におけるケースマネジメント体制の構築 

   家庭における養育環境と同様の家庭環境で、特定の大人との愛着関係の下で養育さ

れることが、こどもの心身の成長や発達には重要であることから、支援を必要とする家

庭等に対しては、家庭養育優先原則とパーマネンシー保障の理念に基づくケースマネ

ジメントを徹底することが必要です。 

具体的には、市町村のこども家庭センター等による家庭維持のための予防的支援を

充実するとともに、代替養育を必要とするこどもに対しては、児童相談所において、ま

ずは親族里親、養子縁組里親、養育里親若しくは専門里親又はファミリーホームの中か

ら、こどもの意向や状況等を踏まえつつ、こどもにとって最良の養育先とする観点から

代替養育先を検討します。 

さらに、これらのいずれも代替養育先として適当でない困難な課題のあるこどもに

ついては、小規模かつ地域分散化された施設等への入所の措置を行います。 

 【現状と課題】 

・ 各児童相談所に里親養育支援児童福祉司を配置し、家庭養育優先原則に基づくケー

スマネジメントを実施しています。 

・ 社会的養護経験者インタビュー調査では、施設入所措置が長期間であった社会的養

護経験者から「施設に長くいる子は、ずっと大人数で見守られながら生活してきてい

る。急に少人数になるのは難しいと思う」「里親には行きたくなかった」との意見が

ありました。 

・ 乳児院から入所が続くなど、施設への入所措置期間の長期化が見込まれるこどもに

ついては、こどもの継続的な育ちの場を保障するため、特に里親への委託を優先した

ケースワークが必要です。 

【施策展開の方向性】 

○ 家庭復帰が難しい場合には、親族等による養育や特別養子縁組の検討など、早期の

パーマネンシー保障に必要な判断・支援を着実に行い、長期間の措置を防ぐとともに、

代替養育を必要とするこどもに対しては、里親への委託を優先したケースマネジメ

ントに努めます。 

○ パーマネンシー保障に必要な判断・支援が行えるよう、研修の実施等により児童相

談所職員の資質向上を図ります。 
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（２）親子関係再構築に向けた取組 

 【現状と課題】 

・ 里親や施設で生活するこどもの家庭復帰等を目的に、要保護児童対策地域協議会等

を通じて市町村や関係機関との情報共有と連携を密にし、家族の状況や課題等に応

じた多様な形での関係修復や再構築のための支援を行っています。 

・ 児童相談所では、市町村で保護者支援プログラム（ペアレントトレーニング）が実

施できるよう、市町村職員に対し養成研修を実施し、2019（令和元）年度の14市町村

から、現在は県内全44市町村で保護者支援プログラムが実施されています。 

【施策展開の方向性】 

○ 親子関係再構築のための支援には、多くの資源等の調整役である市町村の役割が

重要であることから、今後も、切れ目のない支援に向け、児童相談所から親子ニーズ

等について市町村に適切に情報提供し、市町村が策定するサポートプランに反映す

るなど、関係機関との役割分担のもと、連携体制を強化します。 

 

（３）特別養子縁組等の推進のための支援体制の構築に向けた支援 

 【現状と課題】 

・ 保護者が不在で、かつ他に養育できる親族等がいない場合や、家族再統合が極めて困

難であるなど場合など、長期的に実親の養育が望めないこどもには、特別養子縁組等を

検討しています。 

・ 2024（令和６）年４月１日現在、全国で22か所の事業所が許可を受けて、養子縁組あ

っせん事業を実施しています。本県には、１か所の民間あっせん機関（2018（平成30）

年10月１日許可）があります。 

・ 民間あっせん機関から養子縁組のあっせんを受けた方が支払う手数料を一部補助し、

養親希望者の負担を軽減することで、民間あっせん機関の取組を支援しています。 

【施策展開の方向性】 

○ 長期的に実親の養育が望めない場合について、積極的に特別養子縁組等の検討を

行います。  

○ 今後も、民間あっせん機関と連携し取組を支援することで、特別養子縁組等の普及

促進を図ります。 

 



- 95 - 
 

６ 里親・ファミリーホームへの委託の推進に向けた取組 

（１）里親等委託が必要なこども数の見込み 

虐待など様々な事情により、家庭での養育が困難となったこどもについては、心身共 

に健やかに成長できるよう、家庭養育優先原則に基づき、家庭における養育環境と同様 

の養育環境である里親等委託を推進していくことが求められています。 

   本県は、家庭養育優先原則とパーマネンシー保障の理念に基づく支援に取り組み、

2029（令和11）年の里親等委託率の目標を70％と設定し、里親委託等が必要なこども数

を見込んでいます。 

なお、「里親等委託が必要なこども数」及び「里親等委託率」の数値目標の設定は、

こどもが健やかに養育される権利を保障する環境を整えるために、必要な取組を計画

的に進めるものです。個々のこどもに対しては、児童相談所において家庭養育優先原則

とパーマネンシー保障の理念を十分に踏まえたアセスメントを実施し、その結果やこ

どもの意見・意向等を勘案した上で、こどもの最善の利益の観点から具体的な措置を行

います。 

 

【表１】現に里親等委託されているこども数及び里親等委託率の2023（令和５）年度末実績 

３歳未満 ３歳以上就学前 学齢期以降 計 

８（11.9％） 41（31.1％） 105（20.4％） 154（21.6％） 

 

【表２】里親等委託が必要なこども数及び里親等委託率の目標 

項目 
2025年 

（令和７） 
2026年 

（令和８） 
2027年 

（令和９） 
2028年 

（令和10） 
2029年 

（令和11） 

３歳未満 
19 

（31.1％） 

25 

（40.2％） 

30 

（50.0％） 

36 

（59.2％） 

41 

（69.7％） 

３歳以上就学前 
54 

（42.7％） 

61 

（49.1％） 

68 

（55.7％） 

74 

（62.6％） 

81 

（69.9％） 

学齢期以降 
175 

（35.5％） 

210 

（43.5％） 

244 

（51.9％） 

279 

（60.8％） 

314 

（70.1％） 

計 
248 

（36.4％） 

296 

（44.4％） 

342 

（52.4％） 

389 

（61.0％） 

436 

（70.0％） 
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（算出方法等） 

・ 2029（令和11）年の里親等委託率を70％とし、「代替養育を必要とするこども数」に、

70％を乗じて2029（令和11）年の里親等委託が必要なこども数を算出します。 

・ 2023（令和５）年度末実績と、2029（令和11）年の里親等委託が必要なこども数を基に、

各年（2025～2028年）の里親等委託が必要なこども数を算出します。（端数は四捨五入） 

 

【現状と課題】 

・ 「前回計画」における目標指標とその達成状況は以下のとおりです。 

目標指標 
策定時 
（2019） 

現状値 
（2023） 

目標 
（2024） 

里親等 

委託率 

３歳未満 

16.2％ 

11.9％ 70.0％ 

３歳以上就学前 31.1％ 54.0％ 

学齢期以上 20.4％ 26.5％ 

合計 21.6％ 35.4％ 

・ 目標未達成の要因としては、実親の里親制度に対する理解が十分浸透していないこ

とや、里親とこども双方の希望がかみ合わないミスマッチなどが挙げられます。 

 

（２）里親等支援業務の包括的な実施体制の構築に向けた取組 

【現状と課題】 

・ 「前回計画」における目標指標とその達成状況は以下のとおりです。 

目標指標 
策定時 
（2019） 

現状値 
（2023） 

目標 
（2024） 

民間フォスタリング機関の 

設置数 
０か所 ２か所 ５か所 

・ 目標未達成の要因としては、事業区域を児童相談所の管轄ごとに「中央、日立、鉾

田地区」と「土浦、筑西地区」２つの区域に分け、それぞれにフォスタリング機関を

設置して委託したことによるもので、県内全域のフォスタリング業務は円滑に執行

できています。 

・ 各児童相談所に里親養育支援児童福祉司を配置し、家庭養育優先原則に基づくケー

スマネジメントを実施しています。 

・ 乳児院から入所が続くなど、施設への入所措置期間の長期化が見込まれるこどもに

ついては、こどもの継続的な育ちの場を保障するため、特に里親への委託を優先した
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ケースワークが必要です。  

・ 2022（令和４）年から、里親のリクルート及びアセスメント、里親登録前後及び委

託後における里親に対する研修、こどもと里親家庭のマッチング、こどもの里親委託

中における里親養育支援、里親委託解除後における支援に至るまでの一連の包括的

な里親支援（フォスタリング）業務を民間団体に委託しています。 

・ フォスタリング業務を行う民間フォスタリング機関は、各児童相談所に加え、里親

支援専門相談員が配置されている乳児院・児童養護施設と緊密に連携し、一体となっ

て里親委託を推進しています。 

・ これらの取組を通じて、2020（令和２）年度には17.4％であった里親等委託率が、

2023（令和５）年度には4.2％ポイント増の21.6％となるなど、本県の里親等委託率

は増加傾向にあるものの、全国平均（25.2％）と比べて低い状況にあります。 

【施策展開の方向性】 

○ 児童相談所において、家庭養育優先原則とパーマネンシー保障の理念を踏まえ、里

親委託を優先したケースマネジメントを徹底します。 

○ 里親委託の成功事例を集約し、その事例を児童相談所と民間フォスタリング機関

で共有することで、里親委託の推進を図ります。 

○ 民間フォスタリング機関の取組状況や課題を検証し、里親支援センター制度を活

用している自治体の取組等も参考に、本県の実情を踏まえた里親支援業務の実施体

制を検討します。 

 

（３）必要な里親・ファミリーホーム数の確保 

 【現状と課題】 

・ 「前回計画」における目標指標とその達成状況は以下のとおりです。 

目標指標 
策定時 
（2019） 

現状値 
（2023） 

目標 
（2024） 

養育里親の登録数 117組 337組 405組 

・ 目標未達成の要因としては、里親候補者は戸籍上の親子関係を築く「養子縁組」を

希望する者が多く、里子と実親の親子再統合を目指した一定期間だけ養育する「養育

里親」に対する理解が十分に浸透していないことが推測されます。社会的養護を担う

公器としての養育里親に対する理解促進・啓発が重要です。 

・ 2024（令和6）年3月31日現在、本県には、養育里親337組、専門里親12組、養子縁
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組里親224組（うち148組は養育里親と重複）、親族里親18組が登録されており、里親

登録数の合計は443組となっています。 

・ また、実際に児童が委託されている養育里親（ファミリーホームを含む。）の数は

2024（令和6）年10月現在81組であり、登録されている里親の数に占める割合は24.0％

となっており、里親の意向等（養子縁組希望、性別や年齢の希望など）から実際の里

親委託に結びついていない現状にあります。 

・ 今後、里親等委託を推進するためには、代替養育を必要とするこどもを幅広く受け

入れることができる養育里親、ファミリーホームを中心として、社会的養護の受け皿

となる里親等を確保する必要があります。 

・ 本県では、各児童相談所に里親養育支援児童福祉司を配置するとともに、「里親支

援専門相談員」を配置する県内20か所の乳児院及び児童養護施設、児童家庭支援セン

ター並びに茨城県里親連合会を「里親支援機関」に指定し、協働してセミナーの開催

等による里親制度の普及啓発活動を実施しています。 

【施策展開の方向性】 

○ 児童の養育に係る専門性や経験を有する乳児院及び児童養護施設、茨城県里親連

合会などの関係団体と連携を図りながら、里親制度の普及活動やリクルート活動を

実施し、代替養育を必要とするこどもを幅広く受け入れることができる養育里親、フ

ァミリーホームを中心として、社会的養護の受け皿となる里親等を確保します。 

○ 里親登録に必要な研修では、養育里親に必要な専門的なスキルや心構えを習得で

きるよう研修内容を充実するとともに、未委託里親向けの研修では、養育のためのス

キルアップを図り、委託につながるよう研修方法や内容について必要な検討を行い

ます。 

【整備目標】 

項目 
現状値 

2023（令和５）年 

目標値 

2029（令和11）年 

養育里親、専門里親、養子縁組里親、

親族里親の里親登録数 

443組 700組 

ファミリーホーム数 ９か所 15か所 
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７ 施設の小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換に向けた取組 

（１）施設で養育が必要なこども数の見込 

2024（令和６）年３月31日現在、施設入所しているこども数は560人です。今後人口

減少に伴う代替養育を必要とするこども数の減少や、家庭養育優先原則に基づく里親

等委託の増加により、施設入所こども数は減少していくことが見込まれます。 

 

【表１】施設で養育が必要なこども数の見込 

項目 
2025年 

（令和７） 

2026年 

（令和８） 

2027年 

（令和９） 

2028年 

（令和10） 

2029年 

（令和11） 

３歳未満 42 36 30 24 18 

３歳以上就学前 73 63 54 45 35 

学齢期以降 318 272 227 180 134 

計 433 371 311 249 187 

（算出方法等） 

・ 各年の「代替養育を必要とするこども数」から 「里親等委託が必要なこども数」を

減じて得た数により算出しています。 

 

（２）施設の小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換に向けた取組 

   今後、家庭養育優先原則に基づく里親等委託の増加等により、施設に入所するこども

の数は減少していく見込みですが、ケアニーズの高いこどもに対して、より短期間のう

ちに集中的に専門的なケアを提供する施設の重要性は今後も増大することが見込まれ

ます。 

社会的養護経験者インタビュー調査では、「自分が反抗期のときに、相当大変だった

と思うけど、自分の意見や思いをぶつけられた」「真摯に受けとめてくれた」「担当の職

員がいなかったら、自分がどうなっていたか分からない」との意見がありました。 

本県では、施設の役割・機能を縮小させるのではなく、施設がこれまで培ってきた養

育のノウハウや専門人材を活かし、地域の社会的養育を支える拠点として、これまで以

上に専門的な役割を担ってもらうための取組を支援します。 
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【現状と課題】 

・ 「前回計画」における目標指標とその達成状況は以下のとおりです。 

目標指標 
策定時 
（2019） 

現状値 
（2023） 

目標 
（2024） 

小規模グループケア数 42か所 63か所 61か所 

地域小規模児童養護施設数 10か所 16か所 21か所 

・ 目標未達成の要因としては、地域小規模児童養護施設を設置するための土地購入・

建物工事等の費用、配置職員の確保等の問題があったと考えられます。施設整備の補

助事業の実施を継続するとともに、賃貸物件の活用を促進していくことが重要です。 

・ 「できる限り良好な家庭的環境」、すなわち小規模かつ地域分散化された施設であ

る地域小規模児童養護施設又は分園型小規模グループケアは、2024年（令和６）年３

月31日現在、児童養護施設10施設20か所設置されています。 

・ 近年の児童相談所における児童虐待相談対応件数の増加等に伴い、一時保護の件数

が増加し、児童養護施設等への一時保護委託数は、2019（令和元）年の333件に対し

て、2023（令和５）年は423件と約1.3倍に増加しています。 

・ 本県では、一時保護の増加に伴い、施設に対する一時保護委託数が増加しているこ

とから、児童養護施設での一時保護専用施設の設置を推進しており、2024年（令和６）

年10月１日現在、児童養護施設４施設で一時保護専用施設を運用しています。 

・ 里親委託を推進するため、里親支援業務を包括的に実施する民間フォスタリング機

関を県内の乳児院や児童養護施設等が協働で受託し、各施設が培ってきた経験や専

門性を活かした里親支援業務を実施しています。 

・ 各施設では、施設機能を活かし、地域の市町村と連携し、地域のニーズに応じて子

育て短期支援事業（ショートステイ）等の家庭支援事業を市町村から委託を受けて実

施しています。 

【施策展開の方向性】 

〇 家庭養育優先原則とパーマネンシー保障の理念の下、代替養育を必要とするこど

も数に対して十分な里親・ファミリーホーム数を確保するとともに、保護が必要なこ

どもの行き場がなくなることのないよう、施設を含めた社会的養護の受け皿を確保

します。 

○ 特に、施設での養育を必要とするこどもに対しては、できる限り家庭的で高機能化

された養育環境の下に、専門的なケアが求められていることから、乳児院及び児童養
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護施設の小規模かつ地域分散化を推進します。 

○ 各施設における小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換の取組が

進むよう、制度変更等の国の動向、市町村の家庭支援事業の実施状況等の情報を共有

するとともに、各施設の計画の検討状況・課題等について随時ヒアリングを行い、

個々の実情を把握し、適切な助言・支援を行います。 

○ 一時保護が必要なこどもに対して適切な支援が行えるよう、一時保護件数の推移

を見極めつつ、児童養護施設における一時保護専用施設の設置促進を図ります。 

○ 民間フォスタリング機関の取組状況や課題を検証し、里親支援センターの設置等、

本県の実情を踏まえた里親委託推進体制を検討します。 

○ 施設の基幹的職員に対する研修を実施し、施設の小規模かつ地域分散化、高機能化

等に必要な職員の資質向上を図ります。 

【整備目標】 

項目 
現状値 

2023（令和５）年 

目標値 

2029（令和11）年 

小規模かつ地域分散化した施設数 20か所 50か所 

 

８ 社会的養護自立支援の推進に向けた取組 

（１）自立支援を必要とする社会的養護経験者等数の見込み 

   義務教育を終了し、児童養護施設等を退所し又は里親等の委託を解除された児童等

（退所等理由が家庭復帰や措置変更を除く。以下、「退所者等」という。）は、2023（令

和５）年度実績は53人であり、2019（令和元）年度から2023（令和５）年度までの５年

間の平均は約56人です。 

   また、こどもを入所させ、共同生活による生活指導や就業支援などの相談援助を行う

児童自立生活援助事業の支援を受けている者は、2024年（令和6）年10月1日時点で40人

です。 

本県における自立支援を必要とする社会的養護経験者等の人数については、退所者

等と児童自立生活援助事業の支援を受けている者を合わせた数とし、毎年138人程度で

推移していくものと見込んでいます。 
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【表１】自立支援を必要とする社会的養護経験者等数の見込み（単位：人） 

項目 
2025年 

（令和７） 

2026年 

（令和８） 

2027年 

（令和９） 

2028年 

（令和10） 

2029年 

（令和11） 

退所者等 

退所後１年目 56 56 56 56 56 

同２年目 28 28 28 28 28 

同３年目 14 14 14 14 14 

児童自立生活援助事業

対象者 
40 40 40 40 40 

計 138 138 138 138 138 

（算出方法等） 

・ 退所者等は、今後も56人程度で推移していくと見込んでいます。 

・ 56人の退所者等は、退所後概ね３年間支援を継続し、１年目は全員が自立支援を必要

とし、１年経過するごとに半減すると仮定して積算しています。 

・ 児童自立生活援助事業の支援を受けている者の数は、今後も40人程度で推移していく

と見込んでいます。 

 

（２）社会的養護経験者等の自立に向けた取組 

   社会的養護の下で育ったこどもは、児童養護施設等を退所し又は里親等の委託を解

除された後、家庭に頼ることも難しく、精神的又は経済的に不安定な状況に置かれ、社

会の中で自立して生活していくに当たって困難を抱える場合があります。 

   社会的養護経験者インタビュー調査でも、「とうとう施設を出るときが来たのかと不

安だった。これから先どうなるのだろうと思った」「これから食事をどうしようとか不

安だった」「金銭感覚がわからなくて不安だった」との意見がありました。 

   支援を必要とする社会的養護経験者等の個別の状況を踏まえ、必要な情報の提供、相

談・助言、関係機関との連絡調整等の支援を行う体制の充実が求められています。 

【現状と課題】 

・ 里親等への委託や児童養護施設等への入所の措置は、原則18歳までですが、進学や

就労したものの生活が不安定で継続的な支援が必要であると考えられる場合は、本

人の意向等を確認し、必要に応じて措置を延長しています。 

・ 児童養護施設等に入所中のこどもに対する就職に必要な資格取得費用や、児童養護
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施設等を退所して就職又は大学等に進学した者（保護者等からの経済的な支援が見

込まれない者に限る。）に対する家賃、生活費の貸付けを行っています。 

・ 児童養護施設等に入所しているこどもに対して、就業促進のための運転免許取得費

用の一部助成を行っています。 

・ 一方、社会的養護経験者インタビュー調査では、「大学に入る費用を考えたら、 

大学に行くのは現実的ではないと思った」との意見がありました。 

・ 児童養護施設を運営する社会福祉法人に、社会的養護自立支援拠点事業（以下「拠

点事業」という。）を委託し、児童養護施設退所者等の社会的自立に向け、就労・進

学継続に向けた入所中の相談体制及び退所後のアフターケアの充実を図っています。 

・ 社会的養護経験者インタビュー調査でも、「施設退所前に、拠点事業職員を紹介さ

れて、退所後は、３か月に１回くらい状況確認に来てくれて相談できた。すごく安心

することができた」との意見がありました。 

・ 2024（令和６）年10月１日現在、児童自立生活援助事業を行う自立援助ホームは、

県内に７か所あります。 

【施策展開の方向性】 

○ 令和４年改正児童福祉法により、自立援助ホーム以外の場所でも児童自立生活援

助事業が実施できるようになったことを踏まえ、措置解除後も自立支援が必要な者

に対し、住み慣れた、安心して過ごせる場所における継続した自立支援を推進します。 

○ 児童養護施設等を退所するこどもの社会的自立に向け、入所中の相談体制及び退

所後のアフターケアの充実を図るなどの支援に取り組みます。 

○ 社会的養護自立支援拠点事業を委託している社会福祉法人と連携し、自立支援を

必要とする社会的養護経験者等の実情を把握するとともに、施設退所者等に対する

自立支援施策について、当事者であるこどもたちに広く周知する仕組み等について、

必要な検討を行います。 

○ 自立支援を必要とする社会的養護経験者等数の推移を見極めつつ、自立援助ホー

ムの運営や整備等に対して支援を行います。 

【整備目標】 

項目 
現状値 

2023（令和５）年 

目標値 

2029（令和11）年 

児童自立生活援助事業の入所定員 36人 65人 
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９ 児童相談所の強化等に向けた取組 

 【現状と課題】 

・ 国では、2022（令和４）年12月に「新たな児童虐待防止対策体制総合強化プラン」

を策定し、児童福祉司等の増員や弁護士の配置等による法的対応体制の強化、児童相

談所職員に対する研修の実施等による専門性の向上のほか、こども家庭ソーシャルワ

ーカー資格の取得促進を図ることとしています。 

・ 本県においても、「茨城県子どもを虐待から守る条例」において、児童福祉司等の専

門職員について、国の定める基準を超える人数の配置等の体制強化に努めることとし

ています。 

・ また、本県の児童相談所における相談対応件数は、2013（平成25）年度以降増加傾

向にあり、2023（令和５）年度は全相談件数が7,775件となり、その内虐待相談が4,134

件と全体の約半数を占めています。 

・ 特に虐待相談については、複雑化、困難化した事案が増加し、一時保護や法的対応

等が必要となる事案も増えており、それらの事案に迅速かつ適切な対応を図るため、

児童福祉司等の増員や職員の資質向上等の児童相談所の体制強化が必要です。 

【施策展開の方向性】 

○ 児童相談所において、児童虐待発生時の迅速・的確な対応を確保するとともに、里親

等委託の推進や、市町村の相談支援の強化等を図るため、職員の確保を進めていくと同

時に、特に、新たに確保した児童福祉司等については経験が浅いことから、研修の機会

を設けることで成長の機会を確保していくとともに、指導的役割を担う中堅職員（スー

パーバイザー）を育成するなど、職員の資質向上に積極的に取り組み、組織体制の充実

を図ります。 

○ ＡＩを活用した相談支援記録・判断ツールの導入など、児童相談所業務のＤＸ（デジ

タルトランスフォーメーション）を進めることで、業務効率化により児童相談所職員の

負担軽減を図り、より良い支援に向けたこどものためのケースワークに集中できる環

境整備に取り組みます。 
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【整備目標】 

項目 
現状値 

2023（令和５）年 

目標値 

2029（令和11）年 

児童福祉司スーパーバイザーの配置数 22人 30人 

こども家庭ソーシャルワーカーの養成

に係る研修の受講者数 

－ 5人 

 

10 障害児入所施設における支援 

障害児入所施設は、被虐待児童が入所することもあり、社会的養護を担う重要な施設で

す。障害児入所施設においても、障害に対する正確な理解と障害特性に応じた環境の提供

に加え、できる限り良好な家庭的環境の下で支援を行う必要があります。 

 【現状と課題】 

・ 2024（令和 6）年 10 月現在、福祉型障害児入所施設は県内に７か所あり、このう

ち、ユニット化等による「できる限り良好な家庭的環境」を整備している施設はあり

ません。 

【施策展開の方向性】 

○ 障害児入所施設においては、「良好な家庭的環境」において養育されるよう、国の

動向や制度変更等の情報を共有するとともに、個々の実情を把握し、ユニット化等に

よりケア単位の小規模化を推進します。 
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別掲２、及び別掲３に係る用語解説 

用 語 解 説 

児童虐待 

児童虐待の防止等に関する法律（平成12年法律第82号）第２

条の規定おいては、保護者がその監護する児童について行う次

に掲げる行為をいいます。 

・身体的虐待 

・性的虐待 

・ネグレクト（養育の怠慢・拒否） 

・心理的虐待 

身体的虐待 

「児童の身体に外傷が生じ，又は生じるおそれのある暴行を加

えること。」 

（例） 

・打撲傷、アザ、骨折、頭部外傷、タバコによる火傷を負わせ

る。 

・首を絞める、殴る、蹴る、叩く。 

・乳幼児を激しく揺さぶる。 

・戸外に締め出す。 

・意図的にこどもを病気にする。等 

性的虐待 

「児童にわいせつな行為をすること又は児童をしてわいせつな

行為をさせること。」 

（例） 

・こどもと性交や性的な行為をする。 

・こどもに性器や性交を見せる。 

・こどもの身体に触ったり、身体を触らせたりする。 

・わいせつな写真などの被写体になる事を強要する。等 

ネグレクト（養育の怠

慢・拒否） 

「児童の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食又は長時

間の放置、保護者以外の同居人による前２号又は次号に掲げる
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用 語 解 説 

行為と同様の行為の放置その他の保護者としての監護を著しく

怠ること。」 

（例） 

・食事が不十分、衣服・住居が著しく汚いなど、子供の健康を

損なう状況に置く。 

・重大な病気でも病院に連れて行かない。 

・こどもの意思に反して登校させない。 

・乳幼児を車や自宅に放置する。 

・保護者以外の同居人による虐待を放置する。等 

心理的虐待 

「児童に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応、児童が同

居する家庭における配偶者に対する暴力（配偶者（婚姻の提出

をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。）の身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害

を及ぼすもの及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動

をいう。）その他の児童に著しい心理的外傷を与える言動を行

うこと。」 

（例） 

・「死んでしまえ」、「お前なんか生まれてこなければよかっ

た」などの暴言を吐く。 

・他のきょうだいと著しく差別する。 

・配偶者への暴力（DV）をこどもの目の前で行う。 

・他のきょうだいに虐待を行う。等 

社会的養護 

保護者のないこどもや、保護者に監護させることが適当でな

いこどもを、公的責任で社会的に養育し、保護するとともに、

養育に大きな困難を抱える家庭への支援を行うことです。 

社会的養育 
社会がこどもの養育に対して、保護者とともに責任を持つと

いう考え方に基づき、全てのこどもを対象として支援を行う考
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用 語 解 説 

え方を表したものであり、「社会的養護」だけでなく、市区町村

が行う地域における子育て支援施策全般も含まれます。 

代替養育 
社会的養護のうち、こどもを保護者と分離し、里親や施設によ

る養育を行うことです。 

パーマネンシ―保障 

社会的養護を受けるこどもに対して、「永続的な家族」、すなわち

「継続的な養育を行い、生涯にわたって変わらない居場所と、情緒

的な結びつきを保つ家族」を実現しようとする理念です。 

この理念に基づくケースマネジメントは以下のとおりです。 

①まずは、親子分離をしないための予防的支援による家庭維持、又

は迅速な家庭復帰に最大限の努力を行い、それが困難と判断され

た場合に、 

②親族による養育（親族里親）、さらには特別養子縁組を検討し、こ

れらがこどもにとって適当でないと判断された場合に、 

③里親・ファミリーホームへの委託や、児童福祉施設等への措置を

検討します。 

④また、一度代替養育を開始しても、その時点から家庭に対する支

援を最大限行い、家庭復帰を目指す、又は親族等による養育や特

別養子縁組の検討を継続します。 

家庭養育優先原則 

こどもが家庭において心身ともに健やかに養育されることを原則

とし、家庭での養育が困難な場合、すなわち代替養育が必要となっ

た場合は、「家庭における養育環境と同様の養育環境」となるよう必

要な措置を講じ、それも適当でない場合は、「できる限り良好な家庭

的環境」で養育されるよう必要な措置を講じる、という養育環境を決

定する際の考え方です。 

家庭養育優先原則に基づくケースマネジメントは以下のとおりで

す。 

① まずは、こどもが家庭において健やかに養育されるよう、保護者
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用 語 解 説 

を支援します。 

② 家庭における養育が適当でない場合、こどもが養子縁組・里親・

ファミリーホーム（「家庭における養育環境と同様の養育環境」）にお

いて継続的に養育されるよう、必要な措置を講じます。 

③ ②の措置が適当でない場合、こどもが施設において地域小規模

児童養護施設・分園型小規模グループケア（「できる限り良好な家

庭的環境」）で養育されるよう、必要な措置を講じます。 

（児童福祉法第３条の２） 

里親 

代替養育先の一つ。保護者のいないこどもや、虐待などの理由

により保護者が養育することが適当でないこどもを、自分の家

庭に迎え入れて養育する人を指します。 

里親の種類は、養育里親、専門里親、養子縁組里親、親族里親

があります。 

養育里親 

保護者がこどもを引き取れるようになるまで、又はこどもが

自立するまでの一定期間養育する里親です。所定の研修を受け

るなど一定の要件を満たす必要があります。 

専門里親 

養育里親のうち、虐待や非行、障害などの理由により、専門的

な援助を必要とするこどもを養育する里親です。 

養育里親の要件に加え、養育里親として３年以上の委託児童

の養育を経験し、専門里親研修を修了する必要があります。 

養子縁組里親 
養子縁組によって、こどもの養親になることを希望する里親

です。 

親族里親 

親や監護する者が死亡、行方不明、拘禁、入院などにより、こ

どもを養育できない場合に、祖父母などの親族が里親としてそ

のこどもを養育する場合の里親です。 

ファミリーホーム 養育里親である養育者の住居（ファミリーホーム）において、



- 110 - 
 

用 語 解 説 

こども５～６人の養育を行うもので、養育里親を大きくした里

親型グループホームです。 

小規模住居型児童養育事業ともいいます。 

児童養護施設 

代替養育先の一つ。保護者のいないこどもや、虐待などの理由

により保護者が養育することが適当でないこどもを入所させて

養護し、あわせて退所した者に対する相談その他の自立のため

の援助を行うことを目的とする施設です。 

乳児院 

代替養育先の一つ。家庭での養育が困難である乳児を入所さ

せて養育し、あわせて退所した者について相談その他の援助を

行うことを目的とする施設です。 

福祉型障害児入所施設 

代替養育先の一つ。障害のあるこどもを入所させて、保護、日

常生活の指導及び自活に必要な知識や技能の付与を行う施設で

す。なお、これらの福祉サービスと併せて治療を行う施設を「医

療型障害児入所施設」といいます。 

意見聴取等措置 

児童福祉法３３条の３の３において、都道府県知事又は児童

相談所長は、里親委託、施設入所等の措置や、一時保護を行う場

合等は、こどもの最善の利益を考慮するとともに、こどもの意見

又は意向を勘案して措置等を行うために、あらかじめ、年齢、発

達の状況その他のこどもの事情に応じ意見聴取その他の措置

（意見聴取等措置）をとらなければならないと規定されていま

す。 

意見表明等支援事業 

上記の児童相談所等の意見聴取等の対象となっているこども

等を対象に、こどもの福祉に関し知識又は経験を有する者（意見

表明等支援員）が、意見聴取等によりこどもの意見又は意向を把

握するとともに、それを勘案して児童相談所、都道府県その他関

係機関との連絡調整等の支援を行う事業です。 
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用 語 解 説 

子どものための権利ノ

ート 

こどもの権利について、こどもが理解できるよう平易な文章

で説明した冊子です。こどもを里親への委託したときや、施設に

入所したときにこどもに配付し説明しています。 

被措置児童等虐待 

施設職員等が被措置児童等に行う虐待行為をいいます。 

「施設職員等」とは、ファミリーホームに従事する者や里親と

その同居人、乳児院、児童養護施設、障害児入所施設、児童心理

治療施設、児童自立支援施設、指定発達支援医療機関、一時保護

所の職員等をいいます。 

「被措置児童等」とは、ファミリーホーム及び里親に委託さ

れ、又は乳児院、児童養護施設、障害児入所施設、児童心理治療

施設、児童自立支援施設、指定発達支援医療機関、一時保護所に

入所しているこどもをいいます。 

こども家庭センター 

市町村の母子保健と児童福祉の両分野の一体的な運営を行う

ことにより、全ての妊産婦、子育て世帯、こどもに対し、出産前

から子育て期にかかる切れ目のない支援を実施するとともに、

虐待への予防的な対応を始めとする相談支援体制の強化を図る

ことを目的として、市町村が設置に努めることとされた機関で

す。 

家庭支援事業をはじめとする具体的な支援を届けていくため

の中核的機能を有します。 

家庭支援事業 

子育て世帯に対する包括的な支援のための体制強化等を行う

ため、令和４年改正児童福祉法において、以下の６つをまとめて

「家庭支援事業」と総称することとなりました。 

①子育て世帯訪問支援事業、②児童育成支援拠点事業、③親子関

係形成支援事業、④子育て短期支援事業、⑤養育支援訪問事業、

⑥一時預かり事業 

また、市町村は、家庭支援事業の利用が必要と認められた者に
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ついて、その利用を勧奨しなければならず、また勧奨しても利用

することが著しく困難な場合は利用の措置を行い、事業による

支援を提供することができます。 

子育て世帯訪問支援事

業 

訪問支援員が、家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子

育て家庭、妊産婦等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱える不

安や悩みを傾聴するとともに、家事・子育て等の支援を実施する

事業です。 

児童育成支援拠点事業 

養育環境等に課題を抱える児童等に対して、居場所となる場

を開設し、学習支援や食事の提供、関係機関へのつなぎ等を行う

事業です。 

親子関係形成支援事業 

児童との関わり方や子育てに悩み・不安を抱える保護者に対

して、講義、グループワーク等を内容としたペアレント・トレー

ニングを実施するなど、健全な親子関係の形成に向けた支援を

行う事業です。 

子育て短期支援事業 

保護者の疾病等の理由により家庭における養育が一時的に困

難となった児童について、児童養護施設等において必要な養育・

保護を行う事業です。 

養育支援訪問事業 

養育支援が特に必要な家庭に対して、保健師・助産師・保育士

等が居宅を訪問し、養育に関する相談・指導・助言その他必要な

支援を行う事業です。 

一時預かり事業 

一時的に家庭での保育が困難となった場合や、保護者の心理

的・身体的負担を軽減するために支援が必要な場合に、保育所等

で乳幼児を一時的に預かる事業です。 

児童家庭支援センター 
地域の児童の福祉に関する様々な問題について、こどもに関

する家庭その他からの相談のうち、専門的な知識及び技術を必
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要とするものに応じ、必要な助言を行うとともに、市町村の求め

に応じ、技術的助言その他必要な援助を行うほか、保護を要する

こども又はその保護者に対する指導を行い、あわせて児童相談

所、児童福祉施設等との連絡調整等を総合的に行う機関です。 

特定妊婦 
出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に

必要と認められる妊婦をいいます。 

妊産婦等生活援助事業 

家庭生活に支障が生じている特定妊婦や出産後の母子等につ

いて、生活すべき住居に入居又は当該事業に係る事業所その他

の場所に通いによる食事の提供、その他日常生活を営むために

必要な便宜の供与、その者の監護すべきこどもの養育に係る相

談及び助言、母子生活支援施設やその他関係機関との連絡調整、

特別養子縁組に係る情報の提供やその他の必要な支援を行う事

業です。  

一時保護専用施設 
児童養護施設等において、本体施設の定員とは別に小規模な

グループケアによる一時保護を実施する施設です。 

特別養子縁組等 

特別養子縁組と普通養子縁組のこと。 

・特別養子縁組 

実親（生みの親）との法的な親子関係を解消し、養親（育ての

親）と新たな親子関係を結ぶものです。 

・普通養子縁組 

実親との法的な親子関係を終了しないままの養育になりま

す。 

フォスタリング業務 

（里親支援業務） 

里親支援業務のことを指します。里親制度の普及啓発、里親の

リクルート及びアセスメント、里親登録前後及び委託後におけ

る里親に対する研修、こどもと里親家庭のマッチング、こどもの

里親委託中における里親養育支援、里親委託措置解除後におけ
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る支援に至るまでの一連の里親支援業務です。原則は都道府県

の業務として位置づけられています（児童福祉法第11条第１項

第２号ト）が、都道府県以外の団体に委託することができます。 

フォスタリング機関 一連のフォスタリング業務を包括的に実施する機関です。 

民間フォスタリング機

関 

都道府県知事から一連のフォスタリング業務の包括的な委託

を受けた民間機関です。 

里親支援機関 

里親会、児童家庭支援センター、里親支援専門相談員を置く児

童養護施設や乳児院、公益法人やＮＰＯなど、里親支援事業の一

部又は全部を行う主体として都道府県知事から指定された機関

です（都道府県からの委託の有無は問わない。）。それぞれの特色

に応じて、分担・連携し、里親制度の普及促進、里親委託推進、

里親支援事業を行います。 

里親支援センター 

一連のフォスタリング業務を包括的に行う「フォスタリング

機関」であり、また、里親及び里親に養育されるこども並びに里

親になろうとする者について相談その他の援助を行うことを目

的とした児童福祉施設で、令和４年改正児童福祉法により新た

に規定されました。 

小規模かつ地域分散化

された施設 

地域小規模児童養護施設や分園型小規模グループケアを指

し、最大でも６人以下のこどもとケアワーカーが生活単位を構

成します。 

社会的養護自立支援拠

点事業 

社会的養護経験者等の孤立を防ぎ、必要な支援に適切につな

ぐため、設備を整え、相互の交流を行う場所を開設し、必要な情

報の提供、相談・助言、これらの者の支援に関連する関係機関と

の連絡調整等を行う事業です。 

児童自立生活援助事業 義務教育を終了（中学校を卒業）したこどもなどを対象に、こ
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れらの者が共同生活を営むべき住居において、相談その他の日

常生活上の援助及び生活指導並びに就業の支援等を行う事業で

す。 

事業の実施場所により、以下の類型があります。 

(1) 児童自立生活援助事業所Ⅰ型 

  共同生活を営む住居（自立援助ホーム） 

(2) 児童自立生活援助事業所Ⅱ型 

  児童養護施設等 

(3) 児童自立生活援助事業所Ⅲ型 

  ファミリーホーム又は里親の居宅 

児童福祉司 

児童福祉法に基づき児童相談所に配置される専門職員で、こ

どもの福祉に関する相談の対応や専門的技術に基づく指導等を

行います。 

児童心理司 

児童相談所に配置される心理の専門職員で、こどもの相談に

応じ、診断面接、心理検査、観察などによって、心理診断などを

行います。また、各種心理療法を行い、課題の解決を支援しま

す。 

こども家庭ソーシャル

ワーカー 

こども家庭福祉分野における人材の専門性の向上を図る観点

から創設された資格であり、虐待を受けたこどもの保護等の専

門的な対応について十分な知識・技術を有し、一定の実務経験の

ある有資格者や現任者が国の基準を満たす研修や試験を経て取

得できます。 

 

（こども家庭庁ウェブサイト等から作成） 
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指標（関連指標、目標値）一覧 

指標名 
現状値 

（2023 年度） 

目標値 
（2029 年度） 

将来の夢や希望を持っている児童生徒の割合 

（文部科学省「全国学力・学習状況調査（児童、生徒質問調査）」） 

15 位 

 

10 位 

 

里親委託率 

（厚生労働省「福祉行政報告例」） 

21.6％ 

 

70.0％ 

 

高等職業訓練促進給付金の受給者数 

（こども家庭庁「母子家庭の母等の就業実績等調査」） 

240 件 

 

300 件 

 

小規模かつ地域分散化した施設数 

（茨城県調査） 

20 箇所 

 

50 箇所 

 

県内の子ども食堂の数 

（認定 NPO 法人 全国こども食堂支援センター・むすびえ調査） 

183 箇所 

 

546 箇所 

 

こども家庭センターを設置する市町村数 

（こども家庭庁調査） 

－ 

 

44 市町村 

 

妊娠・出産について満足している者の割合 

（こども家庭庁「母子保健事業実施状況調査」） 

87.3％ 

（2022 年度） 

92.3％ 

 

待機児童数（4.1 現在） 

（こども家庭庁「保育所等利用待機児童数調査」） 

5 人 

 

0 人 

（2025 年度） 

課題の解決に向けて、自分で考え、自分から取り組んでいる

生徒の割合 

（文部科学省「全国学力・学習状況調査（生徒質問調査）」） 

15 位 

 

10 位 

 

小中義務教育学校における不登校児童生徒が、学校内外の機

関等での相談・指導等を受けている割合 

（文部科学省「児童生徒の問題行動・ 

不登校等生徒指導上の諸問題に関する調査」） 

62.0％ 

 

100％ 

 

県の結婚支援事業による成婚数（経年累計） 

（茨城県調査） 

2,790 組 

 

3,690 組 

 

県内企業の１か月当たり所定外労働時間数 

（厚生労働省「毎月勤労統計調査（地方調査）」） 

10.1 時間 

 

7.1 時間 

 

６歳未満のこどもを持つ世帯の夫の家事・育児時間（１日あ

たり） 

（総務省「社会生活基本調査」） 

85 分 

（2021 年度） 

114 分 

（2026 年度） 

放課後児童クラブの実施箇所数 

（茨城県調査） 

1,167 箇所 

 

調査中 

 

※太字は主要指標 
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こども・若者に関する主な相談窓口 

 

◇子どもホットライン  

https://www.edu.pref.ibaraki.jp/board/kodomo/index.html 

電話 029-221-8181 

 

◇いばらき子どもＳＮＳ相談  

https://pref-ibaraki.coco-chaport.jp/ 

 

◇いじめ・体罰解消サポートセンター  

https://www.edu.pref.ibaraki.jp/ijimekaisho/index.html 

 

◇いばらき虐待ホットライン  

 電話 0293-22-0293 

https://www.pref.ibaraki.jp/bugai/josei/seishonen/sodan2/pc/ppage631100000.html 

 

◇児童相談所虐待対応ダイヤル 

電話 １８９（いちはやく） 

※ 地域の児童相談所へ繋ぎます。 

 

◇親子のための相談ＬＩＮＥ  

https://www.pref.ibaraki.jp/hokenfukushi/seisyonen/jido/oyakosoudanline.html 

 

◇ヤングケアラーの相談窓口一覧  

https://www.pref.ibaraki.jp/hokenfukushi/fukushi/chiiki/carer/c-yc/soudan.html 

 

◇青少年と保護者のための相談窓口一覧  

https://www.pref.ibaraki.jp/bugai/josei/seishonen/sodan2/pc/pichiran.html 

 

◇いばらき妊娠・子育てほっとライン  

https://www.kids.pref.ibaraki.jp/kids/birth02_03/ 

 

◇いばらき妊活・不妊オンライン相談  

https://www.kids.pref.ibaraki.jp/kids/birth01_4/ 
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◇不妊専門相談センター  

https://www.kids.pref.ibaraki.jp/kids/birth01_01_05/xs=_MAwlEmH76wHX/ 

 

◇流産・死産を経験された方の相談窓口  

https://www.pref.ibaraki.jp/hokenfukushi/syousika/guri-hukea.html 

 

◇相談窓口（茨城県記載箇所）  

https://www.cfa.go.jp/children-inquiries/ibaraki 

 

※県及び国のホームページＵＲＬを掲載しています。 


